
（単位：千円）

款 項 目
国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
一般財
源

1 議員報酬等経費 議事課 一般 01 01 01 120,601 0 0 0 0120,601135,824△ 15,223市議会議員報酬等経費

2 議員共済会負担金 議事課 一般 01 01 01 53,993 0 0 0 0 53,993 59,591△ 5,598
市議会議員の議員退職、死亡時に退職年金、遺族年金、退職一時金を支給す
るため、市議会議員共済会に対して費用を負担するものである。

3 議員研修費 議事課 一般 01 01 01 1,369 0 0 0 0 1,369 2,788△ 1,419
先進的な事例を持っている自治体や、当市が抱える課題を解消しつつある自
治体を訪れ、研修、調査を行うことで当市の活性化及び克服に資するものであ
る。

4 政務活動費 議事課 一般 01 01 01 2,470 0 0 0 0 2,470 2,640 △ 170
市議会議員の調査研究その他活動に資するために必要な経費の一部として、
議会における会派に対し交付するものである。�
交付対象、額、交付方法は条例で定められている。

5 議会一般経費 議事課 一般 01 01 01 3,390 0 0 0 1 3,389 3,240 150議会運営における一般事務経費

6 議長交際費 議事課 一般 01 01 01 240 0 0 0 0 240 240 0市議会議長が交際上要する経費

7 議会広報事業 議事課 一般 01 01 01 2,064 0 0 0 0 2,064 1,853 211
議会の活動状況を周知し、市政に対する理解と協力を得るための議会広報紙
を発行する。

8 会議録作成経費 議事課 一般 01 01 01 3,918 0 0 0 0 3,918 4,013 △ 95
会議録検索システムを構築し、市民の議会に対する関心を高め、行政に関す
る興味や知識、理解を深めてもらうことにより、市政への参画意識の向上を図
る。また、会議録調製に伴い迅速化、省力化を図る。

9 議会放送事業 議事課 一般 01 01 01 357 0 0 0 0 357 378 △ 21行政チャンネルにおいて議会の一般質問をノーカットで録画放送する。

10 秘書管理一般経費 市長公室 一般 02 01 01 4,713 0 0 0 0 4,713 4,985 △ 272秘書業務に係る一般事務経費

11 市長交際費 市長公室 一般 02 01 01 800 0 0 0 0 800 800 0
行政執行のために必要な外部との交際上要する経費（慶弔等の交際費及び
災害見舞に係る経費）

12 総務管理一般経費 総務課 一般 02 01 01 23,003 30 2,817 0 5,027 15,129 24,770△ 1,767

○市役所本庁舎の一般経費�
　電話料金、郵便料金、コピー用紙購入費、コピー使用料等�
○市役所全体の共通封筒の印刷製本費�
○総務課全般の一般事務経費

13 例規法令関係経費 総務課 一般 02 01 01 2,961 0 0 0 0 2,961 3,715 △ 754例規データベース整備業務など、例規整備にかかる経費

14 宿日直管理経費 総務課 一般 02 01 01 8,564 0 0 0 0 8,564 8,747 △ 183本庁・支所における休日夜間の管理対応業務

15 書庫管理経費 総務課 一般 02 01 01 2,602 0 0 0 2,602 0 2,208 394
書庫管理にかかる維持管理経費�
光熱水費、浄化槽清掃料、施設管理委託料等

16 総合賠償補償事業 総務課 一般 02 01 01 5,789 0 0 0 1,575 4,214 5,875 △ 86

総合賠償補償にかかる一般事務経費�
保険の趣旨：市が所有、使用、管理する施設の瑕疵及び市の業務遂行上の過
失に起因する事故について、市が法律上の損害賠償責任を負う場合の損害に
対して総合的に保険金を支払う保険制度�
保険の種類：賠償責任保険、補償保険等

17 指定管理者選定経費 総務課 一般 02 01 01 69 0 0 0 0 69 71 △ 2
指定管理者選定委員会を開催するための一般事務経費�
主な内容は委員報償費及び費用弁償である。

18
鳥羽志勢広域連合総
務費負担金

総務課 一般 02 01 01 29,360 0 0 0 0 29,360 28,213 1,147
鳥羽志勢広域連合の一般会計の議会費及び総務費の経費を鳥羽市、志摩市
及び南伊勢町が負担する。

19 人事管理一般経費 総務課 一般 02 01 01 12,991 0 0 0 9,000 3,991 11,805 1,186人事管理にかかる一般事務経費

20 臨時職員管理経費 総務課 一般 02 01 01 150,753 900 2,331 0 3,477144,045121,629 29,124臨時職員管理にかかる一般経費
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21 安全衛生管理経費 総務課 一般 02 01 01 6,294 0 0 0 0 6,294 6,305 △ 11

職員の健康管理、快適な職場づくり、福利厚生の充実のために次の事業を行
う。�
１．定期健康診断（職員・臨時職員）�
２．安全衛生推進者養成講習の受講（清掃センター、給食センター、上下水道
部）�
３．衛生管理者選任のための免許申請�
４．安全衛生研修への参加（保健師）

22 公務災害補償経費 総務課 一般 02 01 01 1,101 0 0 0 0 1,101 150 951

議会の議員その他非常勤の職員に対する公務災害補償に関する経費�
地方公務員災害補償基金や労働者災害補償保険の適用を受けない議員及び
非常勤職員が、公務災害に遭った場合、委託契約に基づき公務災害認定審査
を三重県に委託し、その結果に基づき市で公務災害補償を行う。

23 職員採用試験経費 総務課 一般 02 01 01 489 0 0 0 190 299 476 13職員採用にかかる一般事務経費

24
人事給与システム経
費

総務課 一般 02 01 01 4,625 0 0 0 0 4,625 4,674 △ 49人事給与システムのハード・システム運用保守に係る経費

25 職員研修事業 総務課 一般 02 01 01 3,948 0 0 0 2,738 1,210 3,182 766
職員の意識改革、業務における知識やスキルを習得することを目的とし、職務
遂行能力の向上を図る。

26 検査事務一般経費
検査契約
課

一般 02 01 01 623 0 0 0 0 623 685 △ 62

検査事務一般経費の主要項目�
「工事検査支援業務」�
　専門的な知識や技術を要する工事検査を実施するにあたり、適切な契約の
履行の確認、工事の品質の確保、透明性の高い工事成績評定などを実施する
目的のために、十分な実績があり中立公正な第三者機関に検査支援を委託す
る業務である。

27 契約管理一般経費
検査契約
課

一般 02 01 01 1,496 0 0 0 2 1,494 1,163 333

入札経費等の検査契約課契約係全般に係る一般事務経費で、主要項目は次
のとおりである。�
「入札参加資格申請共同受付・審査作業業務」�
　入札参加業者及び発注者双方の業務の効率化、コスト削減を目的とし、工
事・コンサルタント業務の入札参加資格登録・審査作業業務を、構成団体が共
同で行う業務である。

28
三重県市町総合事務
組合負担金

検査契約
課

一般 02 01 01 808 0 0 0 0 808 0 808

入札参加業者及び発注者双方の業務の効率化、コスト削減を目的とし、物品・
業務委託の入札参加資格登録・審査作業業務を三重県市町総合事務組合で
実施しており、三重県下の参加団体24市町で作業費用を負担するものであ
る。

29 広報一般経費 市長公室 一般 02 01 02 387 0 0 0 191 196 791 △ 404広報広聴業務に係る一般事務経費

30 広報しま発行事業 市長公室 一般 02 01 02 6,561 0 0 0 180 6,381 6,982 △ 421
市民がライフスタイルにあった方法で市の情報を得られるよう、様々な媒体を
効果的に使う。その一手段として広報紙を毎月１日号年１２回と予算特集号年
１回を発行する。

31 ＣＡＴＶ行政放送事業 市長公室 一般 02 01 02 29,836 0 19,453 0 8,878 1,505 30,894△ 1,058

市民がライフスタイルにあった方法で市の情報を得られるよう、様々な媒体を
効果的に使う。その一手段としてＣＡＴＶを活用し、市内にあるＣＡＴＶ事業者２
社を光回線で結び、市内全域を放送エリアとした行政チャンネルにより、行政
番組や文字情報、防災情報などを放送する。

32
テレビ放送番組制作
事業

市長公室 一般 02 01 02 ○ 2,100 0 0 0 0 2,100 0 2,100
三重テレビが放送している市町情報発信番組にて、観光や自然、歴史・文化、
まつり、イベント、人、まちづくりなどについての番組を制作し、志摩市の情報発
信（本放送6回・再放送12回）を行う。

33 財政管理一般経費 財政課 一般 02 01 03 774 0 0 0 0 774 695 79予算編成、決算統計等の財政事務全般にかかる一般事務経費

2



（単位：千円）

款 項 目
国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
一般財
源

平成２５年度当初予算事業一覧表

予算科目
予算所属

Ｈ25
予算額

左の財源内訳
事業内容会計№ 事業名

Ｈ24
予算額

前年
比較

新
規

34
財務会計システム経
費

財政課 一般 02 01 03 7,161 0 0 0 0 7,161 7,161 0
予算編成、執行管理、決算・決算統計、資金管理、起債管理、源泉徴収などの
財務会計業務をサポートできるＷｅｂ方式の財務会計システムにかかる管理経
費

35 会計管理一般経費 出納室 一般 02 01 04 1,866 0 0 0 0 1,866 1,854 12出納事務全般にかかる一般事務経費

36 財産管理一般経費 財政課 一般 02 01 05 5,045 0 0 0 5,045 0 5,271 △ 226財政課が所管する施設の維持管理及び事務に関する経費

37 公用車集中管理経費 財政課 一般 02 01 05 9,520 0 0 0 0 9,520 9,281 239公用車の集中管理を行い各部課へ公用車の貸し出しを行う経費

38
公共施設等環境美化
事業

財政課 一般 02 01 05 8,839 0 0 0 0 8,839 9,548 △ 709市が管理・所有している施設及び土地の環境美化事業に関する経費

39 市有地管理経費 財政課 一般 02 01 05 1,947 0 0 0 1,946 1 1,963 △ 16
市有の未利用地等の有効活用を精査検討するとともに、売却可能な土地を処
分する経費

40 庁舎管理運営費 財政課 一般 02 01 05 62,889 0 0 0 2,624 60,265 67,650△ 4,761
志摩市本庁舎の維持管理及び保守点検に関する業務の委託並びに運営に関
する経費

41 財政調整基金積立金 財政課 一般 02 01 06 38,000 0 0 0 28,000 10000 74,000△ 36,000年度間の財源の不均衡を調整するための積立金

42 減債基金積立金 財政課 一般 02 01 06 200,000 0 0 0 0200,000200,000 0
歳入歳出の決算上剰余金を生じた場合においては、地方財政法第７条第１項
に基づき、当該剰余金のうち２分の１を下らない金額を減債基金へ積み立て
る。

43 基金利息積立金 出納室 一般 02 01 06 5,739 0 0 0 5,739 0 5,191 548地方自治法第241条第4項の規定に基づく、基金の運用から生じる利息

44 企画推進一般経費
企画政策
課

一般 02 01 07 1,715 0 0 0 33 1,682 1,348 367政策調整及びまちづくり事業に係る一般事務経費

45
国立公園施設建設譲
渡事業償還金

企画政策
課

一般 02 01 07 73,034 0 0 0 1,200 71,834 76,759△ 3,725
国立公園施設建設譲渡事業により整備された阿津里浜リゾート事業の譲渡金
を２０年で元利償還する。�

46 地域連携事業
企画政策
課

一般 02 01 07 ○ 300 0 0 0 0 300 0 300
まちづくりなどの企画に対して大学、国。県などから最も適切な協力支援を効
果的に得たり、大学だけでは対応できない企業の情報をワンストップサービス
で受けることができるネットワークを構築する。

47 行政改革推進事業
企画政策
課

一般 02 01 07 1,122 0 0 0 0 1,122 520 602

社会経済情勢に対応した地方分権の担い手として、簡素で効率的な行政を推
進することにより、行政サービスのより一層の向上のため、行政改革推進委員
会において行政改革の推進や財政の健全化に関する重要事項を協議する。�
行政改革の先進事例報告会及び研修会へ参加する。�
行政評価の目標及び結果について電算システムで管理する。

48
離島開発総合セン
ター等管理運営費

企画政策
課

一般 02 01 07 2,626 0 0 0 10 2,616 2,631 △ 5
間崎島開発総合センター、渡鹿野島開発総合センター及び渡鹿野島コミュニ
ティ公園における維持管理経費

49
まちづくり基本条例推
進経費

企画政策
課

一般 02 01 07 174 0 0 0 0 174 174 0
推進委員会において、まちづくり基本条例の運用状況を把握し、適切な運用が
図られるよう、周知・啓発等の実施について検討、協議を行う。�
推進委員会：年２回開催

50 離島振興事業
企画政策
課

一般 02 01 07 503 0 0 0 0 503 458 45

離島振興対策実施地域における事業を促進し、島民の生活や文化の向上に
資することを目的とする。�
離島振興協議会補助金　離島振興のため両島で設置する離島振興協議会に
補助をする。�
間崎島岸壁使用助成金　間崎自治会が桟橋設置料として負担している２０万
円（年額）について、１０万円（１/２）を助成する。
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51 移住交流促進事業
企画政策
課

一般 02 01 07 ○ 870 0 380 0 0 490 0 870

志摩市への移住を促進し、新たな需要の創出によるまちの活性化を図る。定
住人口及び交流人口の拡大、市の知名度を高めるため、相談窓口（企画政策
課）を開設し、移住希望者への総合的な案内を行う。受け入れ体制の整備で
は、空き家バンク創設に向け、空き家調査を実施する。
生活支援では、移住後のサポート体制の構築など、「移住定住促進協議会（仮
称）」を設立し、三重県と連携して取組みを進める。

52
協働事業提案制度経
費

企画政策
課

一般 02 01 07 35 0 0 0 0 35 335 △ 300

市民活動団体又は事業者の発想や手法を活かし、提案者と市が事業の企画
から実施までを協力して行うことにより、多様化する市民ニーズや地域課題を
的確に捉えた質の高い公共サービスの提供を図るとともに、市行政への住民
参加の促進を図り、暮らしやすい地域社会を実現することを目的とする。�

53
地域おこし協力隊事
業

企画政策
課

一般 02 01 07 ○ 1,877 0 0 0 0 1,877 0 1,877

人口減少や高齢化等の進行が著しい地区において、都市から人材を積極的に
誘致し、地域活動に関心のある都市住民のニーズに応えることで、　　　定住、
定着を促進するとともに、地域力の維持、強化を図るため、離島振興地域にお
いて、３大都市圏をはじめとする都市住民を受け入れ、「地域おこし協力隊員」
として委嘱する。�
地域おこし協力隊員は、間崎地区において、交流人口拡大のための活動や、
隊員の個性や特技を活かした、地域に定着していくための活動を行う。

54
地域公共交通会議経
費

企画政策
課

一般 02 01 07 165 0 0 0 0 165 165 0

道路運送法の改正に基づき、地域における需要に応じた住民生活に必要なバ
ス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した
輸送サービスを実現するために必要となる事項を協議するため、地域公共交
通会議を開催する。

55
コミュニティバス運行
事業

企画政策
課

一般 02 01 07 5,698 0 0 0 547 5,151 6,210 △ 512
鉄道、バス等公共交通機関の駅又は停留所までの距離が遠い地域、いわゆる
交通空白地域における地域住民の交通手段を確保するため、利用者の要求
に応じて運行する予約運行型バスの運行を行う。

56
路線バス運行維持事
業

企画政策
課

一般 02 01 07 28,731 0 0 0 0 28,731 28,570 161
住民生活に不可欠なバス路線について、自主運行路線として運行業務を委託
するほか、運行事業者に運行経費の助成をすることにより、交通手段の確保を
行う。

57 航路対策事業
企画政策
課

一般 02 01 07 8,000 0 0 0 0 8,000 8,000 0

浜島～御座～賢島航路及び和具～間崎～賢島航路は英虞湾内において、そ
れぞれ指定航路と離島航路として運航をされており、住民生活には重要な交
通手段となっている。このため、航路存続を維持することが必要であるため運
航事業者に対して補助を行うことにより航路の確保を行う。

58
志摩びとの会運営事
業

企画政策
課

一般 02 01 08 362 0 0 0 0 362 444 △ 82

平成１８年度に設立した志摩びとの会を運営することで、志摩市からの情報発
信、市民交流の拡大、観光の推進などを図る。�
・会報、メールマガジン、ホームページなどを活用した志摩市の情報発信及び
会員募集などを継続して行い、対外的周知活動に取り組む。�
・「エリア別支部づくり」の一環として近鉄沿線の都市での交流会の開催。本年
も「関西三重県人会の集い」と共催し集客交流を狙いとして開催する。

59
市民活動支援セン
ター事業

企画政策
課

一般 02 01 08 2,534 0 2,395 0 48 91 4,627△ 2,093
市民活動に関する情報、場所、相談などを総合的に提供する拠点として、市民
活動支援センターを阿児アリーナ内に置き、市民活動中間支援を積極的に行
う。

60 集客交流支援事業
企画政策
課

一般 02 01 08 800 0 0 0 0 800 800 0

誰もが気軽に参加できるスポーツイベントを通じ、志摩の優れた自然環境や観
光資源をＰＲすることで、集客交流の促進、地域振興に資することを目的とし
て、志摩ロードパーティハーフマラソン２０１３実行委員会に補助をする。�
志摩ロードパーティハーフマラソン２０１３は、全国からの参加者を募集し、志摩
スペイン村を発着地点とするハーフマラソン、10キロマラソン、パルケパーティ
ラン、ジュニアラン、バリアフリーランを行う。�
また、昨年に引き続き、地元関係者による物産市などのブースを設ける他、前
日には、なぶらパーティーも実施する。
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61 友好都市交流事業
企画政策
課

一般 02 01 08 480 0 0 0 0 480 790 △ 310
岐阜県郡上市との交流のための協議及び新しい交流事業や現在行われてい
る交流事業の支援を行う。

62 国際交流事業
企画政策
課

一般 02 01 08 700 0 0 0 0 700 700 0

外国人市民との交流や、外国文化に触れることで地域の文化の向上と市民交
流を目的として、志摩市国際交流協会に補助する。�
志摩市国際交流協会事業として行う外国文化事業、各交流事業を支援し、日
本語教室など外国人市民のための事業を協働して行っていく。

63 公開番組推進事業
企画政策
課

一般 02 01 08 62 0 0 0 0 62 80 △ 18
市内の記念行事を集客力のあるイベント(ＮＨＫの番組公開録画)と共催として
実施することにより、地域内交流と趣味や憩いの空間づくり、更に市民の豊か
な生活の向上を図る。

64
ふるさと応援基金積
立金

企画政策
課

一般 02 01 08 2,005 0 0 0 2,000 5 1,005 1,000
住民参加型のまちづくりを進めることを目的とし、寄附者の社会的投資を具体
化するための基金積立を行う。

65
男女共同参画推進一
般経費

企画政策
課

一般 02 01 08 312 0 0 0 0 312 413 △ 101男女共同参画推進にかかる一般事務経費

66
男女共同参画推進事
業

企画政策
課

一般 02 01 08 279 0 0 0 0 279 303 △ 24

「志摩市男女共同参画推進条例」及び｢志摩市男女共同参画推進プラン｣に基
づく男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を計画的かつ総合的に推
進するために、三重県と連携した映画祭の開催や中学生向けの研修会などを
実施する。

67 浜島支所一般経費 浜島支所 一般 02 01 09 2,247 0 0 0 300 1,947 2,555 △ 308浜島支所運営に係る一般事務経費

68 浜島支所管理運営費 浜島支所 一般 02 01 09 7,626 0 0 0 87 7,539 7,461 165浜島支所における庁舎の維持管理経費

69
浜島地区コミュニティ
施設管理運営費

浜島支所 一般 02 01 09 5,788 0 0 0 23 5,765 9,930△ 4,142
浜島地区７箇所のコミュニティセンターにおける維持管理経費（うち指定管理４
箇所）

70 大王支所一般経費 大王支所 一般 02 01 10 1,557 0 0 0 0 1,557 1,816 △ 259大王支所運営に係る一般事務経費

71 大王支所管理運営費 大王支所 一般 02 01 10 3,354 0 0 0 15 3,339 4,578△ 1,224大王支所における維持管理経費

72
大王地区コミュニティ
施設管理運営費

大王支所 一般 02 01 10 4,380 0 0 0 0 4,380 5,125 △ 745各地区コミュニティセンターにおける維持管理経費（うち指定管理４箇所）

73
美術ギャラリー管理
運営費

大王支所 一般 02 01 10 5,160 0 0 0 101 5,059 5,272 △ 112美術ギャラリーにおける維持管理経費

74 志摩支所一般経費 志摩支所 一般 02 01 11 1,522 0 0 0 0 1,522 2,388 △ 866志摩支所運営に係る一般事務経費

75 志摩支所管理運営費 志摩支所 一般 02 01 11 294 0 0 0 5 289 340 △ 46志摩支所における維持管理経費

76
志摩地区コミュニティ
施設管理運営費

志摩支所 一般 02 01 11 5,471 0 0 0 240 5,231 4,624 847
志摩地区４箇所のコミュニティセンター及び志摩支所所管施設における維持管
理経費（うち指定管理２箇所）

77
阿児地区コミュニティ
施設管理運営費

総務課 一般 02 01 12 8,280 0 0 0 496 7,784 8,115 165阿児地区コミュニティ施設等の維持管理経費（うち指定管理７箇所）

78 磯部支所一般経費 磯部支所 一般 02 01 13 6,512 0 0 0 1 6,511 6,450 62磯部支所運営に係る一般事務経費

79 地域振興補助金 磯部支所 一般 02 01 13 9,206 0 0 0 0 9,206 9,365 △ 159

自治会が所有する施設の維持管理及び伝統文化の継承に要する経費の一部
を助成する。自治会所有の地域集会施設の維持管理費等の一部を助成し地
域間における平準化に努めるとともに自治会の負担軽減を図るものである。�
日本三大御田植祭の一つで「磯部の御神田」として国の重要無形民俗文化財
に指定されている御田植祭に携わる団体に対し財政的な助成を行い、伝統文
化の伝承を支援するものである。
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80
磯部地区コミュニティ
施設管理運営費

磯部支所 一般 02 01 13 ○ 812 0 0 0 0 812 0 812新設された山田コミュニティセンターの維持管理にかかる経費

81 情報推進事業
情報政策
課

一般 02 01 14 3,603 0 0 0 0 3,603 3,543 60

情報推進や｢志摩市地域情報化計画｣策定のための経費�
①情報システム研究員の報酬�
②テレトピア推進協議会委員の報酬及び費用弁償�
③地方自治情報センターの負担金

82
電算システム管理一
般経費

情報政策
課

一般 02 01 14 66,498 0 0 0 0 66,498 59,572 6,926

電算システムの稼働及び運用に係るメンテナンス等の経費�
主な内容�
①パソコン及びプリンター等の消耗品の補充や故障時の修繕�
②インターネット網や地域イントラネット網に接続するための通信回線使用料�
③各種電算システムの機器や運用の保守等の委託

83
内部情報系システム
整備事業

情報政策
課

一般 02 01 14 5,680 0 0 0 1 5,679 5,525 155
内部情報系パソコン（一人一台パソコン）で耐用年数を経過し、機器性能が低
いものを入れ替える。また、プリンターについても耐用年数を経過し、故障によ
り業務の支障となっているものを入れ替える。

84
防犯交通安全対策一
般経費

地域防災
室

一般 02 01 15 5,716 0 0 0 89 5,627 5,860 △ 144
鳥羽地区交通安全協会等各種負担金及び防犯・交通安全対策に係る一般事
務経費

85 地域安全会事業
地域防災
室

一般 02 01 15 3,172 0 0 0 3,172 0 3,560 △ 388

市民の交通安全及び防犯意識の高揚並びに自主的な交通安全及び防犯活動
の推進を図り、市民の生活安全の確保に寄与するため志摩市地域安全会（定
員１２５名：委員２５名、協力員１００名）を設置し、委員会、支部長会及び交通
安全街頭指導、防犯パトロール、各種啓発事業、交通安全教室等を継続し
行っていく。

86
交通安全施設維持経
費

地域防災
室

一般 02 01 15 699 0 0 0 0 699 792 △ 93

市民の道路交通上の安全確保を図るために既存の交通安全施設の良好な維
持管理に努める。�
既存交通安全施設の破損個所の修繕、自治会等からの要望を受け、市の設
置基準に基づき計画的に老朽化の著しい交通安全施設の整備を行う。�

87
交通安全施設整備事
業

地域防災
室

一般 02 01 15 3,677 1,650 0 0 2,027 0 6,662△ 2,985

生活環境や交通環境の変化に伴い安全確保が必要となった交差点等に対し、
交通安全施設（カーブミラー）の設置や既設施設の改良を行うことで、視距を良
くし安全を確保する。�
また市道の一部は沿岸部に位置しているため、塩害に耐久性のある材料を使
用し、継続的な道路機能の向上を図る。

88
防犯灯及び街路灯維
持経費

地域防災
室

一般 02 01 15 29,841 0 0 0 0 29,841 29,281 560
生活道路や通学路に設置されている既存防犯灯の良好な維持管理を行い、
市民の防犯上の安全確保を図る。�
電気料金の支払い、自治会等から連絡を受け電球交換等の修繕を行う。

89
防犯灯及び街路灯整
備事業

地域防災
室

一般 02 01 15 5,989 0 0 0 5,355 634 4,980 1,009
生活道路や通学路等へ計画的に防犯灯を設置し、市民の防犯上の安全確保
を図る。また、総合計画後期基本計画に基づき、計画的にＬＥＤ防犯灯の整備
を行い、コスト削減を図る。�

90 公平委員会経費 総務課 一般 02 01 16 171 0 0 0 43 128 221 △ 50

志摩市公平委員会にかかる一般事務経費�
志摩市公平委員会は共同設置の公平委員会で、構成団体は４団体�
構成団体：志摩市、志摩広域行政組合、志摩広域消防組合、鳥羽志勢広域連
合�
委 員 数：３名�
業務内容：職員の勤務条件に関する措置要求や職員に対する不利益処分に
ついての不服申立てが行われた場合に、公平委員会を開催し審議するもので
ある。

91
情報公開・個人情報
保護審査会経費

総務課 一般 02 01 17 352 0 0 0 0 352 352 0

志摩市情報公開・個人情報保護審査会の一般事務経費�
業務内容：公文書開示請求や保有個人情報開示請求の決定に対する不服申
立てが行われた場合に審査会を開催し、実施機関に対して答申を出すもので
ある。
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92 弁護士法務支援経費 総務課 一般 02 01 17 1,638 0 0 0 0 1,638 1,638 0訴訟等に対する弁護士等にかかる経費

93 行政相談事業 総務課 一般 02 01 17 25 0 0 0 0 25 25 0
行政相談事業にかかる一般事務経費�
行政相談は毎年5月と10月に開催している。

94 自治会活動支援事業 総務課 一般 02 01 17 76,085 0 3,468 0 0 72,617 75,550 535

補助基準：志摩市自治会活動助成金交付要綱�
補助の目的：自主防災活動をはじめとする各地区の住民自治活動がより効果
的で円滑にできるよう補助を行うことによって住民自治活動の推進・向上を図
るものである。�
補助金の種類：活動助成金、環境整備補助金、配布手数料相当額�
補助基準：志摩市自治会事務費補助金交付要綱�
補助金の目的：社会情勢等の変化による自治会業務の多様化に伴う事務の
煩雑化及び事務量の増加に対し各自治会を支援するために交付するものであ
る。

95 税務一般経費 課税課 一般 02 02 01 1,828 0 0 0 0 1,828 1,744 84課税課全般の通常業務にかかる一般事務経費

96 税務関係団体補助金 課税課 一般 02 02 01 375 0 0 0 0 375 375 0

(青色申告会補助金)�
青色申告納税者の意識の高揚と税務行政の一端を担うため志摩市青色申告
会の活動に対して補助する。�
(伊勢法人会補助金)�
適正な申告と納税者意識の高揚を目指した伊勢法人会志摩支部の活動に対
して補助する。

97
過年度還付金・還付
加算金

課税課 一般 02 02 01 15,500 0 0 0 0 15,500 15,500 0市税の過年度分還付金と還付加算金にかかる経費

98
固定資産評価審査委
員会経費

収税課 一般 02 02 01 161 0 0 0 0 161 174 △ 13固定資産評価審査委員会に係る一般事務経費

99 賦課一般経費 課税課 一般 02 02 02 13,686 0 8,289 0 3,653 1,744 13,210 476納税通知書発送経費等の賦課業務にかかる一般事務経費

100
税務電算システム管
理経費

課税課 一般 02 02 02 37,611 0 37,611 0 0 0 49,473△ 11,862市税の電算業務委託及びシステム運用保守経費

101固定資産税評価経費 課税課 一般 02 02 02 16,888 0 0 0 0 16,888 15,773 1,115

固定資産税の評価にかかる業務委託経費�
・時点修正業務�
・固定資産評価管理システム保守業務�
・固定資産税土地評価業務

102
固定資産土地鑑定評
価経費

課税課 一般 02 02 02 20,916 0 0 0 0 20,916 0 20,916
平成２７年度固定資産税（土地）の評価替えで活用するための標準宅地及びゴ
ルフ場用地の不動産鑑定評価業務を行う。

103家屋現況図整備事業 課税課 一般 02 02 02 ○ 6,668 0 0 0 0 6,668 0 6,668
都市計画基本図ＤＭデータ及び航空写真をもとに家屋図を作成し、課税データ
との照合を行い、不整合部分の確認により未評価家屋を捕捉する。

104徴収一般経費 収税課 一般 02 02 02 7,597 0 7,500 0 0 97 8,506 △ 909徴収業務に係る一般事務経費

105収納管理経費 収税課 一般 02 02 02 12,539 0 10,500 0 965 1,074 11,751 788収納管理に係る一般事務経費

106滞納整理経費 収税課 一般 02 02 02 3,107 0 500 0 2,483 124 3,438 △ 331滞納処分に係る一般事務経費

107
三重地方税管理回収
機構負担金

収税課 一般 02 02 02 12,113 0 8,500 0 0 3,613 8,954 3,159三重地方税管理回収機構への徴収権移管に係る経費

108
戸籍住民基本台帳事
務一般経費

市民課 一般 02 03 01 3,811 200 1,448 0 2,013 150 6,039△ 2,228
戸籍、住民基本台帳、印鑑登録及び旅券交付事務について、適正な届出の受
理と確実な事務処理を行う。�
個人情報の保護と住民に関する公正な記録の確保にかかる事務経費
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109
戸籍総合システム管
理経費

市民課 一般 02 03 01 11,204 0 0 0 11,204 0 11,204 0
戸籍の記載や証明書の発行時間を短縮し、市民サービスの向上を図るため、
電算化された戸籍総合システムの管理運用にかかる経費

110
総合住民情報システ
ム管理経費

市民課 一般 02 03 01 4,597 0 0 0 4,597 0 5,070 △ 473
住民基本台帳の記録や証明書の発行時間を短縮し、市民サービスの向上を
図るため、電算化された総合住民情報システムの管理運用にかかる経費

111
住民基本台帳ネット
ワークシステム等管
理経費

市民課 一般 02 03 01 1,296 0 0 0 1,296 0 3,435△ 2,139
住民基本台帳ネットワークシステム及び公的個人認証サービスシステムの運
用並びに機器管理にかかる経費

112
戸籍総合システム改
修事業

市民課 一般 02 03 01 1,833 0 0 0 1,589 244 0 1,833
法務省が構築する戸籍副本データ管理システムに接続する専用装置と市の戸
籍総合システムを連動させるため、システムの改修を行う。

113
住民基本台帳ネット
ワークシステム機器
更改事業

市民課 一般 02 03 01 4,059 0 0 0 4,059 0 0 4,059現行の住基ネットワークシステム機器の更改を行う。

114選挙管理委員会経費 総務課 一般 02 04 01 2,084 0 1 0 0 2,083 2,228 △ 144
志摩市に設置されている選挙管理委員会にかかる一般事務経費�
主な内容としては、選挙管理委員会委員の報酬や費用弁償などの経費、各種
選挙にかかる業務委託料や電算システムの運用保守料などの経費である。

115選挙啓発事業 総務課 一般 02 04 02 182 0 0 0 0 182 184 △ 2

選挙が明るく正しく行われるために選挙の大切さや投票への参加などの啓発
にかかる事務経費�
主な内容としては、新成人に対して、成人式において選挙にかかる啓発グッズ
等の配布などである。

116参議院議員選挙経費 総務課 一般 02 04 03 29,883 0 29,883 0 0 0 0 29,883

平成２５年７月２８日任期満了による参議院議員選挙にかかる執行経費�
○投票所・・・・・・・・・４４箇所�
○期日前投票所・・・・・・・５箇所�
○開票所・・・・・・・・・・１箇所�
○ポスター掲示場・・・・１６０箇所

117市議会議員選挙経費 総務課 一般 02 04 04 51,528 0 0 0 0 51,528 0 51,528

平成２５年１０月３１日任期満了による志摩市議会議員選挙にかかる執行経費�
○投票所・・・・・・・・・４４箇所�
○期日前投票所・・・・・・・５箇所�
○開票所・・・・・・・・・・１箇所�
○ポスター掲示場・・・・１６０箇所

118
財産区議会議員選挙
経費

総務課 一般 02 04 05 1,654 0 0 0 1,654 0 4,248△ 2,594

平成２６年３月１９日任期満了による南張財産区議会議員選挙にかかる執行
経費�
○投票所・・・・・・・・・１箇所�
○期日前投票所・・・・・・１箇所�
○開票所・・・・・・・・・１箇所

119
統計調査員確保対策
事業

企画政策
課

一般 02 05 01 16 0 15 0 0 1 40 △ 24統計調査員の確保及び連絡調整にかかる事務費

120港湾統計調査経費
企画政策
課

一般 02 05 02 97 0 96 0 0 1 97 0
港湾の実態を明らかにし、港湾に関する施策の基礎資料を得ることを目的とし
て港湾統計調査を実施する。

121学校基本調査経費
企画政策
課

一般 02 05 02 18 0 17 0 0 1 17 1
学校の実態を明らかにし、学校に関する施策の基礎資料を得ることを目的とし
て学校基本調査を実施する。

122
経済センサス調査区
設定経費

企画政策
課

一般 02 05 02 8 0 7 0 0 1 0 8経済センサスの調査区の管理を行う。

123工業統計調査経費
企画政策
課

一般 02 05 02 277 0 276 0 0 1 309 △ 32
製造業の実態を明らかにし、産業政策、中小企業政策など、製造業に関する
施策の基礎資料を得ることを目的として工業統計調査を実施する。

124
経済センサス基礎調
査準備経費

企画政策
課

一般 02 05 02 ○ 16 0 15 0 0 1 0 16平成26年7月1日現在で実施する経済センサス基礎調査の準備事務を行う。
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125
商業統計調査準備経
費

企画政策
課

一般 02 05 02 ○ 14 0 13 0 0 1 0 14平成26年度実施の商業統計調査の準備事務を行う。

126
住宅・土地統計調査
経費

企画政策
課

一般 02 05 02 ○ 3,917 0 3,916 0 0 1 0 3,917

我が国における住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びに
現住居以外の住宅及び土地の保有状況その他の住宅等に居住している世帯
に関する実態を調査し、その現状と推移を全国及び地域別に明らかにすること
により、住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的として住宅・土地統計
調査を実施する。

127漁業センサス経費
企画政策
課

一般 02 05 02 ○ 4,485 0 4,484 0 0 1 0 4,485

我が国漁業の生産構造、就業構造を明らかにするとともに、漁村、水産物流
通・加工業等の漁業を取り巻く実態と変化を総合的に把握し、新しい水産基本
計画に基づく水産行政施策の企画・立案・推進のための基礎資料を作成し、提
供することを目的として漁業センサスを実施する。

128農林業センサス経費
企画政策
課

一般 02 05 02 ○ 23 0 22 0 0 1 0 232015年農林業センサスのための準備事務を行う。

129監査一般経費
監査委員
事務局

一般 02 06 01 254 0 0 0 0 254 235 19監査業務に係る一般事務経費

130監査委員活動経費
監査委員
事務局

一般 02 06 01 2,421 0 0 0 0 2,421 2,421 0地方自治法第１９５条の規定による監査委員活動経費

131社会福祉一般経費
地域福祉
課

一般 03 01 01 1,587 0 1 0 6 1,580 2,057 △ 470

地域福祉を推進していくための一般経費�
(職員等時間外手当、消耗品費、公用車燃料費、通信運搬費、事務所ＡＥＤ
リース料、負担金、更生保護関係負担金・補助金)�
【志摩保護区保護司会地方公共団体負担金】�
※予算編成年の９月末人口を基準に算出�

132民生委員推薦会経費
地域福祉
課

一般 03 01 01 130 0 0 0 0 130 66 64
志摩市民生委員推薦会規則に基づいた、民生委員の選考に係る委員報酬・費
用弁償

133
福祉団体等育成補助
金

地域福祉
課

一般 03 01 01 59,253 0 0 0 0 59,253 61,818△ 2,565

各種福祉団体等への補助金�
（団体）�
・民生児童委員協議会�
・志摩市社会福祉協議会�
・志摩市社会福祉協議会（志摩市社会福祉協議会補助金、福祉市場レイン
ボー運営補助金）�
・志摩医師会、三重県歯科医師会志摩支部(地域医療福祉助成金）�
・戦没者遺族会

134
地域福祉計画推進事
業

地域福祉
課

一般 03 01 01 1,095 0 514 0 0 581 455 640
地域福祉計画に基づき、地域福祉の理念を広く市民に啓発し、地域福祉意識
を醸成�し、計画書に記載されている事業の推進を図る。

135戦没者追悼式事業
地域福祉
課

一般 03 01 01 1,022 0 0 0 0 1,022 1,028 △ 6

戦争で犠牲になった方々に思いをおこし、平和への誓いを新たに行うため、戦
没者追悼式を開催するとともに、三重県戦没者追悼式への遺族の送迎を実施
する。�
【志摩市戦没者追悼式】1回/年　会場：阿児アリーナ　�
※市単独で追悼式を開催。各町から阿児アリーナまで遺族会員のバス送迎を
行う。�
【三重県戦没者追悼式への遺族会員送迎】1回/年　会場：三重県総合文化会
館(H23実績)　※三重県主催の戦没者追悼式にバスで遺族会員を送迎する。

136
中国残留邦人等生活
支援給付事業

地域福祉
課

一般 03 01 01 1,050 786 0 0 0 264 1,050 0

永住帰国した中国残留邦人等に対して、老後の生活の安定のため老齢年金
基礎年金の満額支給が実施されるが、満額の老齢基礎年金を受給してもなお
生活の安定が十分に図れない者に対して老齢基礎年金制度による対応を補
完する生活支援を行う。生活支援については、生活保護法の基準に準じて、医
療給付や住宅給付等の給付を行う。
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137
住まい対策緊急特別
措置事業

地域福祉
課

一般 03 01 01 603 0 602 0 0 1 603 0
近年の就業状況の悪化により職を失った者が家賃を払えず住むところを無くす
ケースに対応するため生活保護の家賃基準に合わせ6か月を目途に支出を行
う。

138行旅病人対策経費
地域福祉
課

一般 03 01 01 176 0 1 0 0 175 176 0行旅病人及び行旅死亡人取扱法による葬祭費

139
国民健康保険特別会
計繰出金

保険課 一般 03 01 01 436,764 22,224161,703 0 0252,837432,057 4,707
国保特別会計へ、職員給与費等、出産育児一時金等、財政安定化支援事業、
保険基盤安定化事業等に係る経費を繰出しする。

140
介護老人保健施設管
理運営費

介護保険
課

一般 03 01 01 10,000 0 0 0 1 9,999 10,000 0
志摩市介護老人保健施設を公益社団法人地域医療振興協会に運営委託する
ための指定管理料である。

141
阿児健康福祉セン
ター管理運営費

健康推進
課

一般 03 01 02 3,145 0 0 0 600 2,545 3,151 △ 6阿児健康福祉センター「サンライフあご」の管理運営経費

142
磯部健康福祉セン
ター管理運営費

磯部保健
センター

一般 03 01 02 9,298 0 0 0 5,064 4,234 9,558 △ 260磯部健康福祉センターにおける維持管理経費

143
地域福祉センター管
理運営費

地域福祉
課

一般 03 01 02 549 0 0 0 0 549 500 49
地域福祉センターにかかる管理運営費�
地域福祉センターの修繕費と、志摩デイサービスセンターの半年分（５月～１０
月）の光熱水費及び浄化槽管理に関する経費

144
福祉医療費助成一般
経費

保険課 一般 03 01 03 12,015 0 0 0 1 12,014 11,210 805福祉医療費助成事業に係る一般事務経費

145
障がい者医療費助成
事業

保険課 一般 03 01 03 82,200 0 41,100 0 0 41,100 81,000 1,200

身体障害者手帳の１級～３級の交付を受けている人、知能指数が３５以下の
人又は療育手帳の障がいの程度が「最重度」又は「重度」の人、身体障害者手
帳４級の人で知能指数が３６以上５０以下の人又は療育手帳の障がいの程度
が「中度」の人及び精神障害者保健福祉手帳の１級の交付を受けている人（通
院分のみ助成の対象）に対して医療費の自己負担額を助成する。（所得制限
あり。）

146
６５歳以上重度障が
い者医療費助成事業

保険課 一般 03 01 03 66,000 0 33,000 0 0 33,000 71,000△ 5,000
障がい者医療費助成の対象者で６５歳に達した人又は６５歳以上の人に対し
て医療費の自己負担額を助成する。（所得制限あり。）

147
子ども医療費助成事
業

保険課 一般 03 01 03 111,500 0 55,000 0 0 56,500 88,100 23,400
小学校６年生までの子どもに対して医療費の自己負担額を助成する。�
なお、平成25年4月から中学生の入院に対して、市単独で助成する（所得制限
あり。）。

148
一人親家庭等医療費
助成事業

保険課 一般 03 01 03 44,000 0 22,000 0 0 22,000 36,000 8,000
１８歳（年度末）までの児童を扶養している一人親家庭等の母又は父及びその
児童又は父母のいない１８歳（年度末）までの児童に対して医療費の自己負担
額を助成する。（所得制限あり。）

149障害者福祉一般経費
地域福祉
課

一般 03 01 04 3,835 0 0 0 6 3,829 5,122△ 1,287身体障害者手帳・療育手帳交付事業、障害者福祉事業に係る一般事務経費

150
障害者団体育成補助
金

地域福祉
課

一般 03 01 04 1,214 0 0 0 0 1,214 1,214 0

身体障がい者（児）及び知的障がい者（児）の自立と社会参加を促進するととも
に、団体に加入している会員相互の交流と福祉の増進を図るため、身体障害
者福祉連合会、心身障害児（者）保護者会連合会に対し、志摩市補助金交付
要綱に基づき補助金を交付する。

151
志摩広域行政組合負
担金

地域福祉
課

一般 03 01 04 19,035 0 0 0 0 19,035 19,359 △ 324

地域を取り巻く交通・通信手段の発達や日常生活の広域化に伴い、広域的・総
合的な市町村行政を推進するため、志摩市、鳥羽市、南伊勢町で構成し、障
害者総合支援法に規定する基準該当障害福祉サービス生活介護事業及び障
害者総合支援法に規定する地域生活支援事業日中一時支援事業の運営に関
する業務を共同で処理する。
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152
身体障害者・知的障
害者相談員事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 100 0 0 0 0 100 100 0

障がい者又は保護者等からの相談に対し、必要な指導・助言を行うとともに、
障がい者の地域生活の支援、関係機関への協力を行い、障がい者の福祉の
増進を図る。�
身体障害者相談員及び知的障害者相談員設置要綱に基づき、相談員業務委
託契約をする。�
　身体相談員　2人�
　知的相談員　2人

153
特別障害者手当等給
付事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 24,399 18,293 0 0 0 6,106 27,409△ 3,010

身体又は精神の障がいにより、日常生活において常時特別な介護を要する状
態にある、在宅の障がい者の負担を軽減するため特別障害者手当、障害児福
祉手当、福祉手当を支給する。�
特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき実施する。

154
身体障害者ガソリン
費助成事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 7,334 0 0 0 0 7,334 7,337 △ 3

身体障がい者の生活の利便性を助長し、福祉の増進を図ることを目的とする。�
身体障害者手帳1級から3級所持者で、障がい者自らが運転する自動車のガソ
リン費に対し助成を行う。�
ガソリン1リットルあたり60円、月50リットルを上限とし、月額3,000円（限度額）を
助成する。�
身体障害者自動車ガソリン費補助要綱に基づき実施。

155
心身障害者扶養共済
掛金助成事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 62 0 0 0 0 62 62 0

心身障がい者の親等が掛金を拠出し、親亡き後の障がい者に一定の年金給
付を行う扶養共済事業に対し、加入者が支払う一口目の掛金を助成する。�
実施主体は三重県で、補助対象は一口目の掛金から県補助分を差し引いた
本人負担分のうち、市民税非課税世帯は50%、所得割を課せられていない世
帯は30%とする。�
心身障害者扶養共済掛金補助要綱に基づき実施する。

156
心身障害者（児）福祉
給付金支給事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 4,867 0 0 0 0 4,867 5,051 △ 184

志摩市に居住する心身障害者（児）の福祉の増進を図ることを目的とする。�
支給対象者は、毎年4月1日現在、身体障害者手帳1級又は2級の所持者及び
療育手帳Aの所持者で、かつ市民税非課税世帯の者とし、年額8,000円を福祉
給付金として支給する。�
心身障害者（児）福祉給付金支給条例に基づき実施する。

157精神保健事業
健康推進
課

一般 03 01 04 299 0 0 0 0 299 110 189精神保健福祉に関する相談支援業務を行う。

158
障害者施策推進協議
会経費

地域福祉
課

一般 03 01 04 368 0 0 0 0 368 458 △ 90
障がい者の自立と社会参加のための施策を総合的かつ計画的に協議するとと
もに、障害福祉計画の進捗管理や評価・分析を適正に行い、社会資源の整備
に向けた取り組みを進める。

159
障害者自立支援一般
経費

地域福祉
課

一般 03 01 04 361 0 0 0 0 361 115 246障害者保健福祉手帳・自立支援医療事業に係る一般事務経費

160
障害程度区分認定経
費

地域福祉
課

一般 03 01 04 2,119 1,059 0 0 0 1,060 2,334 △ 215

障害者総合支援法に定める、介護給付等の支給に関する障害程度区分の審
査及び判定を行う。�
障害者等からの申請を受け、認定調査、コンピュータによる一次判定と医師意
見書や調査における特記事項をもとに審査会で、どれくらいの障害福祉サービ
スが必要か障害程度区分を審査・判定し、支給決定にあたり意見を述べる。�
介護給付費審査会（2合議体）を月1回開催し、障害程度区分を決定する。
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161地域生活支援事業
地域福祉
課

一般 03 01 04 42,193 21,096 10,548 0 0 10,549 44,430△ 2,237

障害者総合支援法に基づき、障がい者（児）が自立した日常生活、社会生活を
営むことができるよう地域の特性や利用者のニーズを踏まえ、地域の実情に
応じた柔軟な事業形態により効率的・効果的な事業を実施する。�
事業内容�
　①相談支援事業及び相談支援機能強化事業�
　②コミュニケーション支援事業�
　③日常生活用具給付等事業�
　④移動支援事業�
　⑤日中一時支援事業�
　⑥その他の社会参加促進事業

162
障害者自立支援給付
事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 706,987352,896176,448 0 0177,643689,781 17,206

障害者総合支援法に基づき、在宅の訪問サービス、通所の日中活動サービ
ス、施設入所支援サービスに分類され、それぞれの障害福祉サービスを複合
的に利用することで、障がい者の能力や適性に応じた日常生活又は社会生活
を支援するために実施する。�
　①介護給付費�
　居宅介護事業、短期入所事業、施設入所支援事業等�
　②訓練等給付費�
　自立訓練、就労移行支援事業、就労継続支援事業、共同生活援助事業等

163
身体障害者（児）補装
具給付事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 10,627 5,313 2,656 0 0 2,658 11,115 △ 488

障害者総合支援法に基づき、障がい者には、日常生活の向上を図ることを目
的とし、障がい児については、将来独立自活するための素地を育成・助長する
ことを目的として、失われた身体部位、損なわれた身体機能を補完又は代替す
る用具として補装具を支給する。

164
自立支援医療給付事
業

地域福祉
課

一般 03 01 04 32,078 15,396 7,698 0 0 8,984 37,488△ 5,410

障害者総合支援法に基づく、「自立支援医療」として、障害者等にその心身の
障害の状態の軽減を図り自立した日常生活又は社会生活を営むために必要
な医療を提供する。�
障害者総合支援法施行令第1条の2第1項第1号の育成医療及び第2号の更生
医療に規定しており、身体障がいをもたらしている一定の症状に対し、医学的
処置を行うことによって日常生活を回復・容易にする可能性が認められる場合
に、その医療費を支給する。代表的なものとして、ペースメーカー埋め込み、人
工透析、腎移植、肝移植がある。

165
障害者自立支援緊急
対策助成事業

地域福祉
課

一般 03 01 04 9,396 0 7,047 0 0 2,349 30,873△ 21,477

三重県障害者自立支援対策臨時特例基金を活用して、障害者総合支援法の
施行に伴う事業所への激変緩和措置や、新体系移行前の報酬水準を基準とし
た助成を行い事業運営の安定化を図るために実施する。�
　①新体系定着支援事業�
　移行後の報酬額が移行前の90％を下回る場合にその差額を助成�

166障害児給付事業
地域福祉
課

一般 03 01 04 50,627 25,239 12,619 0 0 12,769 0 50,627

障害者自立支援法、児童福祉法の改正により、これまで障害者自立支援法の
中で規定されていた障害児への支援について、児童福祉法において児童発達
支援、放課後等デイサービス、障害児相談支援等の支援を規定し、障害児に
日常生活における基本的動作の指導、知識技能の付与、生活能力向上に必
要な訓練、社会との交流促進等の支援を行う。　�

167老人福祉一般経費
介護保険
課

一般 03 01 05 198 0 0 0 6 192 286 △ 88高齢者福祉に係る一般事務経費

168
老人憩の家管理運営
費

介護保険
課

一般 03 01 05 1,330 0 0 0 0 1,330 1,375 △ 45

高齢者の教養の向上及びレクリエーション等のための場を与えるとともに、そ
の心身の健康の増進を図るために設置する老人憩の家の維持管理経費�
市内7か所の老人憩の家の管理運営について、指定管理者制度を導入し、各
地区の老人クラブを指定管理者として実施する。�
　平成24年4月1日から平成27年3月31日までの3年間
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169敬老会補助金
介護保険
課

一般 03 01 05 11,443 0 0 0 0 11,443 11,310 133

高齢者の長年にわたる地域への貢献に対して感謝するとともに、高齢者を敬
愛し長寿を祝うため、自治会等の団体が実施する敬老会事業に対し補助金を
交付する。�
敬老会の実施については、実施団体が自主的に企画立案した計画により開催
する。�
補助金対象者は、７０歳以上の住民（当該年度に７０歳に到達するものを含
む。）

170長寿者褒賞事業
介護保険
課

一般 03 01 05 384 0 0 0 0 384 2,242△ 1,858

長年、社会の発展向上に貢献された高齢者に、褒賞を授与することにより、長
寿をお祝いするとともに、市民の敬老精神を高め、高齢者福祉の増進を図る。�
毎年9月1日現在において、当該年度に100歳に到達する住民に3万円相当の
品物を授与する。また、最高齢者に記念品を授与する。

171
介護予防拠点施設管
理運営費

介護保険
課

一般 03 01 05 419 0 0 0 0 419 452 △ 33

高齢者が要介護状態になったり、状態が更に悪化することを予防するための
事業及び健康増進のための事業を実施するために設置する介護予防拠点施
設の維持管理経費�
市内2カ所の介護予防拠点施設の管理運営を指定管理者制度を導入し、当該
施設で市の受託事業を行う事業者を指定管理者として実施する。�
　平成24年4月1日から平成27年3月31日までの3年間

172
老人ホーム入所判定
委員会経費

介護保険
課

一般 03 01 05 106 0 0 0 0 106 106 0

養護老人ホームへの入所措置を適正に行うため、老人ホーム入所判定委員
会を設置し、入所措置基準に基づき、健康状態、日常生活動作の状況、精神
の状況、家族・住居の状況、在宅福祉サービスの利用状況等について総合的
に判定を行う。�
入所申請により、職員が訪問調査を行い、その調査資料をもとに入所判定委
員会を開催する。

173
老人ホーム入所措置
事業

介護保険
課

一般 03 01 05 114,673 0 0 0 21,424 93,249125,984△ 11,311

65歳以上の者で、環境上の理由及び経済的な理由により、居宅での生活が困
難な者を措置することで、当該者の生活を保障する。�
養護老人ホーム等へ入所した者の毎月の措置費の支払及び入所者個人から
負担金の徴収等を行う。

174
志摩広域行政組合負
担金

介護保険
課

一般 03 01 05 67,450 0 0 16,000 1 51,449 50,593 16,857

地域を取り巻く交通・通信手段の発達や日常生活の広域化に伴い、広域的・総
合的な市町村行政を推進するため、志摩市、鳥羽市、南伊勢町で構成し、老
人福祉法に規定する老人福祉施設に関する事務及び介護保険法に規定する
指定介護老人福祉施設等の設置及び管理に関する事務などの業務を共同で
処理する。�
また、平成25年度から施設の老朽化及び入所者の安心安全な生活を確保す
るための環境整備を行う。

175
生きがい活動支援通
所事業

介護保険
課

一般 03 01 05 3,183 0 0 0 0 3,183 3,057 126
居宅に閉じこもりがちな高齢者が、介護が必要な状態にならないよう、社会福
祉法人等に委託し、介護予防拠点施設において、生活指導、入浴、給食、送迎
等のサービスを提供する。

176
シルバー人材セン
ター育成事業

介護保険
課

一般 03 01 05 12,000 0 0 0 0 12,000 12,000 0

高齢者の希望に応じ、臨時的・短期的な就業、軽易な業務に係る就業の機会
を確保、提供し、高齢者の生活の充実、社会参加の増進を図ることにより、高
齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与する志摩市シルバー人
材センターを支援する。�
シルバー人材センターは、草刈り、大工、ペンキ塗り、事務などの就業を組織
的に提供し、就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習を行うほか、
高齢者の就業に関する普及啓発活動を行っている。

177老人クラブ育成事業
介護保険
課

一般 03 01 05 4,162 0 1,475 0 0 2,687 4,388 △ 226

高齢者の生きがいと健康づくりに資する活動・事業を推進する老人クラブを自
立した組織に育成・支援する。志摩市老人クラブ連合会を始め、各町連合会、
各単位老人クラブへ志摩市老人クラブ育成補助金交付要綱に基づき補助金を
交付する。
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178
外出支援サービス事
業

介護保険
課

一般 03 01 05 389 0 0 0 0 389 411 △ 22
ストレッチャーや車椅子リフトを装着した特殊な移送用車両で、下肢が不自由
なため公共交通機関等を利用できない要介護高齢者等を、自宅から医療機関
等へ送迎することを、社会福祉法人へ委託し、在宅介護を支援する。

179
緊急通報体制整備事
業

介護保険
課

一般 03 01 05 87 0 0 0 0 87 133 △ 46

一人暮らし高齢者等の急病や災害等の緊急時に、迅速な対応を図るため、緊
急通報装置設置に係る費用を助成する。�
また、利用申請時に緊急通報先として協力員の確保や、協力員の対応につい
ての体制整備を指導する。

180
高齢者世帯防火対策
事業

介護保険
課

一般 03 01 05 62 0 0 0 0 62 83 △ 21

要援護高齢者に火災警報器、自動消火器、電磁調理器設置にかかる費用の
一部を助成し、火災による被害を最小限に抑えることで、本人及び近隣住民が
安心して生活できるよう支援する。�
助成金額は、設置費用の2/3とする。（上限額有）

181老人保健事業 保険課 一般 03 01 05 5 0 0 0 1 4 10 △ 5老人保健交付金及び国・県負担金の返還金

182
後期高齢者医療特別
会計繰出金

保険課 一般 03 01 05 786,455 0126,346 0 0660,109781,823 4,632

後期高齢者特別会計へ、三重県後期高齢者医療広域連合の運営経費（均等
割１０％、人口割４５％、高齢者人口割４５％）、医療給付に要する経費（高齢
者医療確保法第９８条の規定）、低所得者等保険料減額分（法第９９条の規
定）、市町で行う徴収事務費等に係る経費を繰出しする。

183
介護予防サービス事
業

ふくし総
合支援室

一般 03 01 05 12,951 0 0 0 12,608 343 12,560 391

介護保険の要介護認定において要支援１又は要支援２と判定された方の中
で、介護予防サービスの利用を希望される方を対象にアセスメントを行い、介
護予防ケアプランを作成しサービスの提供へとつなげる。また、次のケアプラン
作成前に評価及び再度アセスメントを行い、必要に応じサービスの見直しをす
る。

184
介護保険特別会計繰
出金

介護保険
課

一般 03 01 06 823,034 0 0 0 181822,853799,356 23,678
介護保険事業の円滑な運営を図るための財源を確保するため、介護給付に係
る市負担金、事務費等について、一般会計から特別会計に法定繰出しを行う
ものである。

185
ホームヘルプ等利用
者負担軽減事業

介護保険
課

一般 03 01 06 53 0 37 0 0 16 53 0
障害者施策のホームヘルプサービスを利用していた低所得者の障害者や社
会福祉法人等の提供するサービスを受ける低所得者の介護サービス費の負
担を軽減するものである。

186
人権啓発推進一般経
費

人権啓発
推進課

一般 03 01 07 1,143 0 0 0 107 1,036 931 212人権啓発推進、人権対策事業に係る一般経費

187集会所管理運営費
人権啓発
推進課

一般 03 01 07 1,410 0 0 0 0 1,410 1,410 0
所管する７箇所の地区集会所（山田集会所・山原集会所・梶坊集会所・素行集
会所・長岡集会所・迫間中央集会所・あすなろ集会所）の指定管理の更新を行
い、指定管理料を地元自治会に支払う。

188人権啓発関係補助金
人権啓発
推進課

一般 03 01 07 500 0 0 0 0 500 500 0
志摩市人権施策基本方針に基づき、行政・各種団体・企業等が連携を図り、人
権啓発活動を行うための補助金を交付する。

189
人権を考える市民の
集い事業

人権啓発
推進課

一般 03 01 07 334 0 167 0 0 167 334 0
人権啓発講演会の開催、啓発物品の作成配布を通して人権思想の普及高揚
を図り、市民に人権問題に対する正しい認識を広めることにより、基本的人権
の擁護に資することを目的とする。

190
迫間文化会館等整備
事業

人権啓発
推進課

一般 03 01 07 234,406 0 82,993141,500 0 9,913 42,953191,453

老朽化してバリアフリー化されていない迫間文化会館の建て替えを核とし、同
じく老朽化している教育集会所を含めた施設を建設し、効率的な行政運営を図
るとともに、周辺地域の老朽化した他の市有施設の取り壊しを行い、志摩市人
権施策基本方針に謳われている人権施策の新たな拠点を設置する。
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191隣保館管理運営費
迫間文化
会館

一般 03 01 08 5,433 0 5,375 0 58 0 6,044 △ 611

地域住民に対し福祉の向上や人権啓発のための住民交流の拠点となる地域
に密着した福祉センターとして、生活上の各種相談事業をはじめ社会福祉等
に関する総合的な事業及び国民的課題としての人権・同和問題に対する理解
を深めるための活動を行い、もって地域住民の生活の社会的、経済的、文化
的改善向上を図るとともに、人権・同和問題の速やかな解決に資することを目
的とする。�
・隣保館運営審議会、広報活動、各種講座・教室の開設、人権啓発活動、相談
事業、各種団体等の連携協力等

192
隣保館デイサービス
事業

迫間文化
会館

一般 03 01 08 1,969 0 1,969 0 0 0 1,985 △ 16

障がい者及び高齢者等を対象に創作・軽作業・日常生活訓練等を行うことによ
り、その自立を助長し生きがいを高めることを目的とする。�
・健康体操（毎週1回）、健康相談（月1回）、陶芸教室（年10回）、介護技術指導
（年1回）

193児童福祉一般経費
子育て支
援課

一般 03 02 01 2,100 0 0 0 0 2,100 2,322 △ 222児童福祉事務の一般経費

194子ども手当事務経費
子育て支
援課

一般 03 02 01 2 0 0 0 0 2 2,803△ 2,801子ども手当支給に係る事務経費

195子育て支援一般経費
子育て支
援課

一般 03 02 01 178 0 0 0 0 178 178 0
志摩市次世代育成支援対策地域協議会を設置し、志摩市における次世代育
成支援対策の実施に関する計画、行動計画に基づく措置の実施に関する事項
等の審議を行う。

196
地域子育て支援セン
ター運営費

子育て支
援課

一般 03 02 01 9,473 4,754 0 0 90 4,629 10,181 △ 708

地域の子育て支援機能の充実を図るため浜島・志摩・磯部地域において子育
て支援センターの運営を行う。阿児地域では、民設民営による子育て支援セン
ターとし、運営補助を行う。育児相談や子育て関連情報の提供等を行い、地域
の子育て家庭の支援を図っていく。�
事業内容�
①育児不安等についての相談指導等�
②子育てサークル等の育成・支援�
③特別保育事業等の積極的実施・普及促進の努力�
④ベビーシッターなど地域の保育資源の情報提供等�
⑤家庭的保育を行う者への支援等

197
ファミリー・サポートセ
ンター事業

子育て支
援課

一般 03 02 01 2,416 1,206 0 0 50 1,160 2,505 △ 89
育児の援助を提供する者と育児の援助を依頼する者を会員として組織化し、
会員同士が育児に関する相互援助活動により、仕事と育児が両立できる環境
を整備するとともに、子育てを支援する。

198児童手当事務費
子育て支
援課

一般 03 02 01 2,176 0 0 0 0 2,176 0 2,176児童手当事業事務経費

199
身元保証人確保対策
事業

子育て支
援課

一般 03 02 02 20 0 14 0 0 6 20 0

子どもや女性等の自立支援を図る観点から、児童養護施設や婦人保護施設
等に入所中又は退所した子ども等や、里親に委託中に又は委託解除後の子ど
も等に対し、就職やアパート等を賃借する際に施設長等が身元保証人となった
場合の損害保険契約を全国社会福祉協議会が契約者として締結することによ
り、身元保証人を確保し、これらの者の社会的自立の促進に寄与することを目
的とする。

200養育支援訪問事業
子育て支
援課

一般 03 02 02 406 187 0 0 0 219 602 △ 196

子育て中の親が、子育てや育児について気軽に相談できる相手や仲間が身近
な地域にいないなど、家庭や地域における子育て機能の低下が問題となって
いる。そうした中で、本来子どもの養育について支援が必要でありながら、積極
的に自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭への支援については、
従来の「通所型」だけではなく、家庭訪問等の積極的なアプローチ、すなわち
「訪問型」の支援の必要性が高まっている。�
このような状況を踏まえ、本事業は、こうした家庭に過重な負担がかかる前の
段階において、訪問による育児・家事の援助等を実施することにより、当該家
庭における安定した子どもの養育を可能とすること等を目的とする。
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201子育て短期支援事業
子育て支
援課

一般 03 02 02 338 137 0 0 11 190 338 0

保護者の疾病その他の理由等により家庭において養育を受けることが一時的
に困難となった児童及び経済的な理由等により緊急一時的に保護することが
必要な母子について、児童福祉施設等において一時的に養育・保護すること
により、当該児童及びその家庭並びに母子の福祉の増進を図る。

202
児童入所施設措置事
業

子育て支
援課

一般 03 02 02 4,006 1,988 994 0 26 998 4,538 △ 532

妊産婦が、保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産を
受けることができない場合に、助産を行う。�
保護者が、配偶者のない女子又はこれに準じる女子であって、監護すべき児
童の福祉に欠けるところがある場合に、その保護者及び児童を母子生活支援
施設で保護する。

203児童手当支給事業
子育て支
援課

一般 03 02 02 751,851516,465117,692 0 0117,694 19751,832
家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健
やかな成長に資することを目的として、児童を養育している方に手当を支給す
る。

204
児童扶養手当支給事
業

子育て支
援課

一般 03 02 02 306,921102,074 0 0 1204,846299,899 7,022

父母の離婚等により、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家
庭(ひとり親家庭)に対し、児童扶養手当を支給することにより生活の安定と自
立の促進を図る。�
請求に基づいて受給資格を確認し、受給者及び扶養義務者の所得に応じて手
当を支給する。

205要保護児童対策事業
ふくし総
合支援室

一般 03 02 02 290 0 0 0 0 290 293 △ 3

児童福祉法に規定する要保護児童対策地域協議会として設置された「志摩市
子ども家庭支援ネットワーク」により、要保護児童（被虐待児・非行児童等）及
びその家族等を適切に支援する。�
次の取り組みにより、関係機関の連携を確保し、子ども及びその家族等を支援
する。�
①代表者会議　�
　関係機関等の代表者が集まり、要保護児童の対応のあり方等を協議する。�
②個別ケース検討会　�
　関係機関等の担当者等が集まり、具体的な支援方法の検討等を行う。�
③実務者会議　�
　関係機関等の実務者代表が集まり、ケースの進行管理等を行う。�
④要保護児童対策調整機関業務　　�
　日常的に調整業務を行う。

206児童家庭相談事業
ふくし総
合支援室

一般 03 02 02 4,433 0 0 0 0 4,433 3,122 1,311

家庭児童福祉に関する相談支援業務を充実強化し、家庭における児童の適正
な児童養育などの家庭児童福祉の向上を図る。�
①子どもに関する相談に幅広く対応し、子ども・家庭等を支援する。�
②要保護児童対策調整機関業務を行う。

207母子福祉団体補助金
子育て支
援課

一般 03 02 03 280 0 0 0 0 280 280 0志摩市母子寡婦福祉会の維持と育成を図るため、運営補助を行う。

208
自立支援教育訓練給
付金事業

子育て支
援課

一般 03 02 03 101 75 0 0 0 26 101 0
母子家庭の母が、指定教育訓練講座の受講や、資格取得のために養成機関
等で受講する場合に、給付金や訓練促進費を支給することにより、母子家庭
の母の自立促進を図る。

209
高等技能訓練促進費
等事業

子育て支
援課

一般 03 02 03 9,647 7,235 0 0 0 2,412 14,798△ 5,151

母子家庭の母が、就職の際に有利であり、かつ、生活の安定に資する資格取
得を促進するため、看護師・介護福祉士等の養成訓練を２年以上受講する場
合、高等技能訓練費促進費等を支給することにより、生活の負担軽減を図り、
資格取得を容易にすることを目的とする。
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210
母子自立支援等相談
事業

ふくし総
合支援室

一般 03 02 03 3,647 665 0 0 0 2,982 3,699 △ 52

母子・寡婦等からの相談に対応し、自立に必要な情報提供等を行う。また、母
子・寡婦等に対し、職業能力の向上及び求職活動に関する支援を行う。�
要保護女子、被害者からの相談に応じ、必要な指導を行う。�
①母子・寡婦等からの相談に対応し、支援する。�
②必要に応じて、父子からの相談にも対応し、幅広く一人親家庭を支援する。�
③要保護女子、（配偶者等暴力）被害者等からの相談に応じ、必要な指導・支
援を行う。

211保育所一般経費
子育て支
援課

一般 03 02 04 11,306 0 452 0 250 10,604 10,425 881
保育所を運営するための各種委員報酬・旅費・電算システムなどに係る一般
経費

212保育所管理運営費
子育て支
援課

一般 03 02 04 106,471 0 1,620 0 12,644 92,207123,599△ 17,128
施設の補修・光熱水費・消耗品・各種手数料・浄化槽など施設の保守委託料な
ど保育所の維持管理費として必要な経費

213臨時保育士等経費
子育て支
援課

一般 03 02 04 179,156 8,000 2,819 0143,020 25,317178,332 824
三重県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例第４５条の
規定による基準に基づく保育士等の配置を行う。

214病児保育事業
子育て支
援課

一般 03 02 04 4,900 0 3,266 0 265 1,369 4,850 50

生後6か月から小学校6年生までの児童の急な病気等となった場合、当該児童
を病院に付設された専用スペースにおいて保育を実施することにより、保護者
の子育てと就労の両立を支援するとともに、児童及び保護者のニーズに応じ
安心できる環境において病児保育を実施する。�
利用できる児童：�
①市内に居住していること�
②保育所・幼稚園・小学校に通園又は通学していること�
③病気回復期にあり、通園又は通学が困難であること�
④保護者の勤務等の都合により家庭での育児を受けることが困難であること�
利用定員：4人�
利用時間：午前7時30分から午後6時まで

215
民間保育所管理運営
費

子育て支
援課

一般 03 02 04 199,986 51,813 34,950 0 37,196 76,027108,070 91,916

平成２１年１１月に策定した「志摩市立保育所・幼稚園等再編計画」では、民間
事業者の誘致を積極的に行うこととしている。�
認可を受けた民間保育所へ、運営費負担金・補助金を支払う。（入所決定・保
育料の徴収は市立保育所と同様、志摩市が行う）�
○保育所の概要（２施設）�
定員90人　0歳児から5歳児までの就学前一貫保育�
乳児保育、延長保育、障がい児保育実施　�
土曜日保育

216
阿児地区児童館一般
経費

子育て支
援課

一般 03 02 04 556 0 0 0 90 466 542 14

阿児地区３館の児童館は、放課後児童健全育成事業の実施場所でもあり、３
歳以上の幼児及び小学校１年から３年までの児童を対象に、保育に欠ける児
童を預かっている。事業を実施することにより、こどもの遊び場や居場所を提
供し、遊びの指導を通してこどもの健やかな成長を支援する。

217
阿児地区児童館管理
運営費

子育て支
援課

一般 03 02 04 4,565 0 1,312 0 2,899 354 5,497 △ 932児童館の維持管理経費

218厚生員経費
子育て支
援課

一般 03 02 04 16,917 0 5,251 0 11,459 207 17,079 △ 162児童館運営のための厚生員の配置を行う。

219迫間児童館一般経費
迫間児童
館

一般 03 02 04 543 0 0 0 30 513 607 △ 64
被差別の側の視点（同和教育）に立ち、その問題解決に資するためにも、児童
に健全な遊びを与えることや、その健康を増進し情操を豊かにすることを目的
に、新入生歓迎会や、いもほりなど迫間児童館事業にかかる一般事務経費

220
迫間児童館管理運営
費

迫間児童
館

一般 03 02 04 763 0 0 0 0 763 799 △ 36迫間児童館における維持管理経費
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221
放課後児童クラブ一
般経費

子育て支
援課

一般 03 02 04 170 0 0 0 60 110 155 15

保護者が仕事などの理由により昼間家庭にいない小学１年から３年までの児
童に対し、放課後や学校休業日などに適切な遊び場を提供し、児童の健全な
育成を図る。ただし、必要があると認められた場合、小学４年以上の児童も入
会できる。

222
放課後児童クラブ管
理運営費

子育て支
援課

一般 03 02 04 15,617 0 6,021 0 1,022 8,574 15,550 67放課後児童クラブの維持管理経費

223
放課後児童クラブ指
導員経費

子育て支
援課

一般 03 02 04 2,808 0 1,293 0 1,021 494 2,855 △ 47放課後児童クラブ運営のための指導員の配置を行う。

224
神明地区幼保一体化
施設整備事業

子育て支
援課

一般 03 02 04 165,106 0103334 58,500 0 3272223,372△ 58,266

少子化による児童数の減少・施設の老朽化による耐震問題、及び子育て家庭
の育児不安等子どもたちにとって望ましい就学前の保育を実施するべく幼保
一体化を図るため、神明地区２施設（神明保育所・神明幼稚園）を対象に新た
な場所に新築統合を実施する。
幼保園開園にあたっては、志摩市が神明地内の市有地を造成し、2036年3月
31日まで土地を無償貸付する条件で、平成26年4月1日から開園できる民間法
人を公募し、応募者を審査した結果、（社）洗心福祉会に決定した。（社）洗心
福祉会が幼保一体化施設を建設するにあたり、園舎の保育所部分について補
助金（国2/4、市1/4）を支出する。

225
大王地区幼保一体化
施設整備事業

子育て支
援課

一般 03 02 04 589,298 0 0559,800 0 29,498106,643482,655

少子化による児童数の減少・施設の老朽化による耐震問題、及び子育て家庭
の育児不安等子どもたちにとって望ましい就学前の保育を実施するべく幼保
一体化を図るため、大王地区５施設（波切保育所・船越保育所・大王第三保育
所・波切幼稚園・船越幼稚園）を対象に新たな場所に新築統合を実施する。

226
鵜方地区保育所統合
整備事業

子育て支
援課

一般 03 02 04 132,610 0 0125,900 0 6,710 84,267 48,343

少子化による児童数の減少・施設の老朽化による耐震問題、及び子育て家庭
の育児不安等子どもたちにとって望ましい就学前の保育を実施するべく幼保
一体化を図るため鵜方地区２施設（鵜方保育所・鵜方第二保育所）を対象に新
たな場所に新築統合を実施する。

227
児童福祉施設解体事
業

子育て支
援課

一般 03 02 04 22,292 0 0 0 0 22,292 15,915 6,377
幼保一体化施設建設等により、廃所・休所となる保育所を解体する。�
船越地区の船越保育所は船越神社から土地を賃借しているため、取壊し後更
地にして返還する。

228
大王幼保給食セン
ター管理運営費

子育て支
援課

一般 03 02 04 26,634 0 0 0 4,407 22,227 0 26,634
大王学校給食センターを平成25年7月で廃止し、8月以降は志摩幼保園・和具
幼稚園の給食センターとして運営する。

229
磯部幼保給食セン
ター管理運営費

子育て支
援課

一般 03 02 04 49,160 0 0 0 10,783 38,377 0 49,160
磯部学校給食センターを平成25年7月で廃止し、8月以降は浜島幼保園・阿児
町内幼稚園・保育所と磯部幼稚園の給食センターとして運営する。

230生活保護一般経費
地域福祉
課

一般 03 03 01 4,268 0 0 0 0 4,268 3,237 1,031
生活保護の適正な運営を確保するため、効率的な業務遂行のための一般経
費及び職員の資質向上のための研修負担金

231
生活保護適正化推進
事業

地域福祉
課

一般 03 03 01 7,229 6,726 0 0 0 503 21,512△ 14,283

生活保護の適正な運営を確保するため、医療扶助の適正運営の確保、収入
資産調査の充実強化等による認定事務の適正化、生活保護関係職員の資質
向上のための研修の実施、就労支援員及び面接相談員の確保等により、適正
な生活保護業務の遂行が実施できるように進める。

232各種扶助費
地域福祉
課

一般 03 03 02 917,745685,608 750 0 3,000228,387837,396 80,349
生活保護法に基づき、要保護世帯が健康で文化的な生活水準を維持できるよ
う最低限度の生活が保障できるよう、生活保護世帯に、生活、教育、住宅、医
療等の扶助を行う。

233国民年金一般経費 市民課 一般 03 04 01 2,847 2,847 0 0 0 0 2,510 337
国民年金にかかる法定受託事務とそれに付随する相談、連携にかかる事務経
費

234災害弔慰金
地域福祉
課

一般 03 05 01 10 0 0 0 0 10 10 0
災害弔慰金の支給等に関する法律３条に基づき、死亡した住民の遺族に対
し、災害弔慰金の支給を行う。

235保健衛生一般経費
健康推進
課

一般 04 01 01 9,782 0 0 0 1 9,781 10,064 △ 282保健衛生事業に関する一般経費
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236
一次救急医療体制事
業

健康推進
課

一般 04 01 01 1,900 0 0 0 666 1,234 1,900 0
志摩市・鳥羽市における一次救急医療体制の円滑な運営のため、一次救急医
療業務を志摩医師会に委託する。

237健康危機管理事業
健康推進
課

一般 04 01 01 270 0 0 0 0 270 51 219
感染症や災害による健康被害を防ぐための健康危機管理業務を行う。あわせ
て、新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定による市町村行動計画の策
定等を行う。

238地域医療対策事業
健康推進
課

一般 04 01 01 2,393 0 0 0 0 2,393 2,460 △ 67

市民・医療機関・行政が協働して地域医療を守るまちづくりを推進し、将来にわ
たって市民が安心して医療を受けられる体制を確保する。�
志摩地域医療を考える会の活動補助、志摩市医師研究資金貸与などを実施
する。

239予防一般経費
健康推進
課

一般 04 01 02 81 0 27 0 0 54 31 50
予防接種健康被害救済に関する経費、母子保健や予防接種に関する市内外
の研修会等に参加するための燃料費及び旅費等の一般経費

240予防接種事業
健康推進
課

一般 04 01 02 72,817 0 0 0 0 72,817 74,076△ 1,259

予防接種法に基づき、対象年齢となる時期に定められた回数・間隔で、公費負
担により定期予防接種を行う。�
定期の予防接種の種類は、不活化ポリオ、二種（ジフテリア・破傷風）・三種（ジ
フテリア・百日せき・破傷風）・四種（ジフテリア・百日せき・破傷風・不活化ポリ
オ）混合、麻疹、風疹、ＭＲ（麻疹・風疹二種混合ワクチン）、日本脳炎、ＢＣＧ、
高齢者インフルエンザについて各実施医療機関において個別接種により実施
する。

241
子宮頸がん等ワクチ
ン接種緊急促進事業

健康推進
課

一般 04 01 02 38,530 0 0 0 0 38,530 40,266△ 1,736
子宮頸がんワクチン、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチンについて、公費
負担により予防接種を行う。
各実施医療機関において、個別接種により実施する。

242
肺炎球菌予防接種助
成事業

健康推進
課

一般 04 01 02 5,568 0 0 0 0 5,568 6,550 △ 982
高齢者肺炎球菌の予防接種費用の一部を助成することにより、高齢者の経済
的負担の軽減及び健康の保持・増進に寄与することを目的とする。

243感染症予防事業
健康推進
課

一般 04 01 02 1,865 0 0 0 0 1,865 1,852 13

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第５３条の規定
により実施する。�
６５歳以上の市民を対象に各地区保健センターや公共施設等で、業者委託の
集団検診で肺がん検診、大腸がん検診と同時に結核検診を実施する。�
実施日数　１４日（４１箇所）

244妊婦健康診査事業
健康推進
課

一般 04 01 02 27,476 0 0 0 0 27,476 33,159△ 5,683

母子保健法第１３条に基づき、母性の健康の保持及び増進を図る。�
｢安心安全な出産の確保｣として出産に向けての費用を公的に支援し、安心し
て妊娠・出産ができる体制を確保することを目的とする。�
妊婦健康診査受診票（母子保健のしおり）１４回分を母子健康手帳交付時に配
付し、健康診査費用を一部助成する。（受診票に記載の検査項目以外の検査
は自己負担となる。）また、里帰り等による県外妊婦健診受診について、償還
払いにより助成する。

245乳幼児健康診査事業
健康推進
課

一般 04 01 02 3,674 0 0 0 0 3,674 3,773 △ 99

母子保健法第１３条に基づき、乳児の健康の保持及び増進を図る。�
乳児一般健康診査受診票（母子保健のしおり）を配布し、乳児（４か月児・１０
か月児）の健康診査費用を助成する。�
健康診査は個別で、県内の医療機関に委託する。�
また、志摩市乳幼児健康診査委員会（医師会小児科部会主催）などを通じて
医師等と連携を図りながら乳幼児の発育発達を支援する。

246
１歳６か月児健康診
査事業

健康推進
課

一般 04 01 02 793 0 0 0 0 793 831 △ 38

母子保健法第１２条に基づき、幼児の健康の保持及び増進を図る。�
毎月、対象となる児（満１歳６か月になる幼児）に個別通知により健康診査の
受診を勧奨する。�
健康診査は、総合保健センターにおいて集団で実施し、身体計測・問診・内科
診察・歯科診察・保健指導・栄養指導・歯科保健指導を行う。診察は、小児科
医師、歯科医師が行う。
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247３歳児健康診査事業
健康推進
課

一般 04 01 02 1,480 0 0 0 0 1,480 1,502 △ 22

母子保健法第１２条に基づき、幼児の健康の保持及び増進を図る。�
毎月、対象となる児（満３歳６か月になる幼児）に個別通知により健康診査の
受診を勧奨する。�
健康診査は、総合保健センターにおいて集団で実施し、身体計測・尿検査・問
診・内科診察・眼科診察・耳鼻科診察・歯科診察・保健指導・栄養指導・歯科保
健指導・集団遊びの観察を行う。診察は、小児科医師、歯科医師、眼科医師、
耳鼻科医師が行う。�
また、内科・眼科・耳鼻科診察にて精密検査が必要と判定された児を対象に、
県内医療機関に委託して３歳児精密検診を行う。

248
妊娠届出受理・母子
健康手帳交付経費

健康推進
課

一般 04 01 02 67 0 0 0 0 67 83 △ 16

母子保健法第１５、１６条に基づき、妊娠の届出をした者に対して、母子の健康
状態を記録する手帳の交付を行う。�
手帳は妊娠･出産の状態、乳幼児期の経過、予防接種の記録、健診や保健指
導の記録などを記載し、妊娠中、出産後の健康管理や子どもの健全育成を目
的として利用する。

249乳幼児健康相談事業
健康推進
課

一般 04 01 02 147 0 0 0 0 147 142 5

母子保健法第１０条に基づき、よりよい発育発達支援と保護者の育児不安の
軽減を図るため、個別に保健指導や健康相談を行う。�
毎月、７か月児・１２か月児の対象児に個別通知し、身体計測・発育発達の確
認・育児・栄養に関する相談・歯に関する相談を実施する。乳幼児健康相談
は、総合保健センター、各地区保健センター、志摩支所、浜島支所にて毎月実
施する。�
相談は保健師、栄養士、歯科衛生士（１２か月児のみ）が行う。

250乳幼児家庭訪問事業
健康推進
課

一般 04 01 02 639 201 0 0 0 438 695 △ 56

母子保健法第１１条に基づき、育児環境・乳幼児の発育発達状況の把握及び
保健指導を実施する。�
第１子は保健師による訪問とし、第２子以降は、子育て支援センター保育士・
赤ちゃん訪問員による訪問を実施。ただし、保健指導が必要な乳幼児につい
ては、第２子以降でも保健師が訪問する。�
また、訪問員の共通理解を深めるための研修会等を実施する。

251フォロー教室事業
健康推進
課

一般 04 01 02 12 0 0 0 0 12 12 0

母子保健法第３条に基づき、乳幼児期の健康の保持増進を図るため、親子の
関わりを中心とした学習と遊び教室を通して発育と発達を支援するとともに、幼
児期の子育てと仲間づくりの支援を行う。�
１歳６か月児健診後に発達等で支援が必要な幼児とその保護者を対象に総合
保健センターで毎月行う。

252
乳幼児健やかネット
ワーク事業

健康推進
課

一般 04 01 02 58 0 0 0 0 58 63 △ 5

母子保健法第３条に基づく、乳幼児の健康保持及び増進を目的とし、市内の
保育所・幼稚園・子育て支援センターと連携し、子どものよりよい発育発達を促
すための環境づくりや、健康づくりについて協議する。また、関係機関や保護
者に対しての講演会等を実施する。

253
乳幼児食育サロン事
業

健康推進
課

一般 04 01 02 18 0 0 0 0 18 32 △ 14

子育て中の人や妊婦等が、食を通しての健康づくりについて話し合い、情報交
換をする場としてのサロン。食育を身近に感じ、妊婦から子育て期間までの幅
広い参加者がいることで、妊婦は出産後の育児イメージができ、仲間づくりにも
役立つこととなる。�
保健師・栄養士等がアドバイザーとなり、年３回開催する。また、食事のとり方
講座（子育て世代編）を年２回開催する。
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254不妊治療費助成事業
健康推進
課

一般 04 01 02 2,307 0 500 0 0 1,807 2,806 △ 499

総合的な少子化対策の一環として、不妊症のため、希望しながらも妊娠に恵ま
れない夫婦が、特定不妊及び一般不妊治療（人工授精）を受けるための経済
的負担の軽減を図る。�
特定不妊治療への助成は、１組当たり１０万円/年（市単独、一部県単）を上限
に、通算５年を限度に助成する。（夫婦合算所得730万円未満の所得制限あ
り）�
一般不妊治療（人工授精）への助成は、１組当たり３万円/年(市単独)を上限
に、通算５年を限度に助成する。（夫婦合算所得730万円未満の所得制限あ
り）

255養育医療給付事業
健康推進
課

一般 04 01 02 ○ 2,308 0 1,725 0 450 133 0 2,308

母子保健法第２０条により、未熟児の養育（入院）医療費を助成し、保護者の
負担軽減を図る。�
給付対象者�
（１）市内に居住地（住民票）を有する満１歳未満の乳児であること。�
（２）身体の発育が未熟なまま出生し、正常児が出生時に有する諸機能を得る
に至っていない未熟児であること。�
（３）指定養育医療機関の医師が入院養育を必要と認めたもの。

256
阿児健康増進セン
ター管理運営費

健康推進
課

一般 04 01 03 35,346 0 0 0 8,482 26,864 32,541 2,805指定管理者制度により阿児健康増進センターを管理運営するための経費

257
健康志摩２１実践事
業

健康推進
課

一般 04 01 04 214 0 132 0 0 82 247 △ 33
志摩市健康増進計画「健康志摩21」に基づく事業を継続し、市民の健康増進
の総合的な推進を図る。

258健康相談（成人）事業
健康推進
課

一般 04 01 04 142 0 94 0 0 48 186 △ 44

健康増進法第１７条の規定により実施する。健康に関する相談に応じ、必要な
保健指導を行うことにより市民の健康管理の向上を図る。�
４０歳～６４歳の市民に対し血圧測定、検尿、体重測定、体脂肪測定、保健指
導を各地区保健センター、公民館等で実施する。

259市民健康診査等事業
健康推進
課

一般 04 01 04 45,585 0 4,265 0 738 40,582 44,953 632

健康増進法第１９条の２の規定により実施する。健康診査は、心身の健康を保
持するために行われる診査及び当該診査に基づく指導とする。�
医療保険に制度上加入できない者に対し、健康増進法に基づく基本健康診査
を実施し、各種がん検診は個別・集団の二方法で実施する。個別検診は、志
摩医師会等へ委託し、医療機関で実施する。集団検診は、公共施設で業者委
託により実施する。

260がん検診推進事業
健康推進
課

一般 04 01 04 14,511 7,190 0 0 0 7,321 9,835 4,676

市が実施するがん検診において、特定の年齢に達した対象者に対して、がん
検診手帳や検診無料クーポン等を送付し、女性特有のがん及び大腸がん検診
における受診促進を図るとともに、がんの早期発見と正しい健康意識の普及
及び啓発を図り、もって健康保持及び増進を図ることを目的とする。また、この
事業の対象者で、検診未受診者に対し、受診勧奨通知を送付し、受診率向上
を目指す。�
対象の市民に無料クーポン等を送付し、集団検診、個別検診の二方法で実施
する。�
平成２５年度から子宮がん検診のＨＰＶ検査等を追加し実施する。

261訪問指導事業
健康推進
課

一般 04 01 04 37 0 24 0 0 13 41 △ 4

健康増進法第１７条の規定により実施する。療養上の保健指導が必要と認め
られる人及びその家族に対し保健師等が訪問して、健康に関する問題を総合
的に把握し、必要な指導を行い、心身機能の低下の防止と健康の保持増進を
図る。�
４０歳～６４歳の市民で、各健（検）診後の要指導者、健康相談や各種教室など
において、訪問が必要と思われる者に対して、健康相談、保健指導、その他必
要な関係機関との調整を行う。

21



（単位：千円）

款 項 目
国庫
支出金

県
支出金

地方債 その他
一般財
源

平成２５年度当初予算事業一覧表

予算科目
予算所属

Ｈ25
予算額

左の財源内訳
事業内容会計№ 事業名

Ｈ24
予算額

前年
比較

新
規

262健康教育事業
健康推進
課

一般 04 01 04 144 0 50 0 0 94 128 16

健康増進法第１７条の規定によって実施する。生活習慣病予防、その他の健
康に関する事項について、正しい知識の普及を図ることにより、「自らの健康は
自らが守る」という認識と自覚を高め、健康の保持増進に資する。�
４０歳～６４歳の市民、各健（検）診後の要指導者とその家族に対し各地区保
健センター又は公共施設等で対象、内容に応じた健康教育を実施する。

263食育推進事業
健康推進
課

一般 04 01 04 604 0 333 0 0 271 786 △ 182

食育基本法による食育基本計画及び志摩市食育推進計画に基づき、市民一
人ひとりが心身ともに健康で、豊かな人間性を育くめるよう支援する。�
また、ボランティアの育成や関係機関との連携を図り、地域で食育を推進でき
るよう体制づくりを行う。�
テーマ・世代別に、料理講習や学習会を食生活改善推進協議会等の協力を得
て実施する。また、栄養・食事相談を行い、市民の健康づくりを支援する。�
実施内容　保護者と子の料理教室、地産地消料理教室等

264たばこ健康教育事業
健康推進
課

一般 04 01 04 43 0 28 0 0 15 25 18

健康増進法第２５条、未成年喫煙防止法に基づき、職場、公共施設等での受
動喫煙防止対策や未成年の喫煙防止を効果的にすすめるため、希望に応じて
小中学校の児童生徒を対象に受動喫煙やたばこの害などに関する防煙教育
を行う。また、公共施設での禁煙、学校や医療機関などでの完全禁煙を推進す
るため、情報提供を行うとともに、禁煙希望者の相談や禁煙支援に関する関係
機関との連絡調整など喫煙者の禁煙支援を行う。

265自殺対策事業
健康推進
課

一般 04 01 04 505 0 505 0 0 0 959 △ 454自殺対策基本法等に基づき、自殺対策を総合的に推進する。

266健康手帳交付事業
健康推進
課

一般 04 01 04 71 0 47 0 0 24 71 0

健康増進法第１７条の規定により実施する。特定健診・保健指導等の記録、そ
の他健康保持のために必要な事項を記載し、自らの健康管理と適切な医療に
資するために交付する。�
４０歳以上の市民に対し、特定健康診査、各種がん検診、健康教育、健康相談
訪問指導等の保健事業を受けた人、疾病予防や医療の記録を必要とする場
合、必要に応じて交付する。

267
健康増進計画策定事
業

健康推進
課

一般 04 01 04 ○ 3,357 0 0 0 0 3,357 0 3,357
志摩市健康増進計画「健康志摩21」の計画年度が終了したことに伴い、次期
計画の策定を行う。

268二十歳の健診事業
健康推進
課

一般 04 01 04 ○ 1,910 0 0 0 200 1,710 0 1,910

次代を担う若い世代に対する健康づくりに取り組むことにより、若者の健康意
識を高め、若者が元気で活気あるまちづくりをめざす。�
�対象者：平成２５年度に２０歳に達する人�
内容：集団、個別検診により、問診、診察、計測、検尿、血圧、血液検査を実施

269
休日夜間応急診療所
管理運営費

健康推進
課

一般 04 01 05 24,421 0 0 0 14,967 9,454 23,972 449

市民の健康の保持及び増進に寄与するため、休日・夜間等における急病患者
の応急処置を行う。三重県志摩庁舎2階で、志摩医師会の医師及び鳥羽志摩
薬剤師会の薬剤師により当番制で診療を行う。看護師・医療事務員は市臨時
職員が対応する。�
【診療日】�
夜間診療　月・水・土曜日　19:30～22:00�
昼間診療　日・祝祭日　　　 9:30～12:30　13:30～16:30�
年末年始（12/31～1/3）　　 9:30～12:30　13:30～16:30�
※祝祭日・年末年始は曜日に関わらず昼間診療のみ

270環境衛生一般経費
美化衛生
課

一般 04 01 06 346 0 0 0 0 346 343 3環境衛生事業全般に係る一般事務経費
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271狂犬病予防事務経費
美化衛生
課

一般 04 01 06 498 0 0 0 498 0 498 0

狂犬病予防法に基づき、畜犬登録及び狂犬病予防注射に関する事務（犬の鑑
札及び狂犬病予防注射済票の交付等）を行う。�
・実施予定頭数�
　　犬の鑑札交付　　　　　　　250頭�
　　狂犬病予防注射済票交付　2,400頭�
狂犬病予防注射に関する事務のひとつとして、公益社団法人　三重県獣医師
会と協力し、毎年度4月初旬に市内各地において集合注射を行う。�

272
犬及び猫の不妊手術
費助成事業

美化衛生
課

一般 04 01 06 970 0 0 0 970 0 970 0

市内における捨て犬及び捨て猫を防止し、市民の良好な生活環境を保持する
ため、獣医師による飼い犬、飼い猫及び野良猫の不妊手術等を行った者へ、
申請により手術費の一部を助成する。�
・実施予定頭数（犬及び猫）　　　　　　　　　　　　�
　オス　　100頭　　　　　　　　　　　�
　メス　　180頭　　　　　　　　　　　　�
　      計280頭

273火葬場管理運営費
美化衛生
課

一般 04 01 06 18,757 0 0 0 13,904 4,853 19,342 △ 585志摩市全域の火葬業務を行う２箇所の火葬場における維持管理経費

274火葬場建設事業
美化衛生
課

一般 04 01 06 1,029,047 0 0988,500 0 40,547394,149634,898

現在稼働中の火葬場「斎場あご」の老朽化が甚だしく、機械設備等の故障が
頻繁にあるため施設整備を実施する。�
・建屋1棟　延べ床面積　A=1,942.80㎡　�
・造成工事　面積A=0.98ha�
・進入路工事　L=88m�
・管理用通路　L=61m�
・機械設備　1式　�
・電気設備　1式�
・火葬炉　　人体炉4基、動物炉1基

275墓地整備事業
美化衛生
課

一般 04 01 06 1,000 0 0 0 0 1,000 1,027 △ 27

公衆衛生の向上及び生活環境の整備を図るため、既存の共同墓地を整備す
る地域の団体（自治会、墓地管理委員会など）に対し、予算の範囲内において
補助金を交付する。�
補助金の額は、工事費（1件当たりの工事費が10万円以上のものに限る）の3
分の1以内とし、1件当たり300万円を限度とする。

276環境保全一般経費 環境課 一般 04 01 07 969 0 0 0 1 968 997 △ 28環境保全事業全般に係る一般事務経費

277環境監視事業 環境課 一般 04 01 07 2,270 0 0 0 0 2,270 2,369 △ 99

自然環境の保全のため、志摩市の自然と環境の保全に関する条例の規定に
基づき環境監視員（18名）を置く。�
・担当区域を毎月定期的に1回以上巡回し、水質汚濁、不法投棄、悪臭、騒音
等の環境に影響を及ぼすと思われる状況を確認・調査し連絡報告をする。�
・環境の保全に関する業務及び清掃事業に積極的に協力する。�
・年２回以上の連絡会議を自転車等巡視員との共催により実施する。

278放置自転車対策事業 環境課 一般 04 01 07 268 0 0 0 0 268 270 △ 2

志摩市の公共の場所における放置自転車等を防止するため、志摩市自転車
等の放置の防止に関する条例施行規則に基づき自転車等巡視員（2名）を置
く。�
・駅前駐輪場を中心に公共施設の巡視活動を行い、放置の実態を確認した場
合は撤去警告票により指導を行う。�
・年２回以上の連絡会議を環境監視員との共催により実施する。

279
河川・海域等水質調
査事業

環境課 一般 04 01 07 2,250 0 0 0 0 2,250 2,451 △ 201

市内の河川、排水路及び海域等の水質や底質環境等の現状を把握し、環境
保全施策を企画立案していくための基礎資料とすることを目的として実施す
る。�
　・河川　　５１地点（年2回：夏季・冬季）・１地点（年6回）�
　・海域等　１９地点（年2回：夏季・冬季）
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280
浄化槽設置整備一般
経費

環境課 一般 04 01 07 259 0 0 0 0 259 247 12浄化槽設置整備補助事業に係る一般事務経費

281浄化槽設置整備事業 環境課 一般 04 01 07 102,996 30,993 31,112 0 0 40,891 94,784 8,212

市内の河川や海域等の公共用水域の水質汚濁を防止するため、下水道及び
下水道類似施設の処理区域以外の区域において、居住を目的とした住宅等に
対して合併処理浄化槽（１０人槽以下）を設置する者を対象に補助金を交付す
る。�
併せて、合併処理浄化槽（高度処理型合併処理浄化槽に限る）に転換する者
に対しては、単独処理浄化槽を撤去する場合、その撤去に要する費用（清掃
費、撤去工事費、産業廃棄物処分費）と配管費用を、汲み取り便槽を廃止する
場合は配管費用を補助し、汚濁負荷の大きい生活雑排水を未処理のまま放流
している世帯に対して、合併処理浄化槽への転換を促進する。�
【基数】　浄化槽交付　　　　　　　 215基（うち高度処理型205基）�
　　　　　単独処理浄化槽からの転換　65基�
　　　　　汲み取り便槽からの転換　　52基�

282病院事業会計負担金 財政課 一般 04 01 08 300,000 0 0 0 0300,000300,000 0
自治体病院としての役割を果たすうえで、救急医療など不採算となる事業につ
いても行わなければならない点に着目して、繰出基準に基づき一般会計から
負担する。

283清掃一般経費
美化衛生
課

一般 04 02 01 1,916 0 0 0 71 1,845 2,582 △ 666清掃事務に係る一般事務経費

284指定ごみ袋購入経費
美化衛生
課

一般 04 02 01 18,325 0 0 0 0 18,325 17,104 1,221
ごみ分別の意識高揚を図り、ごみ減量化を目的とする。�
もやせるごみ用、もやせないごみ用、固形ごみ用、資源ごみ用の指定ごみ袋４
種類で、それぞれ40リットル用、20リットル用、10リットル用を製作する。

285
鳥羽志勢広域連合ご
み処理関係負担金

美化衛生
課

一般 04 02 01 3,101,995 0 02,892,600 0209,395584,9122,517,083
効果的かつ効率的なごみ処理を推進するため、新たな廃棄物処理施設及び
資源ごみ処理施設を建設する費用を負担金として支出する。

286
不法投棄防止対策事
業

美化衛生
課

一般 04 02 01 745 0 0 0 0 745 782 △ 37

公共用地の不法投棄防止を目的として、不法投棄防止啓発看板を購入する。
また、不法投棄物であることが確認された家電リサイクル法対象機器等が清
掃センターに搬入された際に、市がリサイクル手数料等を負担し指定引き取り
場所等へ搬入する。

287
生ごみ減量化対策事
業

美化衛生
課

一般 04 02 01 1,200 0 0 0 0 1,200 1,500 △ 300

生ごみの減量化を推進するため、電気式家庭用生ごみ処理機の購入費用の
一部を助成しごみの減量を図る。�
電気式家庭用生ごみ処理機を購入した市内に在住する世帯主に対し助成す
る。�
１世帯当りの助成対象機数は、５年間で１機とし、購入金額（消費税除く）の１/
２の額（限度額３万円）とする。

288
リサイクル事業奨励
事業

美化衛生
課

一般 04 02 01 1,750 0 0 0 0 1,750 1,750 0

再生資源化物の回収事業を行う営利を目的としない団体に対し、リサイクル事
業奨励金を交付することにより、廃棄物の減量化を促進し、資源の再生化を図
るとともに廃棄物に対する市民の意識を高める。�
対象再生資源化物は、紙類（新聞・雑誌・段ボール等）、布類、缶類、ビン類等
とし、再生資源化物の回収量１Kｇ5円、ビン類は１本3円を予算の範囲内にお
いて交付する。

289
ごみ分別区分統一事
業

美化衛生
課

一般 04 02 01 2,547 0 2,547 0 0 0 7,647△ 5,100

平成26年4月の鳥羽志勢広域連合新ごみ処理施設の稼働に伴い、ごみの減
量化を推進するため、現在不統一の資源ごみの分別区分を統一することで資
源化を促進しごみの減量を図る。分別区分の統一は、新ごみ処理施設稼働1
年前の平成25年4月から実施する。�
家庭用ごみ分別パンフレット作成及び配布など

290
エコフレンドリーはま
じま一般経費

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま

一般 04 02 02 15,542 0 0 0 0 15,542 15,413 129
職員手当、宿日直手当、臨時職員賃金、健康診断等職員にかかる一般経費
及び作業用消耗品、事務用消耗品、指定ごみ袋販売委託等にかかる一般経
費
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291
エコフレンドリーはま
じま管理運営費

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま
じま

一般 04 02 02 32,841 0 0 0 11,671 21,170 34,902△ 2,061

当該施設の建設には、プラントメーカーに性能発注による性能保証を付加して
いるため、施設管理主体において性能、処理能力を確保するため維持管理業
務が必要である。メーカーによる施設全体の機器等の点検を行い、部品等ど
の程度消耗しているかを調査し、その結果により消耗機器等の取替、補修をす
る。

292
最終処分場管理運営
費

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま
じま

一般 04 02 02 5,575 0 0 0 0 5,575 6,326 △ 751浜島一般廃棄物最終処分場の維持管理経費

293ＲＤＦ運搬委託経費

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま
じま

一般 04 02 02 5,000 0 0 0 0 5,000 5,217 △ 217製造されたＲＤＦ運搬委託にかかる経費

294
ごみ収集車等管理経
費

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま

一般 04 02 02 2,032 0 0 0 22 2,010 1,982 50エコフレンドリーはまじまごみ収集車等にかかる維持管理経費

295
ごみ処理施設維持修
繕事業

ＲＤＦ施設
エコフレン
ドリーはま
じま

一般 04 02 02 7,944 0 0 0 0 7,944 15,214△ 7,270

当該施設の設備機器等の部品については、毎日の稼働により消耗し傷むため
定期的に消耗部品を取替・補修し、故障による事故や停止を回避し、施設の安
全、安定稼働の維持が必要である。故障してから補修するのではなく、計画的
に維持管理し、施設の機能を常に最良の状態に保持する。

296
大王清掃センター一
般経費

大王清掃
センター

一般 04 02 02 12,355 0 0 0 8,480 3,875 12,471 △ 116
職員手当、宿日直手当、臨時職員賃金、健康診断等、職員にかかる一般経費
及び作業用消耗品、事務用消耗品、指定ごみ袋販売委託等にかかる一般経
費

297
大王清掃センター管
理運営費

大王清掃
センター

一般 04 02 02 4,981 0 0 0 4,981 0 6,119△ 1,138大王清掃センターの維持管理経費

298
最終処分場管理運営
費

大王清掃
センター

一般 04 02 02 4,857 0 0 0 0 4,857 5,218 △ 361

大王最終処分場の維持管理経費�
廃棄物処理施設最終処分場等に係る技術上の基準を定める省令等に基づ
き、大王清掃センターの一般廃棄物最終処分場等から排出される浸出液の処
理態勢を整えるとともに、最終処分場の土壌及び浸出液並びに地下水等の汚
染状況の分析を行う。

299
ごみ収集車等管理経
費

大王清掃
センター

一般 04 02 02 4,113 0 0 0 46 4,067 4,041 72大王清掃センターごみ収集車等にかかる維持管理経費

300
ごみ処理施設維持修
繕事業

大王清掃
センター

一般 04 02 02 300 0 0 0 0 300 300 0水処理施設等の修繕

301生ごみ堆肥化事業
大王清掃
センター

一般 04 02 02 843 0 0 0 0 843 787 56

大王給食センターから排出される生ごみと、海から産する廃棄物を堆肥化して
循環型エコを基本理念として処理作業を委託する。�
大王給食センターの生ごみと海から産する廃棄物（約40ｋｇ）�
を原材料として、概ね週5日、1日4時間程度の生ごみ処理堆肥化作業を実施
する。

302
ごみ分別適正化推進
員配置事業

大王清掃
センター

一般 04 02 02 882 0 882 0 0 0 1,877 △ 995
平成26年度の新ごみ処理施設稼働に伴い、ごみの減量化を推進するため、現
在統一されていないごみ分別を市内全域で統一するための事務補助及びごみ
分別に対する啓発・指導等にあたる。

303
志摩清掃センター一
般経費

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 8,620 0 0 0 0 8,620 8,421 199
職員手当、宿日直手当、臨時職員賃金、健康診断等職員にかかる一般経費
及び作業用消耗品、事務用消耗品、指定ごみ袋販売委託等にかかる一般経
費

304
志摩清掃センター管
理運営費

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 53,769 0 0 0 30,316 23,453 57,268△ 3,499
志摩清掃センター維持管理経費�
薬品購入費、燃料費、光熱水費、浄化槽にかかる経費、使用済み乾電池等運
搬・処理処分委託費、環境分析委託費等にかかる維持管理経費
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305
最終処分場管理運営
費

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 4,874 0 0 0 0 4,874 5,039 △ 165
志摩一般廃棄物最終処分場の維持管理経費�
最終処分場用地借上料等にかかる経費及び維持管理にかかる経費

306
ごみ収集運搬委託経
費

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 17,020 0 0 0 0 17,020 16,500 520
志摩清掃センターごみ収集運搬委託にかかる経費�
志摩町内6地区のごみ集積所に出された可燃ごみ・不燃ごみ・資源ごみ・廃乾
電池・粗大ごみ（間崎地区）を許可業者に収集委託する。

307
ごみ収集車等管理経
費

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 1,230 0 0 0 120 1,110 1,487 △ 257志摩清掃センターごみ収集車等にかかる維持管理経費

308
ごみ処理施設維持修
繕事業

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 1,558 0 0 0 0 1,558 6,861△ 5,303志摩清掃センター焼却施設維持管理経費及び最終処分場修繕経費�

309
ごみ分別適正化推進
員配置事業

志摩清掃
センター

一般 04 02 02 908 0 908 0 0 0 1,877 △ 969
平成26年度の新ごみ処理施設稼働に伴い、ごみの減量化を推進するため、現
在統一されていないごみ分別を市内全域で統一するための事務補助及びごみ
分別に対する啓発・指導等にあたる。

310
阿児清掃センター一
般経費

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 24,341 0 0 0 17,815 6,526 25,159 △ 818
職員手当、宿日直手当、臨時職員賃金、健康診断等職員にかかる一般経費
及び作業用消耗品、事務用消耗品、指定ごみ袋販売委託等にかかる一般経
費

311
阿児清掃センター管
理運営費

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 54,247 0 0 0 52,632 1,615 55,646△ 1,399阿児清掃センターの維持管理経費

312
最終処分場管理運営
費

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 2,555 0 0 0 0 2,555 3,121 △ 566阿児一般廃棄物最終処分場の維持管理経費

313
ごみ収集運搬委託経
費

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 15,456 0 0 0 0 15,456 6,919 8,537家庭から集積所に出された可燃ごみの収集運搬業務を委託をする。

314
ごみ収集車等管理経
費

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 2,623 0 0 0 88 2,535 2,347 276阿児清掃センターごみ収集車等にかかる維持管理経費

315
ごみ処理施設維持修
繕事業

阿児清掃
センター

一般 04 02 02 2,464 0 0 0 0 2,464 19,711△ 17,247年次点検修繕を行う。

316
磯部清掃センター一
般経費

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 14,496 0 0 0 0 14,496 13,971 525
職員手当、宿日直手当、臨時職員賃金、健康診断等職員にかかる一般経費
及び作業用消耗品、事務用消耗品、指定ごみ袋販売委託等にかかる一般経
費

317
磯部清掃センター管
理運営費

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 31,446 0 0 0 19,940 11,506 26,007 5,439磯部清掃センターの維持管理経費

318
最終処分場管理運営
費

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 1,062 0 0 0 0 1,062 1,047 15磯部最終処分場の維持管理経費

319
ごみ収集運搬委託経
費

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 9,270 0 0 0 0 9,270 9,220 50
磯部町渡鹿野区の収集業務を委託する。�
渡鹿野区を除く磯部町全域の可燃ごみの収集業務を委託する。

320
ごみ収集車等管理経
費

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 3,735 0 0 0 28 3,707 3,275 460磯部清掃センターごみ収集車等にかかる維持管理経費

321
ごみ処理施設維持修
繕事業

磯部清掃
センター

一般 04 02 02 1,050 0 0 0 0 1,050 19,066△ 18,016焼却施設維持管理経費

322し尿処理一般経費 環境課 一般 04 02 03 1,345 0 0 0 30 1,315 639 706離島し尿処理対策事業等に係る一般経費

323
廃棄物処理場周辺地
域補償費

環境課 一般 04 02 03 1,300 0 0 0 600 700 1,300 0
「鳥羽志勢広域連合し尿焼却処理場設置に伴う協定書」に基づき、地元の鵜
方自治会に対して、借用地関係費用等を支払う。

324
鳥羽志勢広域連合し
尿処理関係負担金

環境課 一般 04 02 03 651,473 0 0 0 0651,473648,916 2,557
し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬並びにし尿及び浄化槽汚泥処理施設の設
置、管理及び運営に関する事務にかかる負担金

325
離島し尿処理対策事
業

環境課 一般 04 02 03 1,180 0 0 0 0 1,180 1,674 △ 494
離島という条件により、し尿等の収集作業料金が割高になり、市内で料金の不
均衡が生じるため、特別手数料相当分を補助することにより、その不均衡を是
正する。

326農業委員会一般経費
農業委員
会事務局

一般 05 01 01 1,810 0 1,045 0 1 764 2,080 △ 270
農地法における農地の転用事務、農地基本台帳管理等農業委員会事務にか
かる事務経費
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327
農業委員会委員活動
経費

農業委員
会事務局

一般 05 01 01 2,947 0 1,755 0 0 1,192 3,015 △ 68農業委員会総会と農業委員会委員選挙人名簿審査会を開催する。

328農業者年金事業
農業委員
会事務局

一般 05 01 01 239 0 0 0 238 1 335 △ 96農業者年金への加入を推進し、農業者の生活の安定・向上を図る。

329農業総務一般経費 農林課 一般 05 01 02 1,710 0 0 0 1 1,709 732 978農業事務全般にかかる一般事務経費

330
伊勢地域農業共済事
務組合負担金

農林課 一般 05 01 02 13,832 0 0 0 0 13,832 13,465 367
伊勢志摩管内の農作物・家畜などの共済事業を行う伊勢地域農業共済事務
組合に対して、管内市町で割合に応じて経費負担をする。

331農業振興一般経費 農林課 一般 05 01 03 509 0 0 0 0 509 536 △ 27農業振興事業にかかる一般経費

332
農業生産者団体育成
事業

農林課 一般 05 01 03 900 0 0 0 0 900 900 0
農業生産者団体の先進的な取組みや技術導入に対して補助することにより、
生産性の向上と担い手の育成を図る。補助金額は、1団体50万円を上限（事業
費の2分の1以内）として、応募多数の場合は、予算範囲内で調整を行う。

333
地産地消産地化推進
事業

農林課 一般 05 01 03 2,831 0 0 0 131 2,700 3,119 △ 288

安全安心な農作物の生産と加工及び地元消費の拡大を推進する。�
農業経営指導員による農家や生産者団体への営農指導、ブルーベリー園の
管理。果樹栽培推進の苗木購入補助と柿・梅などの栽培講習会の開催、地産
地消推進事業として、農業塾やアグリスクールなどの支援のため農協へ補助
を行う。

334
ブルーベリー摘み取
り等事業

農林課 一般 05 01 03 643 0 0 0 0 643 850 △ 207
志摩市の特産物開発の一環として運営しているブルーベリー園等の試験圃場
について、収穫作業並びに特産物開発センターまでの運搬及び園地管理等を
(公社)志摩市シルバー人材センターへ委託する。

335
環境保全型農業直接
支援対策事業

農林課 一般 05 01 03 140 0 70 0 0 70 320 △ 180

環境保全型農業の取組に対して幅広く支援を行う環境保全型農業直接支払交
付金事業を実施する。�
対象となる取組：化学肥料・農薬の５割低減と緑肥の作付けを組み合わせた取
組や有機農業の取組（化学肥料・農薬を使用しない）等に対して、農地10aあた
り　国が4,000円、県･市町で4,000円を交付する。

336
農業経営基盤強化資
金等利子補給事業

農林課 一般 05 01 03 795 0 232 0 0 563 924 △ 129

認定農業者が、農業経営のために借り入れた資金に対して、予算の範囲にお
いて利子補給金を交付する。農業経営基盤強化資金の利子補給金のうち１/２
は、県が市へ補助金として交付する。�
（対象資金）�
農業経営近代化資金利子補給金�
農業経営基盤強化資金利子補給金

337
戸別所得補償制度推
進事業

農林課 一般 05 01 03 1,968 0 1,841 0 0 127 1,745 223

平成23年度より本格実施された戸別所得補償制度の円滑な運用ができるよう
事業を推進する。�
内容は、加入申請書の発送や受付事務、名簿の作成・整理、現地調査などの
事務を行う。�
交付金は、国から農家に直接支払う。

338
新規就農者総合支援
事業

農林課 一般 05 01 03 1,500 0 1,500 0 0 0 0 1,500

農業従事者の高齢化が急速に進展するなか、持続可能な力強い農業を実現
するためには、青年の新規就農の拡大を図る必要がある。新規に就農するに
あたり、技術の習得や所得確保が必要であることから、給付金を給付すること
により、就農意欲の喚起や就農後の定着を図る。

339６次産業化推進事業 農林課 一般 05 01 03 ○ 58 0 0 0 0 58 0 58
６次産業化を推進するため、６次産業化に取り組もうとする農林漁業者、商工
業者、観光業者等への支援、その推進を図るための関係団体等との連絡調整
を行う。６次産業化推進協議会（年４回開催）、講演会・相談会の実施（年２回）

340
地域農政推進対策事
業

農林課 一般 05 01 03 138 0 0 0 0 138 202 △ 64

農業、農村の健全な発展と農地の保全及び有効利用を図る。�
農業経営・生産推進協議会委員の開催（定例：年1回、臨時：年1回）�
内容は、農業生産者団体育成補助金の審査や農業に関する法令の見直し協
議等を行う。
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341
志摩特産物販売施設
管理運営費

農林課 一般 05 01 03 2,144 0 0 0 681 1,463 2,248 △ 104
地産地消を推進するため、地元の農水産業者に出荷してもらった生産物を展
示販売する。

342
阿児特産物開発セン
ター管理運営費

農林課 一般 05 01 03 7,522 0 0 0 2,718 4,804 7,527 △ 5
地産地消を推進するため、地元生産物による加工品の製造・販売、農産物の
加工技術の指導、講習会の実施や新規加工品の試作研究などを行い、農水
産業者への普及を図る。

343観光農園管理運営費 農林課 一般 05 01 03 12,681 0 0 0 0 12,681 5,752 6,929志摩市観光農園の管理運営に係る経費

344農地管理一般経費 農林課 一般 05 01 04 1,310 0 0 0 0 1,310 1,565 △ 255農地管理に係る一般事務経費

345
排水機場維持管理事
業

農林課 一般 05 01 04 6,315 0 0 0 0 6,315 6,777 △ 462
排水機場の適正な維持管理を行うことで出水時に耕地に流入してくる雨水を
排除し、浸水被害の軽減を図る。�
施設名：畔名排水機場・阿児排水機場・下之郷排水機場・坂崎排水機場

346
農地海岸維持管理事
業

農林課 一般 05 01 04 860 0 858 0 0 2 860 0
農林水産省農村振興局所管県管理に係る海岸保全区域の通常の維持管理
経費

347
農道・水路等維持管
理事業

農林課 一般 05 01 04 8,550 0 0 0 590 7,960 6,800 1,750
農道・水路等の機能維持及び交通安全確保のため、維持工事、草刈、側溝清
掃等の管理を行う。

348
中山間地域総合整備
事業

農林課 一般 05 01 04 6,100 0 0 0 0 6,100 20,650△ 14,550

中山間地域を対象に、農業の生産基盤の整備を中心としつつ、農村の生活環
境の整備を総合的かつ一体的に実施する。�
（事業内容）�
農業集落排水施設整備：工損調査�
農道整備：測量試験、工事�
農地防災（ため池）：測量試験�

349
土地改良施設維持管
理適正化事業

農林課 一般 05 01 04 1,430 0 0 0 357 1,073 2,860△ 1,430
三重県土地改良事業団体連合会を通じて実施する土地改良施設適正化事業
により、市内の土地改良施設の整備を図る。

350
三重県土地改良事業
団体連合会賦課金

農林課 一般 05 01 04 472 0 0 0 0 472 244 228
土地改良施設を所有する市町の担当者の各種情報提供、研修会などを行う経
費

351湛水防除事業 農林課 一般 05 01 04 11,100 0 0 0 0 11,100 4,500 6,600

昭和56年度に整備された阿児排水機場が老朽化により機能低下のため、湛
水対策が十分出来るよう県営事業において整備を行う。�
（事業内容）�
測量業務及び全体設計業務

352林業振興一般経費 農林課 一般 05 02 01 596 0 0 0 52 544 688 △ 92林業振興及び浜島オバベタ山管理に係る一般経費

353造林事業 農林課 一般 05 02 01 2,591 0 0 0 0 2,591 3,013 △ 422

志摩市山林運用基金条例に指定されている市有林の下刈・枝打・間伐などの
維持管理や境界確認を志摩市常設造林委員会（定数５人、任期２年）の事業
計画に基づき実施する。�
施業箇所、施業内容；磯部町五知中山・恵利原地区の市有林、下刈・間伐各
4.0ha・枝打0.5haと境界確認を行う。�

354松くい虫防除事業 農林課 一般 05 02 01 3,432 0 200 0 36 3,196 4,505△ 1,073

三重県松くい虫防除実施地域に指定されている阿児の松原、安乗岬園地にお
いて薬剤の地上散布を行う。樹幹注入は三重県の保存松林に指定されている
阿児の松原で県補助金を活用し、それ以外の公共施設の松は市単事業として
行う。松くい虫により枯れた松は、被害の蔓延防止のため特別伐採処理（破
砕・焼却）を行う。

355森林環境創造事業 農林課 一般 05 02 01 1,491 0 940 0 0 551 1,511 △ 20

森林の持つ公益的機能を維持するためには適正かつ専門的な管理が必要で
あり、県補助金を活用して、いせしま森林組合に以下の重点地区の整備を継
続して行う。�
また、森林施業講習会により里海の推進を行う。�
（重点地区）�
阿児町創造の森、磯部町漁火の森、浜島町オバベタ山
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356獣害対策事業 農林課 一般 05 02 01 8,107 0 0 0 2,675 5,432 7,950 157

年々増加する獣害被害から農林産物被害の低減を図る。�
有害鳥獣捕獲許可業務、有害鳥獣捕獲業務を志摩市猟友会に委託、捕獲実
績に応じた報償金の支払い、電気牧柵器購入への補助、志摩市有害鳥獣対
策協議会への補助などを行う。

357林業施設管理運営費 農林課 一般 05 02 01 300 0 0 0 0 300 0 300
間伐により、森林の適正管理を行い、豊かな森づくりを目指す。その間伐した
木材を有効利用するため、市有の炭窯2か所の修繕を行う。

358林道維持管理事業 農林課 一般 05 02 01 1,750 0 0 0 0 1,750 2,200 △ 450
林道の機能維持及び交通安全確保のため、維持工事、草刈、側溝清掃等の
管理を行う。

359緑化推進事業 農林課 一般 05 02 01 1,891 0 0 0 0 1,891 2,121 △ 230
住民参加の地域緑化の促進と観光地としての景観形成づくりをする。�
緑の募金に係る事業・四季花咲くまちづくり事業の実施、山口農園・横山桜園・
田神水生園の維持管理業務を行う。

360水産振興一般経費 水産課 一般 05 03 01 3,125 0 0 0 1 3,124 2,328 797水産業の振興を図るための一般経費

361水産振興補助金 水産課 一般 05 03 01 3,162 0 0 0 0 3,162 3,172 △ 10水産業振興のために関係団体等が実施する事業等に対して補助を行う。�

362漁場環境調査事業 水産課 一般 05 03 01 1,860 0 0 0 0 1,860 2,236 △ 376
養殖漁場として利用されている英虞湾・的矢湾の環境について現状と経年的
な変動を把握し、問題の抽出と、その解決に向けた計画策定を行うための資
料とするため水質・底質・底生生物等の環境調査を実施する。

363鰹鮪外来船誘致事業 水産課 一般 05 03 01 264 0 0 0 0 264 264 0
厳しい漁業情勢の中、安定した水揚げを保っている宮崎県及び高知県の中型
鰹鮪漁船を市内の魚市場へ誘致して市場取扱量の増加を図り、漁協経営の
向上を支援する。�

364海外研修生受入事業 水産課 一般 05 03 01 1,200 0 0 0 0 1,200 1,200 0

インドネシア漁業者協同連合会からの研修生受入要請を受け、市内の優れた
漁労技術と最先端の装備を備えた漁船でカツオ一本釣漁業の研修行い、高度
な技術を習得することにより、発展途上国の産業発展に大きく寄与し、国際貢
献、両国の友好関係樹立に向けた研修事業に対し補助を行う。�

365水産資源調査事業 水産課 一般 05 03 01 848 0 0 0 0 848 630 218

クルマエビの放流効果の確認及び技術向上に関する知見を得るため実施す
る。�
クルマエビの種苗に標識を付し、試験操業・市場調査による混獲率から放流効
果の把握を行うとともに、放流適地・放流方法についての検討も行う。�
①試験操業　年2回�
②底質調査　年2回�
なお、ナマコの生息状況調査については真珠養殖業者等に協力を仰ぎ実施す
る。

366
新規漁業就業者支援
事業

水産課 一般 05 03 01 453 0 302 0 0 151 0 453

漁業の担い手育成のため、新規漁業就業者の受け入れを積極的に行ってい
る三重外湾漁協　畔志賀（アシカ）塾において、餌料を保管するための冷凍庫
が破損しており、塾生の操業に支障をきたしている状況であるため、冷凍器を
購入するための費用に対し、補助を行う。�
�
　購入機器　冷凍ユニット　セパレート型（庫内温度－20℃）�
　　　　　　外機　耐塩害仕様�
　総事業費　635,250円（内消費税30,250円）�
　県支出金　302,000円�
　市　　費　151,000円�
　漁 協 費　182,250円（内消費税30,250円）�

367地域展開促進事業 水産課 一般 05 03 01 777 0 0 0 388 389 863 △ 86

マダイ資源を増大し、安定した漁獲量の確保を目指すとともに、漁業者の資源
管理意識を向上させる。�
平成25年5月　尾鷲栽培漁業センターで種苗を生産・中間育成後、市内沿岸域
に放流する。�
�放流尾数　48,000尾
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368
伊勢湾地域栽培漁業
推進事業

水産課 一般 05 03 01 1,150 0 0 0 575 575 1,150 0

種苗放流によりクルマエビ・ヨシエビ資源の増大を図り、漁業所得の向上と併
せて資源管理意識の向上を図る。�
�平成25年7月～9月　三重県栽培漁業センターで生産された種苗を中間育成し
て放流する。�
放流尾数�
クルマエビ　900,000尾�
ヨシエビ　　　90,000尾

369種苗放流事業 水産課 一般 05 03 01 12,148 0 0 0 0 12,148 8,755 3,393

三重外湾漁協及び鳥羽磯部漁協等が行う種苗放流事業に対して補助を行う。�
また、アワビについては重点魚種と位置付け、補助分とは別に放流用のアワビ
種苗を放流実績のある地区に無償配布を行うことにより、アワビ漁獲量の向上
支援を行う。
�アワビ：約181,400個（三重外湾）�
ナマコ：的矢地区630㎏、船越・浜島地区12,000匹�
サザエ：250kg（三重外湾）、8,500個（鳥羽磯部）�
カサゴ：片田4,800尾、和具3,200尾、浜島地区8,000尾�
トラフグ：安乗100,000尾、志摩南部33,400尾�
ヒラメ：片田3,600尾、御座3,600尾、安乗3,600尾
アワビ無償配布分：72,500個

370県単増殖場造成事業 水産課 一般 05 03 01 5,180 0 2,008 0 1,506 1,666 5,170 10

投石事業（築いそ）による漁場造成を行い、アワビ・イセエビ・サザエ等の磯根
資源量の増加を図り、安定した漁獲を維持することで沿岸漁業に従事する漁
業経営体の経営の安定を図る。�
（和具地区）　2,000㎏内外の自然石　396m3�
（片田地区）　1,000㎏内外の自然石　396m3

371
底質改良剤散布事業
補助金

水産課 一般 05 03 01 1,545 0 883 0 0 662 1,545 0

神明真珠養殖漁業協同組合が、硫化水素の発生を抑制し漁場環境の保全を
図ることを目的に志摩市阿児町神明地先に実施する底質改良剤の散布事業
への補助を行う。�
底質改良剤(クリアウォーター20kg/袋）700袋散布

372
的矢湾漁場環境改善
事業

水産課 一般 05 03 01 5,799 0 0 0 3,000 2,799 12,496△ 6,697

有機物の堆積等により漁場環境の悪化が進んでいる的矢湾の伊雑ノ浦の環
境改善に向けた各種試験と効果調査を行う。�
・小規模浚渫工事に向けた測量、基本設計の実施�
・カキ筏設置による浄化能力及び防風効果の実証試験�
・水質調査及び試験の効果調査　等

373
増殖センター管理運
営費

水産課 一般 05 03 01 397 0 0 0 0 397 400 △ 3大王種苗センターの保守修繕経費

374里海創生一般経費
里海推進
室

一般 05 03 02 775 0 0 0 1 774 1,534 △ 759「新しい里海のまち」推進に係る一般経費

375
里海創生推進協議会
運営事業

里海推進
室

一般 05 03 02 2,003 0 0 0 0 2,003 1,591 412
「志摩市里海創生基本計画」に基づく取り組みの実施体制の要となる「里海創
生推進協議会」を運営し、新しい里海の創生に向けた取り組みの進め方や進
捗管理、事業評価に関する協議を行う。

376
里海創生プロジェクト
事業

里海推進
室

一般 05 03 02 932 0 0 0 0 932 822 110

8部15課で構成する「里海創生プロジェクトチーム」で情報の共有や役割分担
について協議しながら取り組みを推進するとともに、生物調査隊事業の継続及
び職員等の研修会の実施等、市内外に向けて「志摩市＝新しい里海のまち」を
アピールする。

377
総合沿岸域管理研究
事業

里海推進
室

一般 05 03 02 632 0 0 0 0 632 701 △ 69

「新しい里海創生によるまちづくり」は、国の海洋基本計画の施策の一つであ
る「沿岸域の総合的管理」の手法を取り入れていることから、海洋政策研究財
団をはじめとする有識者と連携し、「志摩市里海創生基本計画」に基づく取り組
みの推進に向けて協議、情報交換を行うとともに、国内外の専門家を交えた意
見交換等を実施し、日本における先駆的な沿岸域の総合的管理のモデルサイ
トとなるべく取り組みを推進する。
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378里海市民啓発事業
里海推進
室

一般 05 03 02 1,358 0 0 0 0 1,358 3,649△ 2,291

関心の強弱や世代を問わず、志摩市の沿岸域の現状や課題に触れ、自分が
できることは何かを考える動機づけとなる取り組みを実施し、「新しい里海創生
によるまちづくり」の取り組みについて市民が理解し、実践されるような普及啓
発を行う。�

379
ポータルサイト運営
事業

里海推進
室

一般 05 03 02 605 0 0 0 0 605 2,176△ 1,571
「新しい里海創生によるまちづくり」に関する総合的な情報を掲載したポータル
サイトを運用し、志摩市における「新しい里海創生」の活動に関する情報やそ
の取り組み成果を「見える化」する。

380国際会議開催事業
里海推進
室

一般 05 03 02 ○ 12,801 0 0 0 0 12,801 0 12,801

志摩市の重点施策である「新しい里海創生によるまちづくり」は、沿岸域の総
合的管理の手法を用いていることから、これに関係する国際的なネットワーク
等に加入して各国の取り組み事例等について議論や知識の共有を図るととも
に、これらの関係会議を誘致することにより、市内外への情報発信に努め、今
後の取り組みの推進に寄与する。

381干潟再生事業
里海推進
室

一般 05 03 02 ○ 178 0 0 0 0 178 0 178

干潟や藻場は生き物が育つ場所として陸と海との循環に重要な役割を担って
おり、こうした干潟の再生は豊かな内湾環境を再生する上で重要である。ま
た、企業のＣＳＲ活動（社会貢献活動）の誘引にも有効である。現在、三重県水
産研究所等が主体となって英虞湾内の３箇所で干潟再生の実験等を行ってい
るが、研究事業が終了する再生干潟について市がその管理を引き継ぐととも
に、今後も主体的に再生干潟の拡大に取り組んでいく。

382漁港施設管理運営費 水産課 一般 05 03 03 3,402 0 214 0 127 3,061 5,370△ 1,968
市営８漁港及び漁港関連施設の維持管理経費�
≪市営漁港≫　国府、甲賀、神明、名田、片田、間崎、越賀、御座

383
公衆トイレ等管理運
営費

水産課 一般 05 03 03 4,698 0 200 0 0 4,498 4,741 △ 43

漁港用地内等にある公園施設や漁業者用トイレ等の維持管理経費�
トイレ　１３箇所�
　大王町地内７箇所、志摩町地内６箇所�
公園施設　６箇所�
　波切・和具・片田・間崎漁港、田神グラウンド、だんだらぼっち公園

384漁港施設改良事業 水産課 一般 05 03 03 ○ 3,500 0 1,280 0 640 1,580 0 3,500
市営国府漁港内に流入した砂を浚渫により除去する�
　浚渫土砂量：800m3�

385
磯体験施設管理運営
費

浜島磯体
験施設

一般 05 03 04 11,024 0 0 0 1,063 9,961 11,322 △ 298磯体験施設管理運営全般にかかる一般事務経費

386海ほおずき体験事業
浜島磯体
験施設

一般 05 03 04 15,955 0 0 0 11,573 4,382 20,114△ 4,159

磯体験施設の各種の体験事業を通じて水産業と観光業の連携による集客交
流事業を展開すると共に、都市住民の交流ニーズに合わせた事業を積極的に
展開する。�
・磯体験事業　わんぱく磯に英虞湾周辺に生息する魚介類を飼育し、大人・子
ども等が直接手で触れ観察できる体験等の提供を通じて海・磯に興味を抱き、
身近な海の環境・資源の大切さを伝える。�
・故郷料理体験事業　伊勢志摩を代表する郷土料理「てこね寿司づくり体験」を
軸に、漁村の伝統的な食文化の継承と水産物消費拡大を図り、食育の重要性
を来場者へ認識してもらう。�
・水産加工体験事業　地元沿岸水産物（アジ・カマス・シイラ等）を利用し、鮮度
の良い食材が食文化を育てる事に理解を求め、魚介類の加工による魚食文化
の向上と消費拡大を図る。�
・学習体験事業　水産業・漁業関連の学習体験により、都市住民への漁村文
化の提供等を通じて他産業への連携を推進する。

387
海ほおずき物産等販
売事業

浜島磯体
験施設

一般 05 03 04 1,227 0 0 0 1,227 0 464 763
志摩地域の特産物として個性的な魅力ある商品を来場者に提供し、地域の商
工特産物生産者の発展に努めると共に、志摩地域の魅力としてのPR展開を更
に推進していく。

388商工振興一般経費 商工課 一般 06 01 01 2,224 0 0 0 4 2,220 2,160 64商工振興に係る一般事務経費
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389商工団体関係補助金 商工課 一般 06 01 01 26,700 0 0 0 0 26,700 27,005 △ 305

①志摩市商工会の運営並びに商工会の行う小規模事業者に対する指導事業
等・商工会の実施する各種事業に対して補助することにより、地元商工業者の
事業振興及び地域活性化を図る。�
②南志摩たばこ販売協同組合は、志摩市でのたばこ販売促進を行うとともに、
スモーキンクリーン事業や未成年者未喫煙事業なども行って地域貢献活動を
している。その活動事業を支援するため補助する。�
③志摩市の玄関である鵜方商店街の街路灯の維持管理に係る費用のうち、電
気代・維持費等の２分の１相当額を補助することにより、活気ある明るい街並
みを作り、商店の振興と防犯に役立つことを目的とする。�

390
地域イベント支援事
業

商工課 一般 06 01 01 5,392 0 0 0 0 5,392 5,392 0

①結婚３０周年の記念を真珠婚と称し、全国各地から真珠婚を迎えた夫婦を公
募し、伊勢神宮において特別参拝を行う。前日には歓迎セレモニーを開催し、
真珠販売業者による真珠製品販売会等も行い、補助することにより養殖真珠
誕生の地である「英虞湾」をＰＲする。�
②ええじゃんかまつり　人と人とのふれあいの場を創出した住民総参加型のま
つりを開催することにより、地域経済・産業の振興を促し、元気の出るまちづく
りを目指す。実行委員会で運営し、ええじゃんか囃子踊りコンテストをはじめ、
各種イベントを阿児ふるさと公園阿児アリーナで行うため補助する。�
③あわび王国まつり　あわび王国、志摩町の特色を生かしたイベントにより、観
光客の集客と志摩地域のＰＲをする。実行委員会で運営し、市民参加型のイベ
ント、志摩市内外業者及び友好町による特産品の販売を行うため補助する。�
④わらじ祭　伝統文化の継承と観光集客事業のため、波切自治会に補助す
る。

391
消費者行政活性化事
業

商工課 一般 06 01 01 897 0 578 0 0 319 1,200 △ 303

平成24年8月に公布され、同年度中に施行される予定の「消費者教育の推進
に関する法律」により、消費者被害の防止及び消費者の自立支援のための総
合的かつ一体的な消費者教育の推進を目的とした国及び地方公共団体の責
務が明文化された。同法、同法に基づく基本方針及び消費者教育推進計画等
に基づき、地域における消費者教育の推進、人材の育成、学校における消費
者教育の推進、教材の充実等を図るため、消費生活相談員の継続的設置や
研修会参加等による当該相談員及び職員のスキルアップ、消費者啓発資料を
作成する。

392
地域ブランド認定事
業

商工課 一般 06 01 01 100 0 0 0 0 100 130 △ 30

①志摩市の優れた地域資源を志摩市地域ブランド（志摩ブランド）として認定
し、その販売を支援するとともに、志摩市ブランドの情報発信を通じて観光客
の誘致を促し、活性化を図る。�
平成23年度に設立した志摩市地域ブランド推進協議会において、認定申請書
又は認定推薦書の提出があった時（年1回）に、基準に基づくブランド認定審査
をブランド認定審査会に諮問する。�
ブランド推進協議会は、認定審査会の結果報告に基づき、認定の適否を決定
し、認定書を交付する。�

393新資源活用事業 商工課 一般 06 01 01 ○ 500 0 0 0 0 500 0 500
志摩の里海「完熟天然あかもく」による三方よし型事業として、志摩のあかもく
を活用した商品の開発・販路拡大及び小規模事業者の育成を行うために商工
会に補助する。

394
雇用創出人材育成事
業

商工課 一般 06 01 01 ○ 47,944 0 47,944 0 0 0 0 47,944

市内宿泊施設等と業務提携をし、問い合わせのあったユーザーへの宿泊予約
業務の代行、情報提供などを行うための窓口対応業務を行うため、必要な電
話対応やパソコン操作などのスキルを身につけるための各種の研修を行うこと
により、事業終了後の継続雇用につなげる。

395観光振興一般経費
観光戦略
室

一般 06 01 02 17,655 0 0 0 474 17,181 14,601 3,054観光振興全般にかかる一般事務経費
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396
伊勢志摩観光コンベ
ンション機構負担金

観光戦略
室

一般 06 01 02 21,080 0 0 0 0 21,080 18,578 2,502

広域観光振興に関する事業、観光客の誘致拡大及び受け入れ態勢の整備に
関する事業、コンベンションの誘致拡大に関する事業、フィルムコミッション事
業、観光産業及び観光文化の振興に関する事業を実施し、伊勢志摩地域の観
光及びコンベンションの振興を図ることにより、志摩市の発信誘客効果の促進
を図る。

397温泉振興補助金
観光戦略
室

一般 06 01 02 41,430 0 0 0 0 41,430 40,130 1,300
源泉保護、温泉施設維持管理のほか、温泉を利用した観光振興や志摩市へ
誘客を図るための広報活動を行うため、志摩市温泉振興協議会に対し入湯税
納付額の３分の１以内で補助する。

398
観光イベント等支援
事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 5,700 0 0 0 0 5,700 5,200 500
伊勢志摩を代表する伝統的な祭りや文化を通じて、市内外から多数の観客交
流を図るため、観光集客事業として支援するため伊勢えび祭保存会及び大島
祭奉賛会に対し補助する。

399
志摩自然学校運営事
業

観光戦略
室

一般 06 01 02 4,993 0 0 0 0 4,993 5,000 △ 7

志摩市活性化、誘客のために有効活用されるよう志摩自然学校を運営する。
農林水産業者をはじめ観光関係団体と協働し、地域の特性を生かし自然体験
プログラムの構築、体験学習を実施していく。自然環境を中心とした情報の収
集・発信、地域の自然体験企画等コーディネートし、里海ツーリズムによる集客
交流の拠点となるシステムの構築をする。

400絵かきの町事業
観光戦略
室

一般 06 01 02 3,813 0 0 0 0 3,813 3,018 795

志摩市民の文化意識の向上と全国の画家・絵画を愛好する人達から募集・展
示することで集客交流を促進し、地域の活性化を図ることを目的として行う。�
絵かきの町・大王実行委員会が絵かきの町事業として、絵画及び写真コンテス
トを隔年で開催する。�
《平成25年度絵かきの町・大王事業内訳》�
○絵かきの町・大王 第9回絵画展大王大賞展の開催�
・審査会、表彰式の開催、優秀作品の展示等�
○啓発事業の遂行�
・街角ギャラリーの開催　�
・絵かきの町事業関係の絵画や写真の展示

401
スポーツ観光イベント
推進事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 6,300 0 0 0 100 6,200 6,740 △ 440

すでに定着している「志摩ロードパーティ・ミズノクラシック・シニアソフトボール・
サイクルトレイン」などに加え、昨年度延べ3,500名の参加者があった伊勢志摩
ツーデーウオークを始めとした各種スポーツ大会を行うことにより、幅広い年齢
層の方々が気軽に楽しく参加できるスポーツ観光都市を官民一体となって推
進し、スポーツ観光による集客交流を図る。

402
海女文化振興推進事
業

観光戦略
室

一般 06 01 02 1,300 0 0 0 0 1,300 1,300 0

平成24年度に三重県・志摩市・鳥羽市及び関係団体により発足した海女振興
協議会は、海女文化及び海女漁業の振興を目的として様々な事業に取り組ん
できた。「海女文化」のユネスコ無形文化遺産登録に向けた取組としては、韓
国済州島の海女祝祭での日韓海女の交流を実施し、後継者問題や海洋資源
問題に対しては三重大学をはじめ、専門機関に調査を依頼し、問題の現状把
握と、解消に向けて取り組んでいる。また海女同士の情報交換の場を提供す
るとともに、自然と共生し水産資源の保全に配慮した漁法である海女文化の情
報発信に寄与する取組みも実施してきた。平成25年度事業については、情報
発信や交流事業、水産振興等の取り組みをさらに推進するとともに県の支援を
得ながら今年度中に「海女文化」の県重要無形文化財登録を目指し、その後
ユネスコ無形文化遺産登録を目指す。

403観光協会補助金
観光戦略
室

一般 06 01 02 18,000 0 0 0 0 18,000 19,400△ 1,400

運営補助として、志摩市観光の総合窓口案内を担う志摩市観光協会の組織運
営全体を支援を図る。�
事業補助としては、観光集客交流事業や誘致宣伝事業、情報発信事業などを
行う。
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404
メディア交流会出展
事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 370 0 0 0 0 370 366 4

会場内ブースで志摩市の食材の試食会、観光情報や特産品の紹介・配布にて
志摩市をＰＲするとともに、メディア関係者との名刺交換等で情報発信ツール
のパイプ作りをする。毎年２月に東京と大阪の２会場で開催される。約５００名
のメディア関係者が出席する。観光協会と協議のうえ、各食材の提供方法等を
検討し、魅力あるブースを展開する。

405
テレビ放送番組制作
事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 1,500 0 0 0 0 1,500 1,500 0
三重テレビ放送をキー局として、千葉テレビ、テレビ神奈川、テレビ埼玉、奈良
テレビ、京都放送、サンテレビジョンで放送している番組「ええじゃないか」（毎
週水曜日 19:00～19:55）で伊勢志摩の紹介をする旅番組を制作する。

406
三重の観光営業拠点
事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 3,000 0 0 0 0 3,000 3,000 0

県と市町等が協働して「新たな集客・交流のしくみ」を構築し、地域が主体と
なって企画した旅行商品の高付加価値化や、その商品の流通促進、「観光」と
「物産」の情報発信等を消費者向けに展開する。�
名古屋駅近辺に「三重の旅ナビゲーション」を開設し、県及び参加市町の観光
ＰＲ、特産物等の販売や地場産品を使用したメニューを提供し、旅行商品の企
画や営業を行う。

407
御食つ国志摩誘客推
進事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 2,000 0 0 0 0 2,000 3,000△ 1,000
新しい里海のまち・志摩の観光資源を活用した観光プログラムの発信や販路
開拓、旅行会社へのセールス活動を推進すると同時に観光客の誘致促進を図
る。�

408
伊勢志摩キャンペー
ン事業

観光戦略
室

一般 06 01 02 4,000 0 0 0 0 4,000 4,000 0

毎年１０月１日から３月３１日まで、伊勢志摩キャンペーン「美し国、まいろう。伊
勢･鳥羽･志摩」と題し、「神宮」をメインテーマに「食」「自然」「宿泊」をからめ、
伊勢志摩の魅力を中心にキャンペーンを展開する。�
三重県、伊勢市、鳥羽市、志摩市、各市観光協会･商工会議所、商工会、三重
県観光連盟、近鉄、三重交通、伊勢志摩観光コンベンション機構等が実行委
員会を組織されている。

409訪日旅行促進事業
観光戦略
室

一般 06 01 02 3,210 0 0 0 0 3,210 1,510 1,700

中国北京市周辺の富裕層を対象として、特に冬期の暖かい伊勢志摩地域での
ゴルフツアーを誘致するため、旅行商品の造成と現地での情報発信又は、中
国ゴルフ場経営者やメディアなどのモニター体験や視察を行い、鳥羽志摩のゴ
ルフ場と現地のゴルフ場との交流を深め、相互交流による誘客促進を図る。

410遷宮対策事業
観光戦略
室

一般 06 01 02 ○ 5,810 0 0 0 0 5,810 600 5,210
式年遷宮を迎える年を伊勢志摩地域全体での誘客、集客のチャンスと捉え、
参宮客に神宮だけでなく志摩市へも来訪して頂き回遊、宿泊を促進させる。

411温泉施設管理運営費
観光戦略
室

一般 06 01 03 3,623 0 0 0 1,336 2,287 9,535△ 5,912浜島温泉施設の維持管理経費�

412
パークゴルフ場管理
運営費

観光戦略
室

一般 06 01 03 12,315 0 0 0 8,445 3,870 12,370 △ 55志摩パークゴルフ場施設の維持管理経費

413
阿児の松原スポーツ
センター管理運営費

観光戦略
室

一般 06 01 03 5,548 0 0 0 4,311 1,237 5,880 △ 332
長年に渡り地元住民や小中学校、観光客に利用されている阿児の松原スポー
ツセンター施設の運営及び維持管理することで、集客交流を図る。

414創造の森管理運営費
観光戦略
室

一般 06 01 03 1,821 0 0 0 0 1,821 1,597 224創造の森横山における維持管理経費

415道の駅管理運営費
観光戦略
室

一般 06 01 03 11,097 0 0 0 0 11,097 10,936 161道の駅「伊勢志摩」における維持管理経費

416観光施設管理運営費
観光戦略
室

一般 06 01 03 27,602 0 26 0 5 27,571 25,207 2,395志摩市内観光施設の管理運営に係る維持管理経費

417海水浴場運営事業
観光戦略
室

一般 06 01 03 3,590 0 0 0 0 3,590 3,590 0志摩市内の「御座白浜」と「阿児の松原」の海水浴場の運営委託を行う。

418
近畿自然歩道維持管
理事業

観光戦略
室

一般 06 01 03 773 0 772 0 0 1 852 △ 79
近畿自然歩道の維持管理を図るため、コースのパトロールや草刈り業務を委
託する。

419観光施設整備事業
観光戦略
室

一般 06 01 03 ○ 4,215 0 0 0 0 4,215 0 4,215市内観光施設の整備、撤去等に係る経費
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420
観光駐車場管理運営
費

観光戦略
室

一般 06 01 03 3,337 0 0 0 3,258 79 0 3,337大王崎観光駐車場の管理運営に係る維持管理経費

421
ともやま公園管理運
営費

ともやま
公園事務

一般 06 01 04 23,829 0 905 0 15,895 7,029 27,025△ 3,196ともやま公園管理運営全般にかかる一般事務経費

422
次郎六郎海水浴場運
営事業

ともやま
公園事務

一般 06 01 04 1,649 0 600 0 0 1,049 1,315 334次郎六郎海水浴場運営にかかる一般事務経費

423土木総務一般経費
建設整備
課

一般 07 01 01 5,068 0 0 0 0 5,068 6,684△ 1,616建設整備課業務全体に係る一般事務経費

424
土木施設維持管理事
業

建設整備
課

一般 07 01 01 12,317 0 12,317 0 0 0 12,304 13
三重県所管の港湾、海岸、河川における樋門等の管理や県所管の海岸清掃
に係る委託経費

425美化パートナー事業
建設整備
課

一般 07 01 01 600 0 0 0 0 600 600 0志摩市が所管する道路、河川等における清掃活動や景観保持に係る経費

426
道路橋りょう一般経
費

建設整備
課

一般 07 02 01 109 0 0 0 0 109 156 △ 47土木技術研修会に係る旅費、道路用地借上料

427道路台帳更新事業
建設整備
課

一般 07 02 01 7,602 0 0 0 0 7,602 0 7,602
志摩市の道路管理業務の精確性と利便性の向上を図ることを目的とし、平成
21～22年度に志摩市道路台帳を整備した。道路台帳のデータを適正化するた
め定期的に更新作業を実施する必要がある。�

428道路除草等委託経費
建設整備
課

一般 07 02 02 21,200 0 0 0 18,000 3,200 17,200 4,000主要幹線の草刈業務で春と秋の２回実施する。

429道路維持修繕事業
建設整備
課

一般 07 02 02 30,783 0 0 0 7,816 22,967 27,597 3,186
事業目的は、住民の日常生活に密着した生活関連道路の維持管理を実施す
る。また、事業概要は生活関連道路において、草刈業務・舗装修繕・側溝修
繕・防護柵の修繕等を定期的に実施する。

430道路新設改良事業
建設整備
課

一般 07 02 03 196,754 0 0184,400 0 12,354290,431△ 93,677
市道の整備については、日常生活に密接に関連した地域の課題に対応するた
め、自治会等を通じて住民の意見を聞きながら年々、計画的に整備を行う。市
内全体で５４件の道路新設改良事業を行う。

431
今坂島茶屋線道路改
良事業

建設整備
課

一般 07 02 03 15,000 0 0 14,200 0 800 20,000△ 5,000
国道２６０号と立神集落とを結ぶ重要アクセス道として整備し、同時に緊急時に
おける公共交通及び大王・志摩方面からの代替道として改善を行う。

432
鵜方立神線道路整備
事業

建設整備
課

一般 07 02 03 92,650 44,000 0 45,600 0 3,050110,646△ 17,996
大王町と阿児町を結ぶ主要な幹線道路であり、国道２６０号が通行止等の緊
急時にはバイパス的な役割を果す市道鵜方立神線の老朽化した舗装と側溝を
修繕する。

433
橋梁長寿命化促進事
業

建設整備
課

一般 07 02 03 ○ 14,000 7,150 0 0 0 6,850 0 14,000橋梁点検及び長寿命化修繕計画に基づき耐震補強、橋梁修繕を行う。�

434県道船管理運営費
建設整備
課

一般 07 02 04 8,299 0 6,789 0 0 1,510 8,367 △ 68
一般県道阿児磯部鳥羽線の県単渡船運航業務の受託と渡鹿野島、三ケ所、
的矢地区を結ぶ連絡船業務を兼ねた事業である。運航割合から県単渡船運
航業務に係る経費は三重県からの負担金により運航している。

435
排水処理施設管理経
費

建設整備
課

一般 07 03 01 6,602 0 0 0 415 6,187 6,729 △ 127
御座、和具、布施田地区内にある排水処理施設や付属施設の管理に要する
経費�
（光熱水費、管理委託料、修繕料等）

436河川樋門等管理経費
建設整備
課

一般 07 03 01 272 0 0 0 0 272 274 △ 2志摩市が所管する河川の管理に係る一般経費

437
河川・排水路改良事
業

建設整備
課

一般 07 03 01 6,500 0 0 4,200 0 2,300 35,600△ 29,100
河川浄化のため志摩町和具地区の準用河川江田川の堆積土除去、洗掘防止
等の河川整備を行う。その他、準用河川の測量業務、普通河川の護岸整備を
行う。

438
渡鹿野パールビーチ
管理運営費

建設整備
課

一般 07 04 01 1,667 0 0 0 0 1,667 1,667 0三重県が所管する渡鹿野パールビーチの維持管理に要する委託経費

439都市計画一般経費
都市計画
課

一般 07 05 01 1,426 0 40 0 65 1,321 2,264 △ 838都市計画全般にかかる一般経費
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440都市計画審議会経費
都市計画
課

一般 07 05 01 224 0 0 0 0 224 368 △ 144

都市計画法に基づき、設置する審議会であり、都市計画に関する事項の調査
審議を行う。�
審議会委員数　１５人�
開催回数 年３回開催予定

441景観審議会経費
都市計画
課

一般 07 05 01 ○ 168 0 0 0 0 168 0 168

志摩市景観条例に基づき設置する審議会であり、同条例に定められた景観に
関する事項等について調査審議を行う。�
審議会委員数　８人�
開催回数　年２回開催予定

442
都市計画マスタープ
ラン地区構想モデル
地区支援事業

都市計画
課

一般 07 05 01 ○ 300 0 0 0 0 300 0 300
都市計画マスタープランに位置付けている地区構想について、地区構想策定
済のモデル地区の構想実現のため活動費用の一部について助成を行う。�
３地区（波切、上之郷、国府）

443建築一般経費
都市計画
課

一般 07 05 01 110 0 43 0 0 67 127 △ 17建築全般にかかる一般経費

444
建築形態規制調査事
業

都市計画
課

一般 07 05 01 600 0 0 0 0 600 3,525△ 2,925

志摩市都市計画マスタープランにより、本市の「中核拠点」として位置づけられ
ている鵜方駅前周辺地区において、将来、有効に土地利用が行えるように、２
４年度建築形態規制調査を実施、調査内容を基づき、２５年度に都市計画法に
係る変更手続きを行う。

445応急危険度判定事業
都市計画
課

一般 07 05 01 ○ 335 0 0 0 0 335 0 335
震災により被災した建築物の危険性をできる限り速やかに判定し、人命にかか
わる二次的災害を防止するため、応急危険度判定コーディネーターの養成等
を行う。

446営繕一般経費
住宅営繕
課

一般 07 05 01 377 0 0 0 0 377 300 77市有施設の営繕に係る一般事務経費

447地籍調査一般経費
都市計画
課

一般 07 05 02 1,364 0 0 0 1 1,363 1,059 305
地籍調査にかかる一般事務経費及び過年度に実施した地籍調査成果の修正
業務等を実施する。

448地籍調査事業
都市計画
課

一般 07 05 02 19,616 0 12,732 0 0 6,884 31,563△ 11,947

一般的に法務局に備え付けられている公図は明治に作成され、位置等が不明
瞭であることから、地籍調査事業を実施することで、各筆の正しい位置、形、大
きさを図面に表し、地籍（地番、地目、地積）を明確にすることにより、現況と合
うように正しいものとすることを目的ととし、第6次10カ年計画に基づいて実施
する。

449
都市公園修景植栽管
理経費

都市計画
課

一般 07 05 03 1,397 0 0 0 0 1,397 3,150△ 1,753

都市公園等における維持管理経費�
（除草などの修景植栽管理）�
 　（継続分）　　　　　　　　　（新規追加分）�
  小向井地区の５公園　　　鵜方華洋台の５公園�
  木場公園　　　　　　　　�　　船越地区開発公園
  磯部駅前東芝生広場　　 波切地区開発公園
  旧磯部町役場前緑地　　 鵜方金谷地区開発公園
　岡緑地

450
都市公園施設管理経
費

都市計画
課

一般 07 05 03 3,242 0 0 0 28 3,214 3,451 △ 209都市公園内の施設（遊具、公衆トイレ等）における維持管理経費

451都市施設管理経費
都市計画
課

一般 07 05 03 2,565 0 0 0 0 2,565 1,761 804

都市施設における維持管理経費�
（道路照明（防犯灯）管理、公衆トイレ管理）�
　土地区画整理事業地内等の道路照明�
　磯部アメニティ公園内公衆トイレ

452
都市公園施設改修事
業

都市計画
課

一般 07 05 03 ○ 3,600 0 0 0 0 3,600 0 3,600

都市公園内施設の維持修繕工事�
�阿児ふるさと公園日本庭園藤棚改修工事�
　藤棚の腐食が進んでいる横木等を取り替える工事�
�おりきの松公園樹木支柱設置工事�
　公園の隣接家屋へ転倒しないよう「おりきの松」をワイヤー支柱にて固定する
工事
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453
下水道事業特別会計
繰出金

下水道課 一般 07 05 04 346,107 0 0 0 0346,107344,068 2,039下水道事業特別会計繰出金

454
磯部都市下水路ポン
プ場管理運営費

下水道課 一般 07 05 05 3,349 0 0 0 1 3,348 3,385 △ 36

磯部町市街地を中心とする60.5ヘクタールの雨水排除を目的とした、磯部都市
下水路ポンプ場の施設運営経費�
平成16年度に事業の変更認可を受け機械電気設備の改築更新事業に着手。
平成24年度末に、３機すべてのポンプが供用開始。

455
磯部都市下水路ポン
プ場整備事業

下水道課 一般 07 05 05 15,203 4,800 0 9,400 0 1,003269,521△ 254,318

昭和５３年に事業着手し、その後２５年余が経過したため、排水ポンプの老朽
化と共に土地の改変等に伴う流域面積の増加、流出量の増大、また、計画基
準（雨量強度式等）の変更に対処できる計画を再設定し、既認可水路の改築、
既排水ポンプ設備の改築及び新設を行い、浸水の防除を図ることを目的とす
る。�平成25年度はポンプ場の新棟と旧棟を結ぶ連絡橋工事を実施する。
整備概要�
　実施場所　　志摩市磯部町穴川地内�
　集水区域   ６０．５ｈａ�
　施行期間　　平成１７年度 ～ 平成２６年度　�
　総事業費　　１，２８９，０００ 千円（概算）�
　計画降雨強度　   ５７ｍｍ／時   計画確率年  ７年     �
　主要施設　　雨水ポンプ設備３基�
　　　　  　　（既設）φ６００、φ１２００ （新設）φ１２００

456
鵜方駅前公共駐車場
管理運営費

都市計画
課

一般 07 05 06 1,741 0 0 0 1,741 0 1,231 510鵜方駅前公共駐車場における維持管理経費

457
磯部駅前公共駐車場
管理運営費

都市計画
課

一般 07 05 06 90 0 0 0 90 0 53 37磯部駅前の公共駐車場（月極め）における維持管理経費

458
市営住宅管理一般経
費

住宅営繕
課

一般 07 06 01 1,654 0 0 0 1,654 0 1,678 △ 24
市営住宅を管理する上での一般的な経費であり、住宅使用料徴収における納
付書や封筒の購入及び住宅修繕や使用料の徴収時に使用する公用車等を維
持するための経費である。

459市営住宅管理運営費
住宅営繕
課

一般 07 06 01 5,224 0 0 0 5,224 0 4,926 298
市営住宅を適正に管理していくため、浄化槽、受水槽、消防設備等の点検を
行ったり、団地内共用部分の電気使用量及び浄化槽汚泥の引抜きを行うため
の経費である。

460
市営住宅入居者管理
経費

住宅営繕
課

一般 07 06 01 1,572 0 0 0 1,572 0 1,619 △ 47
市営住宅の入居者を適正に管理していくための電算システムの運用保守及び
入居者選考委員会における委員報酬等の経費である。

461
市営住宅維持修繕事
業

住宅営繕
課

一般 07 06 01 9,048 0 0 0 9,048 0 9,050 △ 2
市営住宅４６団地５８８戸の維持修繕及び住宅入居者の退去時における修繕
を行い住宅入居者が生活する上での不便を解消し少しでも快適に暮らせる様
に修理等を行う。

462
志摩広域消防組合負
担金

地域防災
室

一般 08 01 01 1,077,583 0 0 78,300 0999,2831,045,89931,684
志摩広域消防組合の一般会計の経費を志摩市、南伊勢町（旧南勢町）が人口
割及び職員数割で負担する。�
負担金のうち主な事業として、消防本部庁舎建設にかかる設計業務等を行う。

463消防団活動一般経費
地域防災
室

一般 08 01 02 3,683 0 0 0 12 3,671 3,235 448
消防団員が活動するために必要とされる光熱水費、消耗品、通信運搬費等を
支出する。�
また、個人地内に設置されている防火水槽の借地料を支払う。

464消防団員報酬等経費
地域防災
室

一般 08 01 02 79,154 0 0 0 19,835 59,319 78,932 222消防団員の活動に伴い、報酬、退職金及び各種手当を支出する。

465
消防団員公務災害補
償経費

地域防災
室

一般 08 01 02 20,800 0 0 0 500 20,300 20,800 0
火災等における消防団員の出動時あるいは訓練時に怪我等を負った場合に
補償を行う。

466
消防自動車等管理経
費

地域防災
室

一般 08 01 02 4,995 0 0 0 0 4,995 4,896 99
消防車両の維持管理のため、備品修繕料、車検費用、自動車損害保険料等を
支出する。

467消防関係団体補助金
地域防災
室

一般 08 01 02 380 0 0 0 0 380 380 0
志勢防火協会連合会及び志摩広域少年婦人防火委員会の活動を通じて市民
の防火意識の高揚を図ることに対し補助する。
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468消防団備品購入事業
地域防災
室

一般 08 01 02 2,218 0 0 0 0 2,218 2,467 △ 249
消防団員の安全確保のため、新入団員用の活動服・ヘルメット・半長靴等を購
入する。

469消防自動車購入事業
地域防災
室

一般 08 01 02 11,984 0 0 11,300 0 684 16,767△ 4,783
消防力の充実を図るため、消防団積載車配備計画に基づき、磯部第4分団（迫
間第1支団）、磯部第6分団（坂崎支団）において小型動力ポンプ付軽積載車を
更新する。

470
消防団員福祉共済事
業

地域防災
室

一般 08 01 02 4,832 0 0 0 2,377 2,455 6,037△ 1,205
消防団員が公務による死亡や重度障害又は公務外における死亡・入院等の
状況となった場合の入院見舞金や遺族援護金を支給する。

471消防出初式開催事業
地域防災
室

一般 08 01 02 267 0 0 0 0 267 212 55出初式を行うために要する表彰記念品、警備費用を支出する。

472
消防団施設管理運営
費

地域防災
室

一般 08 01 03 4,642 0 0 0 7 4,635 4,670 △ 28
消防団施設を維持管理するためにかかる経費及び台風により被害を受けた場
合等の修繕を行う。

473消火栓管理経費
地域防災
室

一般 08 01 03 700 0 0 0 0 700 700 0消火栓の管理にあたり水道事業者に一定額を負担する。

474消防団施設整備事業
地域防災
室

一般 08 01 03 ○ 16,280 0 0 0 0 16,280 0 16,280
消防力の充実を図るため、老朽化の激しい車庫及びホース乾燥塔等の消防団
施設を整備する。

475消火栓整備事業
地域防災
室

一般 08 01 03 1,050 0 0 0 0 1,050 1,050 0消火栓を整備するにあたり水道事業者に一定額を負担する。

476防災対策一般経費
地域防災
室

一般 08 01 04 11,849 0 0 0 1 11,848 12,448 △ 599
災害対策本部設置時にかかる諸経費や、防災業務運営にかかる通信運搬
費、防災ヘリコプター運営負担金や三重県防災行政無線運営協議会負担金な
どの一般事務経費

477防災施設管理運営費
地域防災
室

一般 08 01 04 607 0 0 0 3 604 421 186所管の防災施設（５施設）における維持管理経費

478
防災行政無線管理運
営費

地域防災
室

一般 08 01 04 29,760 0 0 0 0 29,760 28,088 1,672

防災行政無線にかかる維持管理経費�
デジタル同報系設備保守点検業務、アナログ再送信設備保守点検業務委託、
戸別受信機設置調査、電波利用料、通信運搬費など通常の維持管理にかか
る経費

479
災害時備蓄食糧整備
事業

地域防災
室

一般 08 01 04 3,000 0 0 0 3,000 0 3,000 0

三重県地域防災計画被害想定調査結果に基づき、東海地震、東南海・南海地
震が同時発生した場合の人的被害を想定し、被災者等の食糧（３日分）の備蓄
を進める。�
平成25年度備蓄分11,360食　内訳、食糧（アルファ米アレルギー対応）400食、
（アルファ米50食タイプ）1,600食、（カンパン）9,360食、飲料水（アルファ米用）
420リットル

480
災害対策用避難所運
営用品購入事業

地域防災
室

一般 08 01 04 4,210 0 2,100 0 0 2,110 4,891 △ 681

市指定避難所内に避難所運営用品を備蓄することにより、速やかに避難所を
開設し、初動時から避難者の安心・安全を確保する。�
また、孤立化防止対策として、衛星携帯電話を配備する。�
避難所生活用間仕切セット　一式　５箇所�
衛星携帯電話・発電機の孤立化防止対策用備品　２セット�

481防災訓練事業
地域防災
室

一般 08 01 04 848 0 0 0 0 848 812 36

地域住民の防災意識の高揚と防災力の向上を図る。また、市職員の災害対応
力の向上を図る。�
国府海岸観光客防災訓練、防災訓練、避難所運営訓練、図上訓練の実施な
ど

482
災害時要援護者宅家
具固定事業

地域防災
室

一般 08 01 04 406 0 200 0 0 206 356 50

災害時要援護者宅の家具固定を行うことにより災害時要援護者宅の地震に対
する安全性の向上を図り、地震発災時の人的被害を軽減する。�
事業対象者は、満65歳以上高齢者のみの世帯、障がい者のみの世帯、知的
障がい者のみの世帯であり、固定する家具は１世帯３台までで、募集定数は５
０世帯である。
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483
防災技術指導員配置
事業

地域防災
室

一般 08 01 04 3,169 0 0 0 0 3,169 3,169 0

志摩市でも、近い将来に発生が危惧される東海、東南海・南海地震による大地
震の脅威にさらされている。そのために市の実践的な防災力向上のために、
防災訓練の充実、自主防災組織の強化並びに地震・風水害等への防災対応
力の高揚を図ることが重要となる。�
市では、防災知識・防災対策など経験豊富な人材を、防災技術指導員として配
置する。�
業務内容は、津波避難計画の策定業務、地域防災計画の見直し業務、防災訓
練・図上訓練の技術指導、ハザードマップ見直しに伴うワークショップの実施、
職員への防災研修、広報の原稿作成、市民対象の防災講演会など防災に関
する普及啓発業務を実施する。

484
自主防災組織育成事
業

地域防災
室

一般 08 01 04 ○ 70 0 0 0 0 70 0 70
自主防災組織等の指導的立場にある方を対象として、防災に関する知識・技
能を習得することと、その役割についての自覚を高め、地域における自主防災
活動活性化のための人材育成を図ることを目的とした研修会の開催をする。

485
地震・津波避難対策
整備事業

地域防災
室

一般 08 01 04 8,401 0 4,246 0 0 4,155 3,953 4,448

津波浸水区域に隣接し、500ｍ以内の距離に設置する津波避難路及びその周
辺の安全性並びに避難体制を確保するための事業を実施する。�
安全柵工L=125m、避難階段工（擬木）L=10ｍ、避難階段工（コンクリート）A=20
㎡、ハザードマップ看板設置、耐震シェルター設置事業補助金5世帯

486
国府地区避難施設整
備事業

地域防災
室

一般 08 01 04 35,713 0 14,003 20,200 0 1,510 37,328△ 1,615

国府地区の小学校等の公共施設は津波浸水区域にあるため、避難所として活
用できないため、高台の用地買収を行い、児童、園児や高齢者等の避難施設
として建設事業を実施する。�
用地買収面積：1,256㎡、用途：避難所兼防災倉庫、構造：鉄骨造平屋、面積：
134.14㎡

487
浜島地区津波避難施
設整備事業

地域防災
室

一般 08 01 04 ○ 51,353 0 15,000 34,500 0 1,853 0 51,353

浜島地区は低標高地に住宅が密集しとっさに逃げる高台が少ない。よって、付
近の市有地に津波避難施設（津波避難タワー）を建設して、津波来襲時におけ
る緊急避難施設として人的被害を減らす。�
�用途：津波避難施設（津波避難タワー）�
構造：鉄骨造�
建築面積：約200㎡

488国民保護対策経費
地域防災
室

一般 08 01 04 6 0 0 0 0 6 6 0志摩市国民保護協議会開催時の委員報酬

489教育委員会一般経費
教育総務
課

一般 09 01 01 310 0 0 0 0 310 295 15県・東海北陸・全国の教育委員会の連携を図るため、負担金等の経費

490教育長交際費
教育総務
課

一般 09 01 01 30 0 0 0 0 30 30 0
児童生徒等の全国大会出場などに奨励金を出すことで、学習やスポーツの振
興を図る。

491教育委員活動経費
教育総務
課

一般 09 01 01 3,212 0 0 0 0 3,212 3,200 12
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２条の規定により設置された教
育委員会の委員の活動経費を負担する。

492事務局総務一般経費
教育総務
課

一般 09 01 02 652 0 0 0 192 460 2,957△ 2,305教育委員会事務局の一般経費

493奨学金貸与事業
教育総務
課

一般 09 01 02 207 0 0 0 0 207 208 △ 1

経済的理由により修学困難な者に対し奨学基金から奨学金を貸与し、修学の
機会を広め、将来社会に有用な人材を育成する。�
選定は奨学生選考委員会にて決定し、新規及び継続の申込みのあった者に
対し、次の額を４期に分けて貸与する。（高校月額20,000円、専修・大学等月額
30,000円）

494
通学専用バス運行費
助成事業

教育総務
課

一般 09 01 02 1,500 0 0 0 0 1,500 1,500 0

浜島、志摩、大王、阿児町在住の学生に対し、伊勢方面の高校及び志摩高校
への通学手段を、定期便だけでなく専用バスの運行で確保する。これらは、利
便性の向上や非行防止、また保護者の経済的軽減などを図ることを目的とす
る。
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495
事務局学事庶務一般
経費

学校教育
課

一般 09 01 02 3,635 0 0 0 0 3,635 2,132 1,503
小中学校・幼稚園の学事庶務全般にかかる一般事務経費�
学校区管理用住民情報照会システム委託料など

496
スクールバス運行管
理事業

学校教育
課

一般 09 01 02 3,293 0 0 0 0 3,293 3,318 △ 25

平成２２年４月に開校した浜島小学校の遠距離通学者や学校再編により閉校
となる校区からの通学者に対しスクールバスを運行し、遠距離通学となる児童
生徒の安心・安全な通学路を確保する。�
スクールバス運行管理業務委託料など

497学校保健事業
学校教育
課

一般 09 01 02 2,839 0 0 0 0 2,839 2,886 △ 47
学校保健全般にかかる事業費�
学校保健安全法の規定により義務付けられている教職員健康診断、翌年度就
学予定児童を対象とした就学時健康診断の実施など

498事務局指導一般経費
学校教育
課

一般 09 01 02 8,977 0 0 0 0 8,977 20,465△ 11,488小中学校及び幼稚園における指導事務全般にかかる一般事務経費

499職場体験事業
学校教育
課

一般 09 01 02 640 0 0 0 0 640 720 △ 80
自分の将来の生き方や進路を模索し始める中学2年生を対象に、学校、家庭、
地域社会が一丸となって地域ぐるみで職場体験活動を実施することで、「地域
の子どもは地域で育てる」という気運を高める。

500外国語指導助手事業
学校教育
課

一般 09 01 02 16,733 0 0 0 0 16,733 20,580△ 3,847

主に中学校において、国際化に対応できる外国語教育を実施するため、ＡＬＴ
を適性に配置して語学指導の充実を図るとともに、英語の発音や英会話等の
コミュニケーション能力の育成や英語圏の文化にも触れながら、国際色豊かな
人間性を養う。

501
授業研究指定校モデ
ル事業

学校教育
課

一般 09 01 02 600 0 0 0 0 600 950 △ 350

志摩市の子どもの「学び」を実現するために、その第一歩として「学び」の基礎・
基本となる教科の学習を充実させるため、志摩市における授業研究校を指定
し、教職員の教科における授業力の基礎・基本を見直す。�
それぞれの指定校には指導主事が継続的に指導に入り、研究事業と授業検
討会を主とした研究発表会を実施する。

502教育特区管理経費
学校教育
課

一般 09 01 02 147 0 0 0 0 147 147 0
「伊勢志摩インターネット高校特区」で志摩市が認可している学校設置会社の
評価及び指導にかかる経費

503学べる里海推進事業
学校教育
課

一般 09 01 02 350 0 0 0 200 150 350 0

里海の概念や自然の持っている機能の保全と自然を利用するために必要な取
組等の理解を深め、地域の産業後継者や環境保全に貢献できる人材を育成
するための教育活動に補助を行う。�
体験的な学習や地域の海・山・川や「知識・技能」を有する地域の人々及び環
境保全に携わる人々と連携した学習や、志摩市の特産物である真珠・あおさ・
カキ養殖等の水産業の学習を計画する。

504
社会科副読本編集事
業

学校教育
課

一般 09 01 02 1,898 0 0 0 0 1,898 0 1,898
小学校３、４年生の児童が社会科の時間に主たる教材としての教科書を補う教
材として使用する社会科副読本について、平成２１年度に初版されたものを最
新の資料に改定する。

505夢の教室開催事業
学校教育
課

一般 09 01 02 ○ 300 0 0 0 0 300 0 300

Jリーグやなでしこジャパンなど、日本代表として活躍している新旧選手が「夢
先生」として小学校の教壇に立ち、「フェアプレー精神」や「夢を持つことの素晴
らしさ」、「それに向かって努力することの大切さ」、「失敗や挫折に負けない心
の強さ」を子どもたちに伝える。�
�　対象：小学校５年生

506
情報システム管理一
般経費

学校教育
課

一般 09 01 02 11,710 0 0 0 0 11,710 35,529△ 23,819教育情報システムの管理一般経費

507小学校総務一般経費
教育総務
課

一般 09 02 01 3,300 0 0 0 1 3,299 3,319 △ 19
小学校の安全な運営に必要となる経費を計上する。�
備品の修繕料や検査手数料、用地借上料など

508小学校管理運営費
教育総務
課

一般 09 02 01 32,693 0 0 0 0 32,693 35,298△ 2,605
志摩市内の小学校施設における日常的な修繕や法令に基づく定期検査等の
施設維持管理経費

509
小学校学事庶務一般
経費

学校教育
課

一般 09 02 01 78,559 0 0 0 450 78,109 78,833 △ 274
小学校の管理運営にかかる経常的経費�
消耗品費、光熱水費、通信運搬費、コピー使用料、用務員賃金など
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510
小学校課外活動支援
事業

学校教育
課

一般 09 02 01 4,312 0 0 0 0 4,312 4,233 79
社会見学、学校水泳、他校との交流・交歓学習等を実施するために要する経
費や児童が各種コンクール等に参加する場合の経費などに対し補助金を交付
し、児童の課外活動を支援する。

511小学校保健一般経費
学校教育
課

一般 09 02 01 848 0 0 0 0 848 876 △ 28
小学校の保健事業にかかる一般経費�
学校環境衛生検査手数料、医薬材料費（保健室に常備する包帯、ガーゼなど
の保健衛生消耗品や薬品類）

512校医等報酬経費
学校教育
課

一般 09 02 01 11,430 0 0 0 0 11,430 11,528 △ 98
児童の健康診断及び健康維持に必要な学校医等（内科医、眼科医、歯科医、
薬剤師）の報酬経費

513
小学校健康診断等関
係経費

学校教育
課

一般 09 02 01 1,819 0 0 0 0 1,819 1,963 △ 144
学校保健安全法の規定により義務付けられている児童の健康診断等にかか
る経費

514
小学校教育用パソコ
ン管理経費

学校教育
課

一般 09 02 01 739 0 0 0 0 739 739 0小学校ＰＣ教室端末の維持管理にかかる一般経費

515
小学校介助員等配置
事業

学校教育
課

一般 09 02 01 72,661 0 0 0 0 72,661 68,190 4,471

特別支援学級の対象児童や普通学級における要支援対象児童を支援するた
めに、生活面でのサポートを行う介助員、学習面でのサポートを行う学習支援
教員を配置する。�
介助員は、学級担任教諭と連携して次に掲げる職務に従事する。�
(1)　学校内での受入れと見送り   (2)　授業中の援助�
(3)　休憩時間等における指導補助 (4)　校外学習、学校行事に参加への介助�
(5)　給食の運搬と食事の介助     (6)　排せつ行動の介助�
(7)　特別教室への移動介助       (8)　児童の衣服の着脱介助�
(9)　その他、必要な生活介助�
学習支援教員は、該当学年児童の学習指導及び生活指導等すべての教育活
動について、当該学年の学級担任の職務を助ける。

516
小学校通学安全対策
助成事業

学校教育
課

一般 09 02 01 492 0 0 0 0 492 352 140
児童の通学時の安全を確保するため、自転車通学用ヘルメット購入経費及び
遠距離通学者の通学費の一部に対し補助金を交付する。

517小学校再編準備経費
学校教育
課

一般 09 02 01 1,000 0 0 0 0 1,000 0 1,000
学校再編により閉校・統合開校する小学校にかかる準備経費�
旧学校閉校事業補助金（閉校する小学校の記念誌作成、閉校記念品等にか
かる費用に対し補助金を交付する。）など

518小学校備品購入事業
教育総務
課

一般 09 02 02 5,392 364 0 0 500 4,528 5,448 △ 56
児童の教育活動を充実させるため、机・椅子などの備品やその他図書等を購
入し、健全で有効な学校運営を図る。

519小学校就学援助経費
学校教育
課

一般 09 02 02 26,826 1,100 0 0 0 25,726 26,102 724

就学困難な児童及び生徒に係る就学援助についての国の援助に関する法
律、学校給食法等により行う就学援助、特別支援学級に在籍する児童の保護
者の経済的負担を軽減するために行う就学奨励にかかる経費�
就学援助費の対象となる費目は、給食費、学用品費、通学用品費、校外活動
費など

520小学校教材購入経費
学校教育
課

一般 09 02 02 4,874 0 0 0 0 4,874 4,944 △ 70
小学校の授業や教育活動で使用する教材にかかる経費�
教材用消耗品費

521小学校災害共済事業
学校教育
課

一般 09 02 02 5,256 0 0 0 3,000 2,256 5,367 △ 111
学校の管理下において児童が災害に遭った場合に備えて加入する災害共済
給付制度にかかる事業費�
独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済掛金、災害給付金

522
和具小学校校舎大規
模改造事業

教育総務
課

一般 09 02 03 4,355 0 0 4,100 0 255 3,887 468
昭和３９年建築、ＲＣ造２階建て９９１㎡及び昭和５６年建築ＲＣ造３階建て３，１
５２㎡の老朽化の激しい和具小学校校舎での教育環境を改善するために大規
模改造、耐震補強工事の実施設計を実施する。

523
阿児町東部地区小学
校建設事業

教育総務
課

一般 09 02 03 ○ 19,218 0 0 17,600 0 1,618 0 19,218
立神・志島・甲賀・国府・安乗小学校を再編し、低地にある施設を高台へ移設し
新しい統合小学校を開設し児童の学校における安全の確保と円滑な教育活動
の実施を図る。

524中学校総務一般経費
教育総務
課

一般 09 03 01 2,071 0 0 0 0 2,071 2,068 3
中学校の安全な運営に必要となる経費�
備品の修繕料や検査手数料、用地借上料など
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525中学校管理運営費
教育総務
課

一般 09 03 01 20,887 0 0 0 0 20,887 23,688△ 2,801
志摩市内の中学校施設における日常的な修繕や法令に基づく定期検査等の
施設維持管理経費

526
中学校学事庶務一般
経費

学校教育
課

一般 09 03 01 40,915 0 0 0 275 40,640 49,180△ 8,265
中学校の管理運営にかかる経常的経費�
消耗品費、光熱水費、通信運搬費、コピー使用料、用務員賃金など

527
中学校課外活動支援
事業

学校教育
課

一般 09 03 01 15,589 0 0 0 0 15,589 17,584△ 1,995
体験学習、他校との交流学習等を実施するために要する経費や生徒が部活
動の大会、各種コンクール等に参加する場合の経費などに対し補助金を交付
し、生徒の課外活動を支援する。

528中学校保健一般経費
学校教育
課

一般 09 03 01 413 0 0 0 0 413 475 △ 62
中学校の保健事業にかかる一般経費�
学校環境衛生検査手数料、医薬材料費（保健室に常備する包帯、ガーゼなど
の保健衛生消耗品や薬品類）

529校医等報酬経費
学校教育
課

一般 09 03 01 5,754 0 0 0 0 5,754 6,792△ 1,038
生徒の健康診断及び健康維持に必要な学校医等（内科医、眼科医、歯科医、
薬剤師）の報酬経費

530
中学校健康診断等関
係経費

学校教育
課

一般 09 03 01 1,375 0 0 0 0 1,375 1,628 △ 253
学校保健安全法の規定により義務付けられている生徒の健康診断等にかか
る経費

531
中学校教育用パソコ
ン管理経費

学校教育
課

一般 09 03 01 362 0 0 0 0 362 394 △ 32中学校ＰＣ教室端末の維持管理にかかる一般経費

532
中学校介助員等配置
事業

学校教育
課

一般 09 03 01 29,667 0 0 0 0 29,667 19,472 10,195

特別支援学級の対象生徒や普通学級における要支援対象生徒を支援するた
めに、生活面でのサポートを行う介助員、学習面でのサポートを行う学習支援
教員を配置する。�
介助員は、学級担任教諭と連携して次に掲げる職務に従事する。�
(1)　学校内での受入れと見送り   (2)　授業中の援助�
(3)　休憩時間等における指導補助 (4)　校外学習、学校行事に参加への介助�
(5)　給食の運搬と食事の介助     (6)　排せつ行動の介助�
(7)　特別教室への移動介助       (8)　生徒の衣服の着脱介助�
(9)　その他、必要な生活介助�
学習支援教員は、該当学年生徒の学習指導及び生活指導等すべての教育活
動について、当該学年の学級担任の職務を助ける。

533
中学校通学安全対策
助成事業

学校教育
課

一般 09 03 01 4,196 0 0 0 0 4,196 2,510 1,686
生徒の通学時の安全を確保するため、自転車通学用ヘルメット購入経費及び
遠距離通学者の通学費の一部に対し補助金を交付する。

534中学校生徒送迎事業
学校教育
課

一般 09 03 01 7,734 3,866 0 0 0 3,868 0 7,734中学校を統合されたことにより遠距離通学となる生徒の送迎を行う。

535中学校再編準備経費
学校教育
課

一般 09 03 01 7,549 0 0 0 0 7,549 5,333 2,216
学校再編により閉校・統合開校する中学校にかかる準備経費�
統合開校する中学校の旧学校閉校事業補助金（閉校する中学校の記念誌作
成、閉校記念品等にかかる費用に対し補助金を交付する。）

536中学校備品購入事業
教育総務
課

一般 09 03 02 3,495 278 0 0 0 3,217 3,727 △ 232
生徒の教育活動を充実させるため、机・椅子などの備品やその他図書等を購
入し、健全で有効な学校運営を図る。

537中学校就学援助経費
学校教育
課

一般 09 03 02 32,003 976 0 0 0 31,027 30,101 1,902

就学困難な児童及び生徒に係る就学援助についての国の援助に関する法
律、学校給食法等により行う就学援助、特別支援学級に在籍する生徒の保護
者の経済的負担を軽減するために行う就学奨励にかかる経費�
就学援助費の対象となる費目は、給食費、学用品費、通学用品費、校外活動
費など

538中学校教材購入経費
学校教育
課

一般 09 03 02 4,470 0 0 0 0 4,470 5,047 △ 577
中学校の授業や教育活動で使用する教材にかかる経費�
教材用消耗品費

539中学校災害共済事業
学校教育
課

一般 09 03 02 6,388 0 0 0 5,000 1,388 6,473 △ 85
学校の管理下において生徒が災害に遭った場合に備えて加入する災害共済
給付制度にかかる事業費�
独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済掛金、災害給付金

540
文岡中学校校舎改修
事業

教育総務
課

一般 09 03 03 ○ 2,926 0 0 2,700 0 226 0 2,926
学校再編後に使用する学校となっていることから、危険及び老朽箇所の改修
工事を実施し、安全で安心な教育環境をするため、改修工事実施設計業務を
実施する。
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541幼稚園総務一般経費
教育総務
課

一般 09 04 01 655 0 0 0 0 655 1,020 △ 365
幼稚園の安全な運営に必要となる経費�
備品の修繕料や検査手数料、用地借上料など

542幼稚園管理運営費
教育総務
課

一般 09 04 01 4,869 0 0 0 0 4,869 5,287 △ 418
志摩市内の幼稚園施設における日常的な修繕や法令に基づく定期検査等の
施設維持管理経費

543幼稚園備品購入事業
教育総務
課

一般 09 04 01 719 0 0 0 0 719 581 138
園児の保育活動を充実させるため保育備品やその他図書等を購入し、健全で
有効な幼稚園運営を図る。

544
幼稚園学事庶務一般
経費

学校教育
課

一般 09 04 01 13,319 205 0 0 12,435 679 13,472 △ 153
幼稚園の管理運営にかかる経常的経費�
消耗品費、光熱水費、通信運搬費、コピー使用料、用務員賃金など

545臨時教諭等賃金
学校教育
課

一般 09 04 01 24,613 0 0 0 8,134 16,479 8,809 15,804
臨時教諭等（幼稚園教諭、教諭補助員、預かり保育補助員）の配置にかかる
賃金

546幼稚園保健一般経費
学校教育
課

一般 09 04 01 182 0 0 0 0 182 182 0
幼稚園の保健事業にかかる一般経費�
学校環境衛生検査手数料、医薬材料費（保健室に常備する包帯、ガーゼなど
の保健衛生消耗品や薬品類）

547園医等報酬経費
学校教育
課

一般 09 04 01 2,961 0 0 0 0 2,961 3,111 △ 150
園児の健康診断及び健康維持に必要な園医等（内科医、眼科医、歯科医、薬
剤師）の報酬経費

548
幼稚園健康診断等関
係経費

学校教育
課

一般 09 04 01 177 0 0 0 0 177 188 △ 11
学校保健安全法の規定により義務付けられている園児の健康診断等にかか
る経費

549
幼稚園介助員等配置
事業

学校教育
課

一般 09 04 01 21,829 0 0 0 8,387 13,442 21,908 △ 79

特別に支援を要する幼児を支援するために、生活面でのサポートを行う介助
員を配置する。�
介助員は、学級担任教諭と連携して次に掲げる職務に従事する。�
(1)　園内での受入れと見送り�
(2)　授業中の援助�
(3)　休憩、自由時間等における指導補助�
(4)　園外学習、園行事に参加への介助�
(5)　給食の運搬と食事の介助�
(6)　排せつ行動の介助�
(7)　特別教室への移動介助�
(8)　幼児の衣服の着脱介助�
(9)　その他、必要な生活介助

550幼稚園災害共済事業
学校教育
課

一般 09 04 01 427 0 0 0 300 127 435 △ 8
幼稚園の管理下において園児が災害に遭った場合に備えて加入する災害共
済給付制度にかかる事業費�
独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害共済掛金、災害給付金

551社会教育一般経費
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 1,303 0 0 0 0 1,303 529 774社会教育の振興・発展にかかる一般事務経費

552社会教育委員経費
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 173 0 0 0 0 173 173 0
社会教育法第15条第1項の規定に基づいて社会教育委員を設置し、社会教育
に関する諸計画の立案や教育委員会の諮問に応じて意見を述べることなどに
より、志摩市における社会教育の振興・発展を図る。

553社会教育関係補助金
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 555 0 0 0 0 555 625 △ 70
社会教育関係団体に補助金を交付して組織の存続・発展や組織活動の活性
化を促し、ひいては社会教育の振興に寄与することを目的とする。�
対象：志摩市女性の会連合会

554成人式開催事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 797 0 0 0 0 797 793 4

20歳という節目を迎えた青年に対して成人式を開催することにより、あらためて
これからの生きがいや人生設計を考えるきっかけとしてもらうとともに、市内各
地区の同世代とのふれあいの中で団結や連帯感を高めてもらい、地域の青年
層の活性化を図る。�
事業内容：式典及び記念写真撮影等
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555
青少年補導センター
事業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 1,061 0 0 0 0 1,061 1,077 △ 16

関係機関及び団体等と協力体制を確立し、問題青少年及び青少年非行集団
の早期発見、早期補導情報及び資料の整備等、青少年の非行防止に必要な
業務を行うことにより、青少年の健全な育成保護を図る。�
早期発見活動として各地区での街頭・巡回補導、合同補導の実施、早期補導
活動に向けた全体会議の実施など

556青少年育成事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 1,278 0 0 0 0 1,278 1,199 79

青少年の健全育成に向けた事業の実施を地域の団体に委託することにより、
地域の実情に即したきめ細やかな事業が展開され、それらの活動が次代を担
う子どもたちの健やかな成長に寄与することを目的とする。�
対象：志摩市青少年育成市民会議

557
青少年育成関係補助
金

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 518 0 0 0 0 518 1,623△ 1,105
社会教育関係団体に補助金等を交付して組織の存続・発展、組織活動の活性
化を促し、ひいては社会教育の振興に寄与することを目的とする。�
対象：青少年育成市民会議

558
しまこどもセンター事
業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 01 482 0 0 0 0 482 520 △ 38

学校・関係機関・各種団体が連携・協力を行い、安全・安心な活動拠点（居場
所）を確保するとともに、様々な体験活動や地域住民との多彩な交流活動を実
施することにより、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環
境づくりを推進することを図る。�
しまこどもセンター活動推進協議会による事業計画等の策定・検証、各種活動
の広報・周知など

559文化財保存一般経費
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 995 0 0 0 0 995 999 △ 4
現在まで受け継がれてきた市の大事な文化財を、後世に残していくため、ま
た、その活用を図っていくため、その保存活用に必要な一般経費

560
文化財保存関係補助
金

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 1,020 0 0 0 0 1,020 1,045 △ 25

市内に受け継がれている伝統文化（行事）の保存・継承のため、また、後継者
育成を図るため補助金を各保存団体へ支出する。�
　国指定　安乗の人形芝居、安乗中学校文楽クラブ�
　県指定　波切のわらじ曳き�
　　〃　　大般若経（片田、立神）�
　　〃　　ささら踊り（立神）・・実施年度のみ補助

561
埋蔵文化財範囲確認
調査事業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 105 0 0 0 0 105 200 △ 95

埋蔵文化財包蔵地への開発行為等に伴う範囲確認調査（試掘）は、当該市町
村の負担により行うことになっているため、市の埋蔵文化財保護行政の円滑な
実施と迅速な調査の遂行のために範囲確認調査（試掘）を実施する。�
事業主体は、志摩市教育委員会である。調査の実施場所については、開発申
請が出された埋蔵文化財包蔵地となる。

562民俗芸能伝承事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 216 0 0 0 0 216 226 △ 10
国指定重要無形民俗文化財である『磯部の御神田』の保存・伝承を図っていく
ため、指導者への謝金や当日の運営に関する必要な経費

563遺跡発掘調査等事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 2,602 1,250 320 0 0 1,032 5,265△ 2,663
崩落の可能性があり緊急を要する塚穴古墳の石室内の発掘調査、測量調査
を行い記録保存を図る。（Ｈ２４年度からの継続事業）�

564
埋蔵文化財等整理事
業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 3,580 0 3,580 0 0 0 0 3,580

市内の遺跡で発見された遺物の整理（遺物洗浄、遺物ラベルの作成、注記、
分類、実測、収納作業など）と歴史資料、民俗資料の整理（ラベルの作成、写
真撮影、大きさの実測など）、及び台帳整理などを行う。また、古墳や歴史的建
造物などの環境整備を行う。

565文化振興関係補助金
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 02 1,700 0 0 0 0 1,700 1,792 △ 92
市の地域文化の創造と振興を図ることを目的に、文化活動団体への支援とし
て補助金を支出する。�
対象：文化協会

566
志摩文化会館管理運
営費

教育委員
会志摩分
室

一般 09 05 03 13,006 0 0 0 1,205 11,801 13,866 △ 860志摩文化会館の管理運営に係る維持管理経費
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567
阿児アリーナ管理運
営費

阿児ア
リーナ

一般 09 05 04 26,814 0 0 0 5,870 20,944 24,768 2,046阿児アリーナの管理運営に係る維持管理経費

568自主文化事業
阿児ア
リーナ

一般 09 05 04 1,750 0 0 0 1,750 0 0 1,750

三井住友海上文化財団助成による「地域住民のためのコンサート」、財団法人
自治総合センター助成による「宝くじ文化公演」、白子高等学校吹奏楽部コン
サート及び伊勢管弦楽団コンサートの各公演を阿児アリーナにおいて開催す
る。

569
磯部生涯学習セン
ター管理運営費

教育委員
会磯部分
室

一般 09 05 05 21,426 0 0 0 950 20,476 21,912 △ 486磯部生涯学習センター及び施設全体における維持管理経費

570公民館管理運営費
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 06 17,776 0 0 0 1,173 16,603 18,526 △ 750

社会教育法に基づき、市民の実際生活に即する教育、学術及び文化に関する
各種の事業を行い、市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生
活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的として設置する。�
施設管理、教室・講座の開催、公民館の利用及び貸館など

571公民館講座開催事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 06 3,545 0 0 0 870 2,675 3,590 △ 45
社会教育法に基づいて設置している公民館において、市民の教養の向上、健
康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与する
ことを目的として生涯学習講座を開催する。

572図書館管理運営費
市立図書
館

一般 09 05 07 28,574 0 0 0 25 28,549 29,922△ 1,348市立図書館の維持管理経費

573
歴史民俗資料館管理
運営費

歴史民俗
資料館

一般 09 05 07 6,927 0 0 0 581 6,346 6,604 323歴史民俗資料館の管理運営に係る維持管理経費

574人権教育一般経費
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 08 2,244 0 0 0 0 2,244 2,110 134
人権教育にかかる社会教育指導員の報酬や消耗品等人権教育にかかる一般
事務経費

575人権教育関係補助金
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 08 700 0 0 0 0 700 960 △ 260

人権教育に携わる全ての教育・保育関係職員及び行政職員の人権問題への
正しい認識と差別を無くすための実践力を高めるため、人権教育の研修、実践
を推進する経費の一部を補助する。�
対象：志摩市人権教育研究会

576
人権感覚あふれる学
校づくり支援事業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 08 824 0 0 0 0 824 760 64

各中学校区に人権教育を実践するための事業を委託することにより、人権教
育推進計画に基づいた活動の積極展開と、学校・地域・保護者が連携した人
権教育推進体制構築の推進を図ることを目的とし、各中学校区を単位として校
区内連携を図る代表校を定め、人権教育の実践及び研修活動を委託する。

577人権講座開催事業
生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 08 104 0 0 0 0 104 104 0
地域における人権文化の育成と、あらゆる人権課題の解決を目指し、市民を
対象に人権に関する研修講座・講演会を実施する。�
研修内容は、人権をテーマに設定し、バラエティに富んだ講師陣を確保する。

578
しまふれあい人権
フォーラム事業

生涯学習
人権教育
課

一般 09 05 08 504 0 0 0 0 504 404 100

人権に関する自らの体験や考えを発表する総合的な活動の場において、児童
生徒のさらなる人権感覚の向上をねらうためのフォーラムを実施する。�
小中学校の児童生徒による作文発表及び意見交流(小・中別会場で同時開催
予定)

579
教育集会所管理運営
費

迫間教育
集会所

一般 09 05 09 4,255 0 0 0 0 4,255 4,164 91迫間教育集会所における維持管理経費

580人権学習会事業
迫間教育
集会所

一般 09 05 09 614 0 0 0 0 614 825 △ 211

児童生徒が互いの生活のことや思いを出し合い、生き方を考えることで、それ
ぞれの社会的立場を自覚する。また、共に支えあう仲間としてのつながりを深
め、部落差別をはじめとする様々な差別をなくすための「解放の力」を培うこと
を目的とするとともに、学習に取り組む習慣を養い、進路への希望を持たせる
ため、人権学習会等を実施する。

581
スポーツ推進一般経
費

スポーツ
食育課

一般 09 06 01 2,114 0 0 0 85 2,029 2,241 △ 127
スポーツ推進委員及びスポーツ推進審議会等のスポーツ推進に係る一般事
務経費
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582スポーツ振興補助金
スポーツ
食育課

一般 09 06 01 4,490 0 0 0 0 4,490 4,590 △ 100
市のスポーツ振興を担う各種団体及び全国大会等へ出場する選手の支援を
行う。

583
統合型地域スポーツ
クラブ育成事業

スポーツ
食育課

一般 09 06 01 2,080 0 0 0 0 2,080 4,000△ 1,920市内各地域のスポーツ振興を担う総合型地域スポーツクラブの支援を行う。

584
美し国三重市町対抗
駅伝事業

スポーツ
食育課

一般 09 06 01 700 0 0 0 0 700 700 0
美し国三重市町対抗駅伝に出場する志摩市代表チームの選手選考及び選手
強化及び大会参加事務等を行う。

585
スポーツ教室開催事
業

スポーツ
食育課

一般 09 06 01 1,000 0 0 0 0 1,000 1,000 0

トップレベルの競技スポーツに親しむ機会の提供と競技力向上を支援すること
を目的に、志摩市出身のバレーボール選手である山口舞選手が所属する「V
リーグ岡山シーガルズ」を招いて、小中学生等を対象としたバレーボール教室
を開催する。

586
浜島ふるさと公園管
理運営費

浜島Ｂ＆
Ｇ海洋セ
ンター

一般 09 06 02 2,878 0 0 0 725 2,153 3,078 △ 200浜島ふるさと公園における維持管理経費

587
志摩総合スポーツ公
園管理運営費

志摩Ｂ＆
Ｇ海洋セ
ンター

一般 09 06 02 1,472 0 0 0 0 1,472 1,931 △ 459志摩総合スポーツ公園の指定管理者制度による運営及び維持管理経費

588
長沢野球場管理運営
費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 3,997 0 0 0 595 3,402 3,471 526長沢野球場における維持管理経費

589
阿児テニスコート管理
運営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 1,284 0 0 0 360 924 1,451 △ 167阿児ふるさと公園（多目的グラウンド及びテニスコート）における維持管理経費

590
賢島スポーツガーデ
ン管理運営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 2,094 0 0 0 0 2,094 2,094 0賢島スポーツガーデンの指定管理者制度による運営及び維持管理経費

591
長沢運動公園グラウ
ンド管理運営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 286 0 0 0 12 274 415 △ 129長沢運動公園グラウンドの維持管理経費

592
磯部ふれあい公園管
理運営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 22,315 0 0 0 0 22,315 22,307 8
磯部ふれあい公園及び磯部プールの指定管理者制度による運営及び維持管
理経費

593
迫塩社会体育館管理
運営費

浜島Ｂ＆
Ｇ海洋セ
ンター

一般 09 06 02 673 0 0 0 39 634 676 △ 3迫塩社会体育館における維持管理経費

594
学校体育施設管理運
営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 02 2,265 0 0 0 2,265 0 2,365 △ 100学校体育施設の社会体育開放利用に伴う維持管理経費

595学校給食一般経費
スポーツ
食育課

一般 09 06 03 486 0 0 0 200 286 584 △ 98学校における食育及び学校給食に係る一般事務経費

596
学校給食食物アレル
ギー対応事業

スポーツ
食育課

一般 09 06 03 5,767 0 5,767 0 0 0 10,938△ 5,171
食物アレルギーを持つ子どもたちへの学校給食における対応として、専用の
職員を雇用することで、多種にわたるアレルギー対応食（除去食・代替食）を間
違いなく調理し、確実に学校へ届ける。

597
浜島給食センター管
理運営費

浜島学校
給食セン
ター

一般 09 06 03 10,084 0 0 0 4,569 5,515 25,002△ 14,918浜島学校給食センターにおける維持管理運営経費

598
大王給食センター管
理運営費

大王学校
給食セン
ター

一般 09 06 03 14,002 0 0 0 7,375 6,627 41,768△ 27,766大王学校給食センターにおける維持管理運営経費

599
志摩給食センター管
理運営費

志摩学校
給食セン
ター

一般 09 06 03 31,638 0 0 0 13,940 17,698 69,102△ 37,464志摩学校給食センターにおける維持管理運営経費

600
阿児給食センター管
理運営費

阿児学校
給食セン
ター

一般 09 06 03 48,939 0 0 0 35,121 13,818131,319△ 82,380阿児学校給食センターにおける維持管理運営経費
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601
磯部給食センター管
理運営費

磯部学校
給食セン
ター

一般 09 06 03 17,354 0 0 0 10,125 7,229 49,236△ 31,882磯部学校給食センターにおける維持管理運営経費

602
学校給食センター整
備事業

スポーツ
食育課

一般 09 06 03 50,000 0 0 47,500 0 2,500 0 50,000

既存の５つの給食センターは、老朽化が著しく、「学校給食衛生管理基準」に
対応していない。また、児童生徒数も減少傾向にあり、学校再編計画も進めら
れていることから、市内の小中学校を対象とした学校給食センターを整備す
る。�
同時に、幼稚園と保育所の給食は、専用の給食センターでの調理及び自所調
理とすることにより、給食の味や食材の固さ・大きさなど、年齢差が大きいこと
による問題を解消する。�

603
学校給食センター管
理運営費

スポーツ
食育課

一般 09 06 03 ○ 198,545 0 0 0115,440 83,105 0198,545志摩市内の全小中学校対象の学校給食センターにおける維持管理運営経費

604
浜島海洋センター管
理運営費

浜島Ｂ＆
Ｇ海洋セ
ンター

一般 09 06 04 18,086 0 0 0 1,692 16,394 17,099 987浜島Ｂ＆Ｇ海洋センターにおける維持管理経費

605
志摩海洋センター管
理運営費

志摩Ｂ＆
Ｇ海洋セ
ンター

一般 09 06 04 18,692 0 0 0 0 18,692 10,890 7,802志摩Ｂ＆Ｇ海洋センターの指定管理者制度による運営及び維持管理経費

606
国補農地災害復旧事
業

農林課 一般 10 01 01 1,001 0 500 0 350 151 11 990災害により被災した国庫補助の採択基準に合致した農地を復旧する経費

607
市単農地災害復旧事
業

農林課 一般 10 01 01 10 0 0 0 0 10 10 0災害により被災した国庫補助の採択基準に合致しない農地を復旧する経費

608
国補農業用施設災害
復旧事業

農林課 一般 10 01 02 1,001 0 650 0 175 176 1,001 0
災害により被災した国庫補助の採択基準に合致した農業用施設を復旧する経
費

609
市単農業用施設災害
復旧事業

農林課 一般 10 01 02 10 0 0 0 0 10 10 0
災害により被災した国庫補助の採択基準に合致しない農業用施設を復旧する
経費

610
市単水産業施設災害
復旧事業

水産課 一般 10 01 03 10 0 0 0 0 10 10 0災害時等における施設復旧経費

611
市単土木災害復旧事
業

建設整備
課

一般 10 02 01 10 0 0 0 0 10 10 0志摩市が所管する道路、橋梁等の災害復旧に係る経費

612
市単河川災害復旧事
業

建設整備
課

一般 10 02 02 10 0 0 0 0 10 10 0志摩市が所管する河川等の災害復旧に係る経費

613元金 財政課 一般 11 01 01 2,922,590 0 0 0 35,8582,886,7322,901,92720,663地方債の償還に要する経費のうちの元金分

614利子 財政課 一般 11 01 02 481,740 0 0 0 4,876476,864508,296△ 26,556地方債の償還に要する経費のうちの利子分

615一時借入金利子 出納室 一般 11 01 02 1,500 0 0 0 0 1,500 2,000 △ 500地方自治法第２３５条の３第１項の規定に基づく一時借入金に係る利子分

616公債諸費 財政課 一般 11 01 03 10 0 0 0 0 10 10 0地方債の償還事務に係る債務管理経費

617予備費 財政課 一般 12 01 01 30,000 0 0 0 0 30,000 30,000 0地方自治法第２１７条第１項の規定に基づく予備費

618一般管理費 保険課 国保 01 01 01 22,087 0 0 0 1 22,086 27,099△ 5,012国民健康保険資格・給付業務全般に係る一般事務経費

619連合会負担金 保険課 国保 01 01 02 2,965 0 0 0 0 2,965 3,000 △ 35国民健康保険団体連合会に係る負担金

620賦課徴収費 保険課 国保 01 02 01 19,891 0 0 0 0 19,891 20,494 △ 603国民健康保険税の賦課及び徴収全般に係る一般事務経費

621運営協議会費 保険課 国保 01 03 01 387 0 0 0 0 387 387 0国民健康保険運営協議会の運営に係る一般事務経費
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622趣旨普及費 保険課 国保 01 04 01 197 0 0 0 0 197 197 0国民健康保険全般の普及啓発に係る一般事務経費

623
一般被保険者療養給
付費

保険課 国保 02 01 01 3,933,6001,103,893235,695 02,314,744279,2683,789,300144,300一般被保険者療養給付費事業に係る給付経費

624
退職被保険者等療養
給付費

保険課 国保 02 01 02 309,000 0 0 0200,568108,432349,800△ 40,800退職被保険者等療養給付費事業に係る給付経費

625一般被保険者療養費 保険課 国保 02 01 03 58,000 5,000 0 0 0 53,000 53,300 4,700一般被保険者療養費事業に係る給付経費

626
退職被保険者等療養
費

保険課 国保 02 01 04 3,400 0 0 0 3,400 0 4,400△ 1,000退職被保険者等療養費事業に係る給付経費

627審査支払手数料 保険課 国保 02 01 05 15,282 0 0 0 0 15,282 15,396 △ 114診療報酬明細書審査支払いに係る手数料を支出する。

628
一般被保険者高額療
養費

保険課 国保 02 02 01 481,900 36,000 0 0109,222336,678415,700 66,200一般被保険者高額療養費事業に係る給付経費

629
退職被保険者等高額
療養費

保険課 国保 02 02 02 42,900 0 0 0 42,900 0 45,000△ 2,100退職被保険者等高額療養費事業に係る給付経費

630
一般被保険者高額介
護合算療養費

保険課 国保 02 02 03 600 0 0 0 0 600 550 50一般被保険者高額介護合算療養費事業に係る給付経費

631
退職被保険者等高額
介護合算療養費

保険課 国保 02 02 04 50 0 0 0 0 50 50 0退職被保険者等高額介護合算療養費事業に係る給付経費

632一般被保険者移送費 保険課 国保 02 03 01 1 0 0 0 0 1 1 0一般被保険者移送費に係る給付経費

633
退職被保険者等移送
費

保険課 国保 02 03 02 1 0 0 0 0 1 1 0退職被保険者等移送費に係る給付経費

634出産育児一時金 保険課 国保 02 04 01 26,880 10 0 0 0 26,870 25,200 1,680出産育児一時金に係る給付経費

635
出産育児一時金支払
手数料

保険課 国保 02 04 02 14 0 0 0 0 14 13 1出産育児一時金支払いに係る手数料を支出する。

636葬祭費 保険課 国保 02 05 01 6,500 0 0 0 0 6,500 6,500 0葬祭費に係る給付経費

637後期高齢者支援金 保険課 国保 03 01 01 967,069366,363 80,421 0155,918364,367965,482 1,587後期高齢者支援金に係る負担経費

638
後期高齢者関係事務
費拠出金

保険課 国保 03 01 02 73 0 0 0 0 73 76 △ 3後期高齢者支援金に係る事務費を社会保険診療報酬支払基金に支払う経費

639前期高齢者納付金 保険課 国保 04 01 01 441 0 0 0 441 0 1,018 △ 577前期高齢者納付金に係る負担経費

640
前期高齢者関係事務
費拠出金

保険課 国保 04 01 02 71 0 0 0 71 0 74 △ 3前期高齢者納付金に係る事務費を社会保険診療報酬支払基金に支払う経費

641
老人保健医療費拠出
金

保険課 国保 05 01 01 30 10 2 0 0 18 100 △ 70老人保健に係る拠出金経費

642
老人保健事務費拠出
金

保険課 国保 05 01 02 60 0 0 0 0 60 60 0老人保健拠出金に係る事務費を支払う経費

643介護納付金 保険課 国保 06 01 01 461,461189,198 41,531 0 0230,732465,580△ 4,119介護納付金に係る負担経費

644
高額医療費共同事業
拠出金

保険課 国保 07 01 01 140,029 35,007 35,007 0 0 70,015171,186△ 31,157高額医療費共同事業に係る拠出金経費

645
その他共同事業事務
費拠出金

保険課 国保 07 01 03 3 0 0 0 0 3 3 0退職者医療費共同事業に係る事務費を支払う経費

646
保険財政共同安定化
事業拠出金

保険課 国保 07 01 04 739,901 0 0 0 0739,901706,044 33,857保険財政共同安定化事業に係る拠出金経費
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647特定健康診査事業 保険課 国保 08 01 01 43,371 8,833 8,833 0 1 25,704 38,665 4,706
高齢者の医療の確保に関する法律第２０条の規定により、生活習慣病の発症
や重症化の予防を目的として、４０歳から７４歳までの国保加入者に対し、内臓
脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した健康診査を行う。

648特定保健指導事業
健康推進
課

国保 08 01 01 1,676 0 0 0 0 1,676 1,041 635

特定健康診査の結果をもとに、特定保健指導の必要な対象を抽出し、希望者
に対して保健師、管理栄養士等が行動変容につながる保健指導（積極的支
援、動機づけ支援）を行う。�
特定健診受診者全てに、生活習慣病予防の情報提供を行い、特定健診受診
者が自らの健康状態を把握し、生活習慣病改善や維持をしていくための動機
付けの機会となるような情報提供を行う。

649
生活習慣病予防対策
支援事業

健康推進
課

国保 08 01 01 4,104 3,200 0 0 0 904 4,113 △ 9

国保被保険者の健康保持増進、生活の質の向上をめざし、地域の生活習慣
病の発症や重症化予防について、特定健診結果等を活用して、受診勧奨のた
めの教室を開催するほか、生活習慣改善のための健康教室を市内で実施す
る。

650
保健衛生普及一般経
費

保険課 国保 08 02 01 4,352 0 0 0 0 4,352 4,344 8レセプト点検による医療費適正化その他の保健衛生普及に係る一般事務経費

651保健衛生普及事業 保険課 国保 08 02 01 4,787 0 0 0 0 4,787 4,601 186
被保険者の医療に対する認識を深めるため、厚生省通知（Ｓ５５年）に基づき
医療費通知を実施するとともに、各種イベント等で国保事業をＰＲする経費

652歯科教室事業
健康推進
課

国保 08 02 01 667 540 0 0 0 127 663 4

２歳児、２歳６か月児に対して、年齢に応じた歯の大切さ、むし歯予防の必要
性を理解し、よりよい生活習慣を身につけるための動機付けを図るため、歯科
医師による歯科検診と歯科教育（歯科衛生士によるむし歯予防に関する指導
とブラッシング指導）及びフッ化物塗布事業を同時に実施する。�
各年齢で月１回（年２４回）総合保健センターにおいて、実施する。対象は２歳
児、２歳６か月児とその家族

653フッ化物塗布事業
健康推進
課

国保 08 02 01 172 137 0 0 0 35 152 20

むし歯予防効果があるフッ化物（フッ素）を、予防処置に応用することにより、子
どものむし歯罹患率の減少を図る。�
幼稚園・保育所の歯科検診時に歯科衛生士を派遣し、医師の指導のもと４・５
歳児の入園（所）児に対して、集団でフッ化物塗布を実施する。（歯ブラシゲル
法による歯面塗布）

654フッ化物洗口事業
健康推進
課

国保 08 02 01 274 220 0 0 0 54 235 39

むし歯予防に効果のある、フッ化物洗口を市内の保育所及び幼稚園において
推進し、子どものむし歯罹患率の低下を図る。（洗口事業を実施（予定）してい
る園等の保護者に対し、園医等の歯科医師による説明会を開催後、４・５歳児
の希望者に毎日法（週５日法）によるフッ化物溶解液のうがいを実施する。）

655
歯と口の健康づくり
ネットワーク事業

健康推進
課

国保 08 02 01 424 338 0 0 0 86 241 183

関係機関の協働による歯科保健事業の推進と、住民参加による歯の健康づく
りを推進し、市の歯科保健の向上を図る。ネットワーク会議において地域の歯
科保健の現状を把握し、課題を明確化、課題に対して目標を設定、各機関が
役割を確認するとともに、目標達成に向け実践を行う。また、必要に応じて歯
科医療機関と市事業の課題や運営内容等について協議を行う。

656食育推進事業
健康推進
課

国保 08 02 01 165 131 0 0 30 4 244 △ 79

食育基本法による食育基本計画及び志摩市食育推進計画に基づき、市民一
人ひとりが心身ともに健康で、豊かな人間性を育めるよう支援する。また、ボラ
ンティアの育成や関係機関との連携をはかり、地域で食育を推進できるよう体
制づくりを行う。�
テーマ・世代別に、料理講習や学習会を食生活改善推進協議会等の協力を得
て実施する。また、栄養・食事相談を行い、市民の健康づくりを支援する。�
実施回数　市主催事業　健康づくり・生活習慣病予防教室　５回�

657
特定健康診査等受診
対策事業

健康推進
課

国保 08 02 01 3,022 0 0 0 0 3,022 3,227 △ 205
一般会計で実施している市民健康診査等事業のがん検診等受診者のうち国
保加入者分の個人負担金を無料化することにより、がん検診及び同時期に実
施を予定している特定健康診査等の受診率向上を図る。
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658運動推進事業
健康推進
課

国保 08 02 01 318 253 0 0 0 65 275 43
運動習慣の少ない年代に着目した研修会等を実施し、健康づくりとして運動に
取り組む市民の増加を目指す。また、運動推進リーダーの育成及び継続支援
により、地域での運動推進を拡大する。�

659
地区運動組織活動支
援事業

健康推進
課

国保 08 02 01 227 181 0 0 0 46 261 △ 34
地域特性に応じた運動習慣の定着を目指し、運動自主グループへの運動指
導、体力測定、活動継続に向けての調整会議などを実施する。また、地域で自
主的に運動する希望のある市民やグループを支援する。�

660
大王健康管理セン
ター管理運営費

大王保健
センター

国保 08 03 01 2,701 0 0 0 0 2,701 2,678 23大王健康管理センターにおける維持管理経費

661保健指導事業
大王保健
センター

国保 08 03 02 176 45 0 0 0 131 191 △ 15

市民が自分や家族の健康づくりのために、自ら気付き行動を起こすために身
近な健康づくりに関する講座をシリーズで行う。�
（実施回数）３回以上�
（内容）各種測定・ミニ講話（運動・食事・検診等について）�

662基金積立金 保険課 国保 09 01 01 320 0 0 0 320 0 294 26国保財政調整基金を積み立てる。

663利子 保険課 国保 10 01 01 546 0 0 0 0 546 546 0一時借入時に支払う利子経費

664
一般被保険者保険税
還付金

保険課 国保 11 01 01 5,000 0 0 0 0 5,000 5,000 0一般被保険者保険税に係る還付金を支出する。

665
退職被保険者等保険
税還付金

保険課 国保 11 01 02 500 0 0 0 0 500 500 0退職被保険者等保険税に係る還付金を支出する。

666償還金 保険課 国保 11 01 03 1 0 0 0 0 1 1 0療養給付費負担金の前年度精算に係る償還金等を支出する。

667
一般被保険者保険税
還付加算金

保険課 国保 11 01 04 200 0 0 0 0 200 200 0一般被保険者保険税に係る還付加算金を支出する。

668
退職被保険者等保険
税還付加算金

保険課 国保 11 01 05 10 0 0 0 0 10 10 0退職被保険者等保険税に係る還付加算金を支出する。

669一般会計繰出金 保険課 国保 11 02 02 1 0 0 0 0 1 3,000△ 2,999前年度に受け入れた一般会計からの繰出金の精算金を繰出しする。

670予備費 保険課 国保 12 01 01 50,000 0 0 0 0 50,000 50,000 0地方自治法第２１７条第１項の規定に基づく予備費

671一般管理費 保険課 後期 01 01 01 535 0 0 0 0 535 480 55
後期高齢者医療制度の資格及び保険給付等の窓口事務全般に係る一般事務
経費

672徴収費 保険課 後期 01 02 01 5,734 0 0 0 61 5,673 14,029△ 8,295後期高齢者医療保険料の徴収事務全般に係る一般事務経費

673
後期高齢者医療広域
連合負担金

保険課 後期 02 01 01 1,136,482 0 0 0 01,136,4821,124,01912,463
後期高齢者医療広域連合から各市町へ割り当てられた事務費等に係る費用
を負担金として支出する。

674保険料還付金 保険課 後期 03 01 01 500 0 0 0 0 500 500 0後期高齢者医療保険料（過年度分）に係る還付金を支出する。

675還付加算金 保険課 後期 03 01 02 10 0 0 0 0 10 20 △ 10後期高齢者医療保険料に係る還付加算金を支出する。

676償還金 保険課 後期 03 01 03 1 0 0 0 0 1 1 0
療養給付費等の前年度精算に係る後期高齢者医療広域連合への償還金を支
出する。

677他会計繰出金 保険課 後期 03 02 01 100 0 0 0 0 100 111 △ 11一般会計への繰出金を支出する。

678予備費 保険課 後期 04 01 01 63 0 0 0 0 63 50 13地方自治法第２１７条第１項の規定に基づく予備費

679介護保険一般経費
介護保険
課

介護 01 01 01 8,227 0 0 0 101 8,126 8,130 97介護保険給付等にかかる人件費及び一般事務経費である。
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680
鳥羽志勢広域連合負
担金

介護保険
課

介護 01 01 01 66,642 0 0 0 0 66,642 71,226△ 4,584
要介護認定に関する訪問調査及び認定審査会等について、鳥羽市と広域連
合制度を導入し、｢鳥羽志勢広域連合」で処理を行っているための負担金であ
る。

681保険料収納事務経費
介護保険
課

介護 01 02 01 6,331 0 0 0 0 6,331 5,018 1,313介護保険料賦課及び徴収業務を行うための事務費である。

682
居宅介護サービス給
付費

介護保険
課

介護 02 01 01 2,371,770609,783338,862 0688,976734,1492,327,06844,702

要介護者が、指定居宅介護サービス事業者が行う在宅サービスの利用に対し
給付するものである。�
◎該当サービス�
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理
指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養
介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与

683
特例居宅介護サービ
ス給付費

介護保険
課

介護 02 01 02 85,000 21,839 12,127 0 24,650 26,384 77,000 8,000
要介護者が、要介護認定申請前に緊急等やむをえない理由で指定居宅サー
ビスを受けたとき又は基準該当居宅サービスを受けたときに給付するものであ
る。

684
地域密着型介護サー
ビス給付費

介護保険
課

介護 02 01 03 447,167114,889 63,799 0129,678138,801421,220 25,947

可能な限り住み慣れた自宅又は地域で生活を継続できるようにするサービス
である。�
地域密着型サービスは、原則として当該市町村の住民のみが利用できるサー
ビスで、市町村が指定・指導監督の権限をもつ。�
◎該当サービス�
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型
通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密
着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介
護、複合型サービス

685
特例地域密着型介護
サービス給付費

介護保険
課

介護 02 01 04 1 0 0 0 0 1 1 0
要介護認定の申請前に、緊急等やむをえない理由で、指定地域密着型サービ
スを受けたとき等に給付するものである。

686
施設介護サービス給
付費

介護保険
課

介護 02 01 05 1,654,418424,817235,404 0478,621515,5761,546,722107,696

要介護者を入所（入院)させて行う施設サービスを受けた時、給付するものであ
る。�
◎該当サービス�
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

687
特例施設介護サービ
ス給付費

介護保険
課

介護 02 01 06 1 0 0 0 0 1 1 0
要介護認定の申請前に、緊急等やむをえない理由で施設サービスを受けたと
き等に給付するものである。

688
居宅介護福祉用具購
入費

介護保険
課

介護 02 01 07 7,200 1,850 1,027 0 2,088 2,235 7,869 △ 669
要介護者が入浴や排せつに用いる福祉用具等を購入したときに償還払いで支
給されるサービスである。年間１０万円までが限度で、その１割が自己負担とな
る。

689居宅介護住宅改修費
介護保険
課

介護 02 01 08 22,182 5,699 3,165 0 6,433 6,885 20,951 1,231
要介護者が手すりの取り付け、段差の解消等生活環境を整えるための小規模
な住宅改修に対して、償還払いで支給されるサービスである。２０万円が限度
でその１割が自己負担となる。

690
居宅介護サービス計
画給付費

介護保険
課

介護 02 01 09 278,488 71,550 39,733 0 80,762 86,443278,682 △ 194
要介護者が、指定居宅介護支援事業者から受けた居宅介護支援計画の作成
に対して給付するものである。

691
特例居宅介護サービ
ス計画給付費

介護保険
課

介護 02 01 10 1 0 0 0 0 1 100 △ 99
要介護者が要介護認定申請前に、緊急等やむをえない理由で指定居宅介護
支援を受けたとき等に給付するものである。

692
介護予防サービス給
付費

介護保険
課

介護 02 02 01 103,494 26,591 14,766 0 30,013 32,124 71,004 32,490

要支援者が、指定居宅介護サービス事業者が行う在宅サービスを受けたとき
に給付するものである。�
◎該当サービス�
介護予防訪問介護費、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予
防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、
介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短
期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸
与
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693
特例介護予防サービ
ス給付費

介護保険
課

介護 02 02 02 100 25 14 0 29 32 100 0
要支援者が、要支援認定申請前に緊急等やむを得ない理由で指定居宅サー
ビスを受けたとき又は基準該当居宅サービスを受けたときに給付するものであ
る。

694
地域密着型介護予防
サービス給付費

介護保険
課

介護 02 02 03 10,600 2,724 1,512 0 3,074 3,290 10,123 477

可能な限り住み慣れた自宅又は地域で生活を継続できるようにするサービス
である。地域密着型サービスは、原則として当該市町村の住民のみが利用で
きるサービスで、市町村が指定・指導監督の権限を持つ。�
◎該当サービス�
介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護
予防認知症対応型共同生活介護

695
特例地域密着型介護
予防サービス給付費

介護保険
課

介護 02 02 04 1 0 0 0 0 1 1 0
要支援認定の申請前に、緊急等やむをえない理由で指定地域密着型介護予
防サービスを受けた時等に給付するものである。

696
介護予防福祉用具購
入費

介護保険
課

介護 02 02 05 1,000 257 143 0 290 310 1,049 △ 49
要支援者が入浴や排せつに用いる福祉用具等を購入したときに償還払いで支
給するものである。年間１０万円が限度で、その１割が自己負担となる。

697介護予防住宅改修費
介護保険
課

介護 02 02 06 6,700 1,722 956 0 1,943 2,079 8,931△ 2,231
要支援者が手すりの取付け、段差の解消等生活環境を整えるための小規模な
住宅改修に対して、償還払いで支給するものである。２０万円が限度で、その１
割が自己負担となる。

698
介護予防サービス計
画給付費

介護保険
課

介護 02 02 07 13,211 3,395 1,885 0 3,831 4,100 9,265 3,946
要支援者が、指定居宅介護支援事業者から受けた居宅介護予防支援計画の
作成に対して給付するものである。

699
特例介護予防サービ
ス計画給付費

介護保険
課

介護 02 02 08 1 0 0 0 0 1 1 0
要支援者が要介護認定申請前に、緊急等やむをえない理由で指定介護予防
支援を受けたとき等に給付するものである。

700審査支払手数料
介護保険
課

介護 02 03 01 2,385 613 340 0 692 740 2,304 81
事業者から出された介護給付費明細書の内容が適正であるかを審査する三
重県国民健康保険団体連合会に対して支払いをするものである。

701高額介護サービス費
介護保険
課

介護 02 04 01 112,007 28,778 15,981 0 32,482 34,766116,539△ 4,532
要介護者の利用者負担が、所得段階ごとに定めた一定の上限を超えたとき
に、�その超えた額を申請者に払い戻すものである。

702
高額介護予防サービ
ス費

介護保険
課

介護 02 04 02 100 25 14 0 29 32 100 0
要支援者の利用者負担額が、所得段階ごとに定めた一定の上限額を超えたと
きに、その超えた額を申請者に払い戻すものである。

703
高額医療合算介護
サービス費

介護保険
課

介護 02 05 01 15,541 3,993 2,217 0 4,507 4,824 12,737 2,804
同じ医療保険の世帯内で、医療給付と介護給付の両方を合わせた自己負担
が決められた限度額を５００円以上超えた場合、申請により超えた分を支給す
るものである。

704
高額医療合算介護予
防サービス費

介護保険
課

介護 02 05 02 100 25 14 0 29 32 100 0
同じ医療保険の世帯内で、医療給付と介護予防給付の両方を合わせた自己
負担が決められた限度額を５００円以上超えた場合、申請により超えた分を支
給するものである。

705
特定入所者介護サー
ビス費

介護保険
課

介護 02 06 01 268,749 69,049 38,344 0 77,937 83,419254,426 14,323
要介護者が施設入所する際の低所得者対策として、介護保険施設等における
居住費（滞在費）・食費の負担に所得段階別の限度額を設定し、限度額を超え
る分を補足給付するものである。

706
特例特定入所者介護
サービス費

介護保険
課

介護 02 06 02 7,654 1,967 1,092 0 2,220 2,375 6,000 1,654
補足給付の対象となる要介護者が、負担限度額認定申請前に緊急等やむを
えない理由で指定サービスを受けたとき又は基準該当の指定サービスを受け
たときに支給するものである。

707
特定入所者介護予防
サービス費

介護保険
課

介護 02 06 03 80 21 11 0 23 25 80 0
要支援者が短期入所サービスを利用する際の低所得者対策として、居住費
（滞在費）・食費の負担に所得段階別の限度額を設定し、限度額を超える分を
補足給付するものである。

708
特例特定入所者介護
予防サービス費

介護保険
課

介護 02 06 04 50 13 7 0 14 16 50 0
補足給付の対象となる要支援者が、負担限度額認定申請前に緊急等やむを
えない理由で指定サービスを受けたとき又は基準該当の指定サービスを受け
たときに支給するものである。

709
二次予防事業対象者
把握事業

ふくし総
合支援室

介護 03 01 01 8,050 2,012 1,006 0 2,334 2,698 11,522△ 3,472
二次予防事業の対象者の把握を目的とする。�
基本チェックリストにより二次予防事業の対象者を抽出し、必要に応じて介護
予防検査を実施して通所型介護予防事業等に繋いでいく。
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710通所型介護予防事業
ふくし総
合支援室

介護 03 01 01 2,100 525 263 0 609 703 2,864 △ 764

二次予防事業対象者把握事業により把握された要介護状態等となるおそれの
高い状態にあると認められる高齢者を対象に、介護予防を目的として、運動器
の機能向上事業、栄養改善事業及び口腔機能の向上事業を組み合わせて市
が適当と認める事業者等へ委託し、市内公共施設等で実施する。

711訪問型介護予防事業
ふくし総
合支援室

介護 03 01 01 162 41 20 0 47 54 262 △ 100

二次予防事業対象者把握事業により把握された、閉じこもり、認知症、うつ等
のおそれがある（又はこれらの状態にある）高齢者を対象に、保健師等が訪問
して、その生活機能に関する問題を総合的に把握・評価し、必要な相談・指導
を行うことで重度化を予防する。

712
二次予防事業評価事
業

ふくし総
合支援室

介護 03 01 01 10 3 1 0 3 3 10 0
介護保険事業計画において定める目標値の達成状況等の検証を通じ、二次
予防事業の事業評価を行う。

713
健康相談（介護予防）
事業

健康推進
課

介護 03 01 02 224 56 28 0 65 75 210 14

健康に関する相談に応じ、必要な保健指導を行うことにより健康管理の向上を
図るとともに、介護予防に資する基本的な知識を啓発し、高齢者が要介護状
態への移行を予防できるよう支援する。�
６５歳以上の市民に対し、各地区保健センター・公民館・生涯学習センター等
で、血圧測定、検尿、体重測定、検（健）診の受け方、検（健）診後の保健指導
等を実施する。

714介護予防教室等事業
ふくし総
合支援室

介護 03 01 02 883 221 110 0 256 296 1,025 △ 142

介護予防に資する基本的な知識を普及啓発し、高齢者が介護予防の必要性
を理解することで元気高齢者を増やし、要介護状態への移行を予防できるよう
支援する。�
介護予防パンフレット等を活用し、機会あるごとに地域住民との接触の場を活
用しながら配布する。また介護予防について地域全体が共通認識をもてるよ
う、広報誌等によるPRや研修会、講演会を開催する。

715
お達者サポーター事
業

ふくし総
合支援室

介護 03 01 02 510 127 64 0 148 171 412 98

自治会から推薦を受け、介護予防リーダーとして養成したお達者サポーターが
地域で介護予防事業を推進するための基盤整備を行い、身近な地域で介護予
防事業を実践することで、積極的に知識の普及啓発や情報提供を行い、介護
予防の取り組みの推進・継続を図る。

716
地域介護予防活動支
援事業

ふくし総
合支援室

介護 03 01 02 410 102 51 0 119 138 300 110
介護予防活動を身近な地域で推進するために必要とされるボランティアや地
域組織の人材を育成すること等により、自主的な地域活動の中での介護予防
を推進し、介護予防事業の活性化を図る。

717
一次予防事業評価事
業

ふくし総
合支援室

介護 03 01 02 10 3 1 0 3 3 10 0
一次予防事業の対象者に対する事業実施後に、介護予防の意識づくりや地域
での取組み効果などを評価する。

718
介護予防ケアマネジ
メント事業

ふくし総
合支援室

介護 03 02 01 1,218 481 241 0 0 496 6,876△ 5,658

要支援・要介護になるおそれのある者が介護予防サービス等を適切に利用で
きるようにケアマネジメントを行い、要介護状態になることの予防を図る。�
介護予防事業対象者の名簿に基づきアセスメントを実施し介護予防サービス
等の種類及び内容、担当者を定め計画書を作成する。介護予防サービスの提
供後に再アセスメントを実施し事業の評価を行う。

719総合相談支援事業
ふくし総
合支援室

介護 03 02 02 2,079 808 404 0 0 867 1,138 941

高齢者やその家族の総合的な相談に応じ、必要な福祉サービスが受けられる
ように行政機関やサービス提供機関、医療機関等の連絡調整を行う。�
①地域における様々な関係者とのネットワークの構築�
②ネットワークを通じた高齢者等の心身の状況や家庭環境についての実態把
握�
③サービスに関する情報提供等の初期相談対応や、継続的・専門的な相談支
援�

720権利擁護事業
ふくし総
合支援室

介護 03 02 03 391 154 77 0 0 160 504 △ 113

虐待防止ネットワークを構築することにより、虐待の防止に努める.。
高齢者虐待に関する相談に応じて、情報収集や訪問等により状況を把握し、
本人及び虐待を行っている介護者や家族に対して必要な支援を行う。
また、関係機関との連携により早期発見に努める。�
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721
包括的・継続的ケア
マネジメント支援事業

ふくし総
合支援室

介護 03 02 04 398 157 79 0 0 162 380 18

高齢者が住み慣れた地域で暮らせるよう、医療・保健・福祉における多職種協
働、他職種連携による長期的継続ケアマネジメントの後方支援を行う。�
介護支援専門員に対し、日常的な個別指導・相談を行い、支援困難事例への
指導や助言を行う。�
また医療機関を含む関係施設やボランティアなど様々な地域における社会資
源との連携・協力体制の整備など包括的・継続的なケア体制の構築等を行う。

722家族介護支援事業
介護保険
課

介護 03 02 05 5,789 2,287 1,143 0 0 2,359 5,772 17
要介護認定者を介護する家族等に対し、紙おむつ、尿とりパッド等の介護用品
と引換できる利用券を交付することにより、要介護認定者の在宅生活の継続・
向上を図る。

723
地域自立生活支援事
業

介護保険
課

介護 03 02 05 2,295 907 453 0 0 935 2,295 0
高齢者のみの世帯で、市民税非課税世帯に属し、買い物・調理等が困難なた
め栄養改善が必要な者に、定期的な配食を実施することにより、自立生活の
支援と安否確認を行う。

724
介護給付費等費用適
正化事業

介護保険
課

介護 03 02 05 1,888 746 373 0 0 769 2,094 △ 206

三重県が策定した「第2期（平成23年度～平成26年度）介護給付適正化計画」
に基づき、受給者が真に必要とする過不足のないサービスを事業者が適切に
提供するよう実施するものである。�
◎任意事業で実施する適正化事業�
　介護給付費通知（年3回）�
　介護給付適正化保険者支援事務（三重県国民健康保険団体連合会に委託）

725家族介護教室事業
ふくし総
合支援室

介護 03 02 05 558 220 110 0 0 228 571 △ 13

要介護高齢者を介護する家族や近隣の援助者に対し、適切な介護知識、技術
を習得させることにより在宅介護を支援する。�
また、要介護高齢者を介護している家族を一次的に介護から解放し、介護者
が相互交流できる機会を提供することで、身体的・精神的な負担を軽減する。

726
高齢者あんしん見守
りネットワーク事業

ふくし総
合支援室

介護 03 02 05 381 150 75 0 0 156 468 △ 87

地域における認知症高齢者等を見守り支えることを目的に、「志摩市あんしん
見守りネットワーク」を構築して、知識習得のためあんしん見守り協力員研修会
を開催し、発見・通報を促す。
また、認知症についての正しい理解を推進するため、認知症サポーター養成
講座、認知症研修会を開催する。�

727
成年後見制度利用支
援事業

ふくし総
合支援室

介護 03 02 05 562 222 111 0 0 229 1,223 △ 661

高齢社会では判断能力に不安のある認知症高齢者等が増えており、そうした
身寄りのない高齢者の成年後見市長申立てを行うとともに、申立て費用を助成
することにより高齢者の生活を支援する。�
また、成年後見制度が利用できることを地域住民に周知することで、利用促進
を図る。�

728高齢者緊急保護事業
ふくし総
合支援室

介護 03 02 05 50 20 10 0 0 20 50 0

介護保険法により要支援及び要介護認定者を介護している家族が緊急の理
由等で居宅における介護ができない場合に当該高齢者を一時的に介護老人
福祉施設等に保護し、もって当該高齢者及びその家族の福祉の向上を図るこ
とを目的とする。�
関連施設と業務委託契約の締結を行い、事業を展開する。

729
離島介護サービス提
供促進事業助成金

介護保険
課

介護 03 02 05 415 164 82 0 0 169 246 169
介護サービス事業者が、離島に住む要介護者等に介護サービスを提供する際
に負担した船賃を補助し、離島の介護サービス提供の促進を図るものである。

730
介護給付費準備基金
積立金

介護保険
課

介護 04 01 01 32,703 0 0 0 84 32,619 38,989△ 6,286介護保険給付費の不足に備えるための基金である。

731利子
介護保険
課

介護 05 01 01 173 0 0 0 0 173 208 △ 35
介護給付費が見込みを上回った等の理由で、予算不足分が生じ一時借入をし
た場合の利子
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732
財政安定化基金償還
金

介護保険
課

介護 05 02 01 27,333 0 0 0 0 27,333 27,334 △ 1

前期計画期間内で、保険料収納率の低下や計画を上回る給付費の増加によ
り、保険料収入が不足することを理由に、県の財政安定化基金の借入れを
行った場合、次期計画期間の３年間で償還するものである。�
償還に要する財源は、保険料に上乗せされる。

733
第1号被保険者保険
料還付金

介護保険
課

介護 06 01 01 350 0 0 0 0 350 350 0
死亡・転出などにより過払いとなった過年度の介護保険料を還付するものであ
る。

734償還金
介護保険
課

介護 06 01 02 1 0 0 0 0 1 1,630△ 1,629
国・県補助金の前年度分を精算した場合に発生する介護給付費等負担金等
の返還金

735
第1号被保険者保険
料還付加算金

介護保険
課

介護 06 01 03 1 0 0 0 0 1 1 0
第1号保険料を還付する場合、納付後還付までの期間が長期となった場合、そ
の期間に応じて発生する加算金（利子）である。

736一般会計繰出金
介護保険
課

介護 06 02 01 1 0 0 0 0 1 1 0前年度の精算により、一般会計繰入金の返還が生じた場合の経費である。

737予備費
介護保険
課

介護 07 01 01 10,000 0 0 0 0 10,000 10,852 △ 852介護給付費等の不足がある場合に備えて、予備費としておいたものである。

738下水道一般経費 下水道課 下水道 01 01 01 12,756 0 0 0 0 12,756 12,601 155下水道事業一般経費

739
特定環境保全公共下
水道管理運営費

下水道課 下水道 02 01 01 85,214 0 0 0 38,632 46,582 88,760△ 3,546

特定環境保全公共下水道施設５処理区の浄化センター及びマンホールポン
プ・管路等適正な汚水処理を目的とし維持管理を行う。�
�
　　　　　　　処理面積　　計画処理水量　　計画接続人口　�
　　　　　　　　ha  　　  　  m3/年　     　   人�
神明処理区　　　99.0 　　 　187,100 　　 　  2,400�
坂崎処理区　　  10.7       　21,000      　    300�
的矢処理区　　　10.0       　38,900       　   400　　�
迫塩桧処理区    32.2       　35,800         　 500�
船越処理区      56.0       　47,300          　900

740
公共下水道長寿命化
事業

下水道課 下水道 02 01 02 12,600 6,300 0 0 0 6,300 8,320 4,280

下水道施設の事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を図るため、
下水道施設の長寿命化対策に係る計画を策定し、効率的、効果的な改修、更
新を行う。�
H25年度は志摩市公共下水道整備済みの５箇所（坂崎、的矢、神明、船越、迫
塩桧）の各地区について、社会情勢の変化を踏まえた下水道計画の見直し作
業を行い、平成10年4月に供用を開始した坂崎浄化センターより、長寿命化計
画の設計調査を行う。

741
漁業集落排水管理運
営費

下水道課 下水道 03 01 01 25,292 0 0 0 8,976 16,316 27,596△ 2,304

漁業集落から排出される生活雑排水及びし尿を処理し、漁村地域の生活環境
の向上と、漁港水域の水質保全を目的に、漁業集落排水処理施設を適正に維
持管理する。�
�
　　　　　　　処理面積　  計画処理水量　　計画接続人口　�
　　　　　　　　  ha        　m3/年　     　  人�
安乗処理区　　　48.0       　78,400 　　  　1,300

742
農業集落排水管理運
営費

下水道課 下水道 03 01 02 17,715 0 0 0 6,385 11,330 18,007 △ 292

農業集落から排出される生活雑排水・し尿を処理し、農村地域の生活環境の
向上と公共用水域の水質の改善を図ることを目的に、農業集落排水処理施設
を適正に維持管理する。�
�
　　　　　　　処理面積 　計画処理水量　　計画接続人口　�
　　　　　　　　ha           m3/年　     　  人�
立神処理区　　　50.0        69,600 　　  　 900
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743
農業集落排水資源循
環統合事業

下水道課 下水道 03 01 03 1,964 0 0 0 0 1,964 3,048△ 1,084

農業集落排水施設の事故の未然防止及びライフサイクルコストの最小化を図
るため、処理場施設の長寿命化対策に係る計画を策定し、効率的、効果的な
改修、更新を行う。�
H25年度はH24年度に行った機能診断、最適化整備構想に基き、H26年度以後
の事業実施のため機能強化事業計画書を作成し、交付金事業の申請を行う。

744元金 下水道課 下水道 04 01 01 201,532 0 0 0 49,259152,273194,234 7,298下水道事業公債費

745利子 下水道課 下水道 04 01 02 77,171 0 7,668 0 0 69,503 82,811△ 5,640公債費 利子

746予備費 下水道課 下水道 05 01 01 1,000 0 0 0 0 1,000 1,000 0地方自治法第２１７条第１項の規定に基づく予備費

747貸付事業運営経費
人権啓発
推進課

住新 01 01 01 1,478 0 130 0 1,022 326 1,464 14住宅新築資金等貸付事業償還事務に係る経費

748元金
人権啓発
推進課

住新 02 01 01 4,738 0 0 0 4,738 0 8,065△ 3,327起債償還元金

749利子
人権啓発
推進課

住新 02 01 02 1,012 0 0 0 1,012 0 1,360 △ 348起債償還利子

750
県道等改良工事に伴
う配水管布設事業

水道工務
課

水道 01 01 01 3,150 0 0 0 0 3,150 7,350△ 4,200
道路河川等の改良工事に伴い未給水箇所において有用な施設投資に即時対
応する。

751
国道167号（鵜方磯部
BP）配水管布設事業

水道工務
課

水道 01 01 01 ○ 25,305 0 0 0 0 25,305 0 25,305
国道167号バイパス新設に伴い未給水箇所に配水管を新設する。
　L＝2,430ｍ

752配水補助管布設事業
水道工務
課

水道 01 01 01 4,200 0 0 0 2,200 2,000 10,500△ 6,300
配水管の新設又は改良が必要な地区で、市と希望者の双方が負担しインフラ
整備を行う。（市負担1/2　上限1,000千円）

753
市道三ケ所線配水管
布設事業

水道工務
課

水道 01 01 01 ○ 11,340 0 0 0 0 11,340 0 11,340
磯部町三ケ所地内において、配水管をバイパス化することにより安定供給を図
る。  VPφ75　L＝270ｍ

754
市道野田西2号線
配水管布設事業

水道工務
課

水道 01 01 01 ○ 3,570 0 0 0 2,400 1,170 0 3,570国府地区避難施設整備事業に伴い配水管を新設する。 VPφ50　L=170ｍ

755緊急遮断弁設置事業
水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 60,118 19,000 0 0 0 41,118 0 60,118
地震対策として配水池に緊急遮断弁を設置することにより災害時の飲料水確
保に努める。　磯部北部配水池 1基    鵜方高区配水池 1基

756老朽管更新事業
水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 36,708 0 0 0 0 36,708 0 36,708
経年劣化等により老朽化した送配水管の改良を行う。　DIPφ150　L＝220ｍ、
VPφ150　L＝510ｍ　DIPφ300　L＝ 50ｍ

757
主要地方道南勢磯部
線道路改良工事に伴
う配水管布設替事業

水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 15,162 0 0 0 0 15,162 0 15,162県道改良工事に伴い配水管の支障移転を行う。　DIPφ300　L＝120ｍ

758
県道等改良工事に伴
う配水管布設替事業

水道工務
課

水道 01 01 02 3,150 0 0 0 0 3,150 7,350△ 4,200道路河川等の改良工事に伴う配水管の支障移転に即時対応する。

759送・配水管連絡事業
水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 4,410 0 0 0 0 4,410 0 4,410
緊急時に送水管から直接給水を行えるよう送水管と配水管との連絡管を整備
する。　波切・名田・畔名配水池、和具配水池

760消火栓設置事業
水道工務
課

水道 01 01 02 1,050 0 0 0 1,050 1,050 0防災上必要な箇所に消火栓を新設する。　予定数 2基

761
神路ダム維持放水放
流弁改良事業

水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 14,049 0 0 0 0 14,049 0 14,049
恵利原ダムと同様に、神路ダムの放流弁も中央監視室からの遠隔操作が出
来る様に改良し、放流量及びダム貯水の効率的な管理を行う。

762
磯部浄水場薬品注入
設備改良事業

水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 143,448 0 0 0 0143,448 0143,448
当該施設は設置から経過年数が経ち、毎年の定期分解及び経年劣化による
故障時の修繕費等増加していることから取替を実施する。

763
水道施設遠方監視設
備改良事業

水道工務
課

水道 01 01 02 210,000 0 0 0 0210,000105,000105,000
一元化に伴い維持管理体制の強化を図るため水道施設を磯部浄水場から監
視制御を行うため遠方監視制御装置の更新設置及び統廃合を行う。
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（単位：千円）
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平成２５年度当初予算事業一覧表

予算科目
予算所属

Ｈ25
予算額

左の財源内訳
事業内容会計№ 事業名

Ｈ24
予算額

前年
比較

新
規

764
水道施設遠方監視設
備改良事業その２

水道工務
課

水道 01 01 02 ○ 52,500 0 0 0 0 52,500 0 52,500
本年度予定している遠方監視制御装置の改良及び統廃合に伴い、中央監視
制御装置の改良も必要となる。H24年度遠方監視設備改良工事から分離

765
市民病院設備改修事
業

志摩市民
病院

病院 01 01 02 ○ 17,747 0 0 17,700 0 47 0 17,747

ボイラー設備改修工事は、建設当初から15年が経過し、このことにより老朽化
が激しく設備の改修が必要となった。発電機増設は、災害時の電源供給のた
め新館部分に発電機を増設する。新館には、透析患者様の設備への電源供
給が不足しているので、災害時に安心して緊急対応が出来る。

766
市民病院医療機器等
購入事業

志摩市民
病院

病院 01 01 04 ○ 45,702 0 0 45,700 0 2 52,303△ 6,601

薬剤室管理システム購入費は、現在、院内で稼働している医療システムを統
合し、病院内のシステムを統一的に管理することにより、連携を図ることで医療
安全の向上(リスクの減少)を目的として実施する。現在のシステムが老朽化し
更新が必要となり、調剤管理、処方監査、持参薬管理、服薬指導を実施する。
多項目自動血球分析装置は導入から12年が経過し、手術室用保温庫・保冷庫
は15年が経過し、医薬品在庫管理システムは6年が経過しているため老朽化
により更新する。医薬品在庫管理システムの現状は、現在のシステムは、端末
機器がＸＰでソフトもＸＰ対応となっている。周辺機器及びハード端末機器に不
具合が生じている。今後、端末機器について不具合が生じた場合は、交換が
不能となる。画像診断システムは、フィルムから画像へ移行するため手術室等
への追加整備です。電動ベッドは毎年2台ずつ計画的に導入し更新します。企
業会計システムは平成26年度からの地方公営企業法の改正に伴うシステム
の更新で水道事業会計と共同し進める。筋電計は新規購入です。除細動装置
は、現在の機器が故障したため更新する。
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

945

1,050
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

61



（単位：千円）

里海関連

3,646
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

2,270

2,250
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（単位：千円）

里海関連

102,996
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（単位：千円）

里海関連

843
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（単位：千円）

里海関連

83



（単位：千円）

里海関連

900

2,831

140

58
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（単位：千円）

里海関連

7,522

6,315

860

8,550

6,100

11,100

2,591

3,432

1,491
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（単位：千円）

里海関連

8,107

300

1,750

1,891

3,162

1,860

264

1,200

848

453

777
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（単位：千円）

里海関連

1,150

12,148

5,180

1,545

5,799

397

775

2,003

932

632
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（単位：千円）

里海関連

1,358

605

12,801

178

3,500

11,024

15,955

1,227
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（単位：千円）

里海関連

5,392

100

500
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（単位：千円）

里海関連

5,700

4,993

3,813

6,300

1,300
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（単位：千円）

里海関連

2,000

4,000

5,810

1,821

3,590
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（単位：千円）

里海関連

23,829

1,649

6,602

6,500

1,667
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

350
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

100



（単位：千円）

里海関連

35

960

216
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（単位：千円）

里海関連

6,927
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

107



（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連
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（単位：千円）

里海関連

110



（単位：千円）

里海関連

111



（単位：千円）

里海関連

85,214

12,600

25,292

17,715
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（単位：千円）

里海関連

1,964
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（単位：千円）

里海関連
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